
生活保護システム
機能・帳票要件（第2.4版） 【凡例】　◎：実装必須機能　○：標準オプション機能 自治体からの意見内容 検討会の自治体委員において、重要な意見と判断した理由・根拠 事務局作業欄

大項目 中項目 機能名称

改定種別
（直前の版
から改定し
た項目の種

別）

新機能名称
枝番

旧機能名称
枝番

新機能ID 旧機能ID 新機能要件 旧機能要件 ①　都道府県

② 団体内で複数
の福祉事務所を
設置（例：政令指
定都市、一部の

中核市等）

③ 団体内で一つ
の福祉事務所を
設置（例：②以外

の市区町村）

要件の考え方・理由 備考（改版説明） 適合基準日
①機能名称枝番

記入必須
②機能ID
記入必須

③質問自治体名
記入必須

④意見のカテゴリ
記入必須

⑤ご意見等内容
記入必須

⑥ご意見等の理由・経緯
記入必須

⑦解釈案・代替案
（修正後の要件文案）

⑧過去意見照会にお
ける意見実績

記入必須

⑨意見根拠
（法令・通知等）

横浜市意見 東大阪市意見 新宿区意見 横須賀市意見 中野区意見 豊後大野市意見 武蔵野市意見 柏市意見 仙台市意見 群馬県意見
2.4版の改版内容に関する意見
該否(◯が2.4版の改版内容に

関する意見）
自治体への追加質問事項 追加確認事項に対する回答

1. 生活保護申

請・決定（変更

等含む）

1.1. 面接相談 相談内容登録 変更なし 4 4 0211932 0211932 要保護者に関する情報を登録・修正・削除・照会ができること

【管理項目】

・要保護者氏名(漢字・カナ)

・世帯員区分（世帯主、世帯員）

・住民を識別する番号(住民番号等)

・住所（保護地住所、住登住所、前住所、前々住所等）

・郵便番号

・電話番号

・生年月日

・年齢

・性別

・続柄

・地区

・民生委員

・生活状況

・国籍、旧姓(漢字・カナ)、外国人本名、外国人カナ、通称名、通称名カナ

・在留カード（在留カード番号、在留者アルファベット氏名、生年月日、性別、国籍、住居地、在留資格、在留期間、許可年月日、交付年月日）

・面接相談時の医療保険

・障害

・傷病区分

・健康状態、通院先、病名

・心身の状況

・他法医療情報（公害、原爆など）

・支援措置対象者、虐待等の情報

・入院入所先

・入院入所年月日

・学歴

要保護者に関する情報を登録・修正・削除・照会ができること

【管理項目】

・要保護者氏名(漢字・カナ)

・世帯員区分（世帯主、世帯員）

・住民を識別する番号(住民番号等)

・住所（保護地住所、住登住所、前住所、前々住所等）

・郵便番号

・電話番号

・生年月日

・年齢

・性別

・続柄

・地区

・民生委員

・生活状況

・国籍、旧姓(漢字・カナ)、外国人本名、外国人カナ、通称名、通称名カナ

・在留カード（在留カード番号、在留者アルファベット氏名、生年月日、性別、国籍、住居地、在留資格、在留期間、許可年月日、交付年月日）

・面接相談時の医療保険

・障害

・傷病区分

・健康状態、通院先、病名

・心身の状況

・他法医療情報（公害、原爆など）

・支援措置対象者、虐待等の情報

・入院入所先

・入院入所年月日

・学歴

◎ ◎ ◎ ・括弧書内の項目については個別に管理できる運用を想定してい

る。

・当機能要件は、保護台帳における面接相談内容を管理するため

の機能として活用することも想定している。

・住登住所とは住民票上の住所、郵便番号を意味している。

【2.3版】

・機能要件を変更

・帳票詳細要件と機能要件との整合性確保のため、機能要

件に管理項目を追加

・第7回全国意見照会の意見に基づき、要件の考え方・理由

を追加

令和11年4月1日

4 211932 新宿区 機能追加

・在留カード（在留カード番号、在留者アルファベット氏名、生年月日、性

別、国籍、住居地、在留資格、在留期間、許可年月日、交付年月日）に

「在留期間満了日」を追加してほしい・

外国人に対する生活保護の準用にあたり、在留期間が過ぎていないか

を確認するには、在留期間満了日の項目が必須であるため。

また住基システムにおいては、許可年月日、交付年月日の情報は所持し

ておらず、在留期間満了日の情報は所持しているため、住基情報を生活

保護システムに取り込む際、在留期間満了日が自動反映され、入力の

手間がなくなることが期待されるため。

要保護者に関する情報を登録・修正・削除・照会ができること

【管理項目】

・要保護者氏名(漢字・カナ)

・世帯員区分（世帯主、世帯員）

・住民を識別する番号(住民番号等)

・住所（保護地住所、住登住所、前住所、前々住所等）

・郵便番号

・電話番号

・生年月日

・年齢

・性別

・続柄

・地区

・民生委員

・生活状況

・国籍、旧姓(漢字・カナ)、外国人本名、外国人カナ、通称名、通称名カナ

・在留カード（在留カード番号、在留者アルファベット氏名、生年月日、性別、国

籍、住居地、在留資格、在留期間、許可年月日、交付年月日、在留期間満了日）

・面接相談時の医療保険

・障害

・傷病区分

・健康状態、通院先、病名

・心身の状況

・他法医療情報（公害、原爆など）

・支援措置対象者、虐待等の情報

・入院入所先

・入院入所年月日

実績なし

昭和２９年５月８日付社発第３８２

号社会局長通知「生活に困窮する

外国人に対する生活保護の措置

について」

別冊問答集　問１３－３２

-
生活保護業務上必要な項目かつ、連携で取得できる情報は積極的に保持すべ

きと考える。
- - - - - - - -

1. 生活保護申

請・決定（変更

等含む）

1.2. 保護の開始申請受

付及び訪問調査

他法活用確認・確認

結果の登録

追加 2 0213049 以下の情報を登録・修正・削除・照会できること。

【管理項目】

・裁定年月日

・受給権発生年月日

◎ ◎ ◎ 【2.4版】

・PMOツールでの意見に基づき、機能要件を追加

令和12年4月1日

2 0213049 富士通Japan（株） その他
どのような機能を実現できれば要件を満たすのか、機能要件について詳

細に記述していただきたい。

「PMOツールでの意見に基づき、機能要件を追加」のみでは記述が端的

過ぎるため要件が不明。
要件について詳細に記述していただきたい。 実績なし -

医療や障害にかかる現在保有している他法の登録と少々混乱しますが、当該項

目が年金にかかる裁定年月日、受給権発生日であるならば、他法として登録と

するのが良いのか、収入として管理する年金の認定の際に当該管理項目が併

せて保有できたほうが良いのか、悩ましい。

- - - - - - - - ◯

1. 生活保護申

請・決定（変更

等含む）

1.6. 扶養能力調査 戸籍調査依頼書等

の作成

変更なし 1 1 0210084 0210084 以下の帳票を作成できること。

・戸籍謄本等発行依頼書

以下の帳票を作成できること。

・戸籍謄本等発行依頼書

◎ ◎ ◎ 令和8年4月1日

1 0210084 岩手県 機能追加
戸籍照会の出力帳票において「戸籍謄本」が選択できないので追加いた

だきたい。
事務作業効率化のため 実績なし - - - - - - - - - -

今回新たに定義した帳票、「34_帳票レイアウト_戸籍謄本等発行依頼書

（戸籍・原戸籍・除籍）」がシステムに実装されることで、意見に対応でき

るか確認させていただきたいです。

対応可能です。

1. 生活保護申

請・決定（変更

等含む）

1.6. 扶養能力調査 戸籍調査依頼書等

の作成

変更なし 1 1 0210084 0210084 以下の帳票を作成できること。

・戸籍謄本等発行依頼書

以下の帳票を作成できること。

・戸籍謄本等発行依頼書

◎ ◎ ◎ 令和8年4月1日

1 0210084 岩手県 機能追加 戸籍照会の依頼文が出力されなくなったため改善してほしい。 事務作業効率化のため 実績なし - - - - - - - - - -

今回新たに定義した帳票、「34_帳票レイアウト_戸籍謄本等発行依頼書

（戸籍・原戸籍・除籍）」がシステムに実装されることで、意見に対応でき

るか確認させていただきたいです。

対応可能です。

1. 生活保護申

請・決定（変更

等含む）

1.7. 保護開始の要否判

定及び処分

保護決定処理 変更なし 39 39 0210107 0210107 また、それぞれの支払先の債務者番号を登録できること。 また、それぞれの支払先の債務者番号を登録できること。 ◎ ◎ ○ 令和8年4月1日

39 0210107 葛飾区 誤記・整合性

支払先の番号であれば債権者番号が正しいのではないか。

債務者番号が正しい場合は「支払先に対する債務者番号」と記載しなけ

れば混乱が生まれるのではないか。

誤記と思われるため。 実績なし -
債務者と債権者の誤りであれば修正が必要だと考えます。

当該項目に限らず文言の整理はしたいところです。
- - - - - - - -

1. 生活保護申

請・決定（変更

等含む）

1.7. 保護開始の要否判

定及び処分

保護決定通知書等

の作成

変更なし 1 1 0210127 0210127 以下の帳票を作成できること。

・保護決定通知書

・民生委員通知書

・医療機関連絡票

・介護機関連絡票

・生活保護受給証明書

・生活保護受給証明書発行申請書

・介護扶助決定通知書

以下の帳票を作成できること。

・保護決定通知書

・民生委員通知書

・医療機関連絡票

・介護機関連絡票

・生活保護受給証明書

・生活保護受給証明書発行申請書

・介護扶助決定通知書

◎ ◎ ◎ ・保護決定通知書について、掲載する一時扶助の項目が多いこと

等が理由で1枚で出力できない場合、2枚目以降の出力を行うこと

も可能とする。なお、2枚目以降の出力にあたっては必要な内容の

みを出力することを想定している。

【2.3版】

・第7回全国意見照会での意見を踏まえ要件の考え方・理由

を追加

令和8年4月1日

1 210127 熊谷市 機能修正 停止、廃止が見てわかるような仕様に改めてほしい。
受給証明書は保護停止中及び廃止後にも需要があり、文書として停止・

廃止されていることが明確であると提出先としても見やすい。
実績なし - - - - - - - - - -

1. 生活保護申

請・決定（変更

等含む）

1.8. 保護変更 変更登録 変更なし 111 111 0212029 0212029 以下条件に当てはまる対象者の情報を一括で抽出できること。

・処理の基準日時点で最新の生活保護費の決定歴に各種年金(年金生活者支援給付金を含む)が登録されている

・処理の基準日時点で個人・世帯単位で保護停止・廃止ではない

以下条件に当てはまる対象者の情報を一括で抽出できること。

・処理の基準日時点で最新の生活保護費の決定歴に各種年金(年金生活者支援給付金を含む)が登録されている

・処理の基準日時点で個人・世帯単位で保護停止・廃止ではない

○ ○ ○ ・当機能要件は、日本年金機構から情報提供ネットワークシステ

ムを経由して取得した年金額（12分割したもの）を被保護世帯の各

月の収入認定額に反映する運用の実現のための機能である。

・当機能要件は、年金額を収入認定する対象を複数抽出し、選択

するための機能として想定している。

・年金種別ごとに抽出が可能となる機能を想定している。

【2.3版】

令和6年地方分権改革に関する提案募集における提案に伴

い、機能要件を追加

令和11年4月1日

111 212029 北九州市 実装区分変更 オプション機能ではなく、実装必須機能としていただきたい。

情報提供ネットワークシステム経由で取得した年金額を生活保護システ

ムに手入力する必要がなくなり、ケースワーカーの事務効率が大幅に向

上するため、当機能は実装必須とすべきと考える。

オプション機能の場合、すでに標準化した自治体やシステム選定済みの

自治体は、当機能を実装するベンダーを選択することは事実上不可能

であり、事務効率化の可否をベンダーの判断に委ねざるを得なくなること

も考慮していただきたい。

実績あり - - - - - - - - - -

1. 生活保護申

請・決定（変更

等含む）

1.8. 保護変更 変更登録 変更なし 112 112 0212030 0212030 マイナンバーの情報提供ネットワークシステム経由で、日本年金機構から取り込んだ年金情報の情報照会結果データを基に、年金額を12分割し

て収入予約データを作成出来ること。

マイナンバーの情報提供ネットワークシステム経由で、日本年金機構から取り込んだ年金情報の情報照会結果データを基に、年金額を12分割し

て収入予約データを作成出来ること。

○ ○ ○ ・当機能要件は、日本年金機構から情報提供ネットワークシステ

ムを経由して取得した年金額（12分割したもの）を被保護世帯の各

月の収入認定額に反映する運用の実現のための機能である。

・当機能要件は、日本年金機構から取り込んだ年金額を12分割

し、被保護者の各月の収入認定額に収入として登録するための機

能を想定している。

・「局長通知第８－１（４）恩給、年金等の収入　ア」に記載のある

内容を踏まえて、当該給付について１年を単位として受給額が算

定される場合は、その年額を12で除した額（１円未満の端数があ

【2.3版】

令和6年地方分権改革に関する提案募集における提案に伴

い、機能要件を追加

令和11年4月1日

112 0212030 新宿区 機能追加
「日本年金機構から」の部分を「日本年金機構及び共済組合から」とし

て、「共済組合」を対象に加えることはできるか。
共済年金についても同様の取扱いとなるため。 実績なし - 同意見です。 - - - - - - - -

1. 生活保護申

請・決定（変更

等含む）

1.8. 保護変更 変更登録 変更なし 112 112 0212030 0212030 マイナンバーの情報提供ネットワークシステム経由で、日本年金機構から取り込んだ年金情報の情報照会結果データを基に、年金額を12分割し

て収入予約データを作成出来ること。

マイナンバーの情報提供ネットワークシステム経由で、日本年金機構から取り込んだ年金情報の情報照会結果データを基に、年金額を12分割し

て収入予約データを作成出来ること。

○ ○ ○ ・当機能要件は、日本年金機構から情報提供ネットワークシステ

ムを経由して取得した年金額（12分割したもの）を被保護世帯の各

月の収入認定額に反映する運用の実現のための機能である。

・当機能要件は、日本年金機構から取り込んだ年金額を12分割

し、被保護者の各月の収入認定額に収入として登録するための機

能を想定している。

・「局長通知第８－１（４）恩給、年金等の収入　ア」に記載のある

【2.3版】

令和6年地方分権改革に関する提案募集における提案に伴

い、機能要件を追加

令和11年4月1日

112 0212030 北九州市 実装区分変更 オプション機能ではなく、実装必須機能としていただきたい。

情報提供ネットワークシステム経由で取得した年金額を生活保護システ

ムに手入力する必要がなくなり、ケースワーカーの事務効率が大幅に向

上するため、当機能は実装必須とすべきと考える。

オプション機能の場合、すでに標準化した自治体やシステム選定済みの

自治体は、当機能を実装するベンダーを選択することは事実上不可能

であり、事務効率化の可否をベンダーの判断に委ねざるを得なくなること

も考慮していただきたい。

実績あり - - - - - - - - - -

1. 生活保護申

請・決定（変更

等含む）

1.8. 保護変更 変更登録 変更なし 113 113 0212031 0212031 日本年金機構から取り込んだ年金額情報を基に年金額を12分割して作成した収入予約データを閲覧し、手作業で修正できること。 日本年金機構から取り込んだ年金額情報を基に年金額を12分割して作成した収入予約データを閲覧し、手作業で修正できること。 ○ ○ ○ ・当機能要件は、日本年金機構から情報提供ネットワークシステ

ムを経由して取得した年金額（12分割したもの）を被保護世帯の各

月の収入認定額に反映する運用の実現のための機能である。

・当機能要件は、日本年金機構から取り込んだ年金額を12分割

し、被保護者の各月の収入認定額に収入として登録するための機

能の実現にあたって、作成した収入予約データを必要に応じて修

正するための機能として想定している。

・「局長通知第８－１（４）恩給、年金等の収入　ア」に記載のある

内容を踏まえて、当該給付について１年を単位として受給額が算

【2.3版】

令和6年地方分権改革に関する提案募集における提案に伴

い、機能要件を追加

令和11年4月1日

113 0212031 新宿区 機能追加
「日本年金機構から」の部分を「日本年金機構及び共済組合から」とし

て、「共済組合」を対象に加えることはできるか。
共済年金についても同様の取扱いとなるため。 実績なし - 同意見です。 - - - - - - - -

1. 生活保護申

請・決定（変更

等含む）

1.8. 保護変更 変更登録 変更なし 113 113 0212031 0212031 日本年金機構から取り込んだ年金額情報を基に年金額を12分割して作成した収入予約データを閲覧し、手作業で修正できること。 日本年金機構から取り込んだ年金額情報を基に年金額を12分割して作成した収入予約データを閲覧し、手作業で修正できること。 ○ ○ ○ ・当機能要件は、日本年金機構から情報提供ネットワークシステ

ムを経由して取得した年金額（12分割したもの）を被保護世帯の各

月の収入認定額に反映する運用の実現のための機能である。

・当機能要件は、日本年金機構から取り込んだ年金額を12分割

し、被保護者の各月の収入認定額に収入として登録するための機

能の実現にあたって、作成した収入予約データを必要に応じて修

正するための機能として想定している。

・「局長通知第８－１（４）恩給、年金等の収入　ア」に記載のある

【2.3版】

令和6年地方分権改革に関する提案募集における提案に伴

い、機能要件を追加

令和11年4月1日

113 0212031 北九州市 実装区分変更 オプション機能ではなく、実装必須機能としていただきたい。

情報提供ネットワークシステム経由で取得した年金額を生活保護システ

ムに手入力する必要がなくなり、ケースワーカーの事務効率が大幅に向

上するため、当機能は実装必須とすべきと考える。

オプション機能の場合、すでに標準化した自治体やシステム選定済みの

自治体は、当機能を実装するベンダーを選択することは事実上不可能

であり、事務効率化の可否をベンダーの判断に委ねざるを得なくなること

も考慮していただきたい。

実績あり - - - - - - - - - -

1. 生活保護申

請・決定（変更

等含む）

1.8. 保護変更 変更登録 変更なし 115 115 0212032 0212032 マイナンバーの情報提供ネットワークシステム経由で、日本年金機構から取り込んだ年金額情報より作成した収入予約データを被保護者の各月

の認定額に一括で反映し、保護費の決定処理ができること。

マイナンバーの情報提供ネットワークシステム経由で、日本年金機構から取り込んだ年金額情報より作成した収入予約データを被保護者の各月

の認定額に一括で反映し、保護費の決定処理ができること。

○ ○ ○ ・当機能要件は、日本年金機構から情報提供ネットワークシステ

ムを経由して取得した年金額（12分割したもの）を被保護世帯の各

月の収入認定額に反映する運用の実現のための機能である。

【2.3版】

令和6年地方分権改革に関する提案募集における提案に伴

い、機能要件を追加

令和11年4月1日

115 0212032 北九州市 実装区分変更 オプション機能ではなく、実装必須機能としていただきたい。

情報提供ネットワークシステム経由で取得した年金額を生活保護システ

ムに手入力する必要がなくなり、ケースワーカーの事務効率が大幅に向

上するため、当機能は実装必須とすべきと考える。

オプション機能の場合、すでに標準化した自治体やシステム選定済みの

自治体は、当機能を実装するベンダーを選択することは事実上不可能

であり、事務効率化の可否をベンダーの判断に委ねざるを得なくなること

も考慮していただきたい。

実績あり - - - - - - - - - -

1. 生活保護申

請・決定（変更

等含む）

1.8. 保護変更 変更登録 変更なし 116 116 0212033 0212033 マイナンバーの情報提供ネットワークシステム経由で、日本年金機構から取り込んだ年金額情報より作成した収入予約データを被保護者の各月

の認定額に個別に反映し、保護費の決定処理ができること。

マイナンバーの情報提供ネットワークシステム経由で、日本年金機構から取り込んだ年金額情報より作成した収入予約データを被保護者の各月

の認定額に個別に反映し、保護費の決定処理ができること。

○ ○ ○ ・当機能要件は、日本年金機構から情報提供ネットワークシステ

ムを経由して取得した年金額（12分割したもの）を被保護世帯の各

月の収入認定額に反映する運用の実現のための機能である。

【2.3版】

令和6年地方分権改革に関する提案募集における提案に伴

い、機能要件を追加

令和11年4月1日

116 0212033 北九州市 実装区分変更 オプション機能ではなく、実装必須機能としていただきたい。

情報提供ネットワークシステム経由で取得した年金額を生活保護システ

ムに手入力する必要がなくなり、ケースワーカーの事務効率が大幅に向

上するため、当機能は実装必須とすべきと考える。

オプション機能の場合、すでに標準化した自治体やシステム選定済みの

自治体は、当機能を実装するベンダーを選択することは事実上不可能

であり、事務効率化の可否をベンダーの判断に委ねざるを得なくなること

も考慮していただきたい。

実績あり - - - - - - - - - -

2. ケースワーク 2.4. 査察指導 査察指導情報登録 変更なし 1 1 0210273 210273 以下の情報を登録・修正・削除・照会できること。

【管理項目】

・査察指導員名

・援助方針

・地区担当員

・ケース番号

・指示内容

・対応内容

・指示日

・対応日

・対応確認日

・対応期限日

以下の情報を登録・修正・削除・照会できること。

【管理項目】

・査察指導員名

・援助方針

・地区担当員

・ケース番号

・指示内容

・対応内容

・指示日

・対応日

・対応確認日

・対応期限日

◎ ◎ ◎ 令和8年4月1日

1 210273 戸田市 機能追加 査察指導台帳の記載内容を定めてほしい。
査察指導台帳について、記載内容が標準化されれば、全ての実施主体

においてシステムにて効率的に管理することができると考えるため。
実績なし - - - - - - - - - -

3. 医療扶助 3.1. 医療券・調剤券の交

付

要否意見書作成 変更なし 1 1 0210298 0210298 以下の帳票を作成できること。

・医療要否意見書

・精神疾患入院要否意見書

・医療要否意見書等送付書

・医療要否意見書等受領書

以下の帳票を作成できること。

・医療要否意見書

・精神疾患入院要否意見書

・医療要否意見書等送付書

・医療要否意見書等受領書

◎ ◎ ◎ 令和8年4月1日

1 0210298 岩手県 機能追加 送付書に意見書を送付するチェック欄がほしい
送付書に意見書を送付するチェック欄がなくなったので送付物の確認が

しにくくなった
実績なし - - - - - - - - - -

送付書において、送付書に添付する意見書が正しく添付できているかを

確認するためのチェック欄、記載欄が必要という意見でよいか、確認させ

ていただきたいです。

お見込みのとおりです。

3. 医療扶助 3.1. 医療券・調剤券の交

付

要否意見書作成 変更なし 1 1 0210298 0210298 以下の帳票を作成できること。

・医療要否意見書

・精神疾患入院要否意見書

・医療要否意見書等送付書

・医療要否意見書等受領書

以下の帳票を作成できること。

・医療要否意見書

・精神疾患入院要否意見書

・医療要否意見書等送付書

・医療要否意見書等受領書

◎ ◎ ◎ 令和8年4月1日

1 0210298 岩手県 機能追加 送付書、受領書の患者氏名欄を増やしてほしい
送付書、受領書の患者氏名欄が減少したため以前より送付枚数が増え

た
実績なし - - - - - - - - - -

3. 医療扶助 3.1. 医療券・調剤券の交

付

要否意見書作成 変更なし 1 1 0210298 0210298 以下の帳票を作成できること。

・医療要否意見書

・精神疾患入院要否意見書

・医療要否意見書等送付書

・医療要否意見書等受領書

以下の帳票を作成できること。

・医療要否意見書

・精神疾患入院要否意見書

・医療要否意見書等送付書

・医療要否意見書等受領書

◎ ◎ ◎ 令和8年4月1日

1 0210298 岩手県 機能追加
受領書の下部に送付先の医療機関名が印字されるが、氏名欄の枠が縮

小したので、余白の上部のほうに医療機関名を印字してほしい

受領書の下部に送付先の医療機関名が印字されるが、氏名欄の枠が縮

小したので、余白の上部のほうに医療機関名を印字してほしい
実績なし - - - - - - - - - -

・いずれの帳票に対する意見なのか、詳細を把握できないため、どの帳

票に対する意見なのか、確認させていただきたいです。

・帳票の上部に医療機関を移動して、氏名欄の枠の大きさを確保してもら

いたいという意図の意見で認識相違ないか、確認させていただきたいで

す。

相違ないです。

3. 医療扶助 3.1. 医療券・調剤券の交

付

要否意見書作成 変更なし 1 1 0210298 0210298 以下の帳票を作成できること。

・医療要否意見書

・精神疾患入院要否意見書

・医療要否意見書等送付書

・医療要否意見書等受領書

以下の帳票を作成できること。

・医療要否意見書

・精神疾患入院要否意見書

・医療要否意見書等送付書

・医療要否意見書等受領書

◎ ◎ ◎ 令和8年4月1日

1 0210298 岩手県 機能追加 意見書の傷病名又は部位等を記入する欄を大きくしてほしい

意見書の傷病名又は部位等を記入する欄が小さいと医療機関から電話

があったため。欄が小さくなり全体的に文字も小さくなり、送付内容確認

に時間がかかる

実績なし - - - - - - - - - -

3. 医療扶助 3.1. 医療券・調剤券の交

付

要否意見書作成 変更なし 1 1 0210298 0210298 以下の帳票を作成できること。

・医療要否意見書

・精神疾患入院要否意見書

・医療要否意見書等送付書

・医療要否意見書等受領書

以下の帳票を作成できること。

・医療要否意見書

・精神疾患入院要否意見書

・医療要否意見書等送付書

・医療要否意見書等受領書

◎ ◎ ◎ 令和8年4月1日

1 0210298 岩手県 機能追加
精神の意見書がA3サイズになったが、他の書類とサイズは同じにして頂

きたい
書類整理がし辛いため 実績なし - - - - - - - - - -

3. 医療扶助 3.1. 医療券・調剤券の交

付

要否意見書作成 変更なし 7 7 0211842 0211842 福祉事務所分の継続医療券（調剤券・医療要否意見書）情報を本庁課で取りまとめ、印刷できること。また、送付書が出力できること（連名簿につ

いては、宛先の指定医療機関等ごとに、複数の福祉事務所情報を集約して印刷できること。）。

福祉事務所分の継続医療券（調剤券・医療要否意見書）情報を本庁課で取りまとめ、印刷できること。また、送付書が出力できること（連名簿につ

いては、宛先の指定医療機関等ごとに、複数の福祉事務所情報を集約して印刷できること。）。

○ ◎ ○ 【2.1版】

・機能要件を変更

・医療扶助の機能の項目に記載されていることが不適切と判

断したため

令和10年4月1日

7 211842 城陽市 機能修正
医療券を連名簿で発行時に、月ごとに区切られることなく発行できるよう

にすること

何か月か遡って医療券を発行する時があるが、ひと月分で１枚の医療

券に区切られて発行されるため、部数が多くなり発送事務に負担がかか

ります。また、遡りの対象者が１名であった場合にも、ひと月分区切ら

れ、白紙の部分が多くなります。区切りをなくすことによって用紙の使用

を抑えることができると考えます。

「連名簿は、医療券・調剤券及び医療機関ごとに一括発行可能とし、月ごとに区

切らない」を標準仕様に明記
実績なし 根拠規定はありません（事務処理上の効率）-

月ごとに改ページされてしまう場合、連名簿であるメリット（医療券の枚数を減ら

して効率化、コスト削減等する）が減少してしまうように感じます。国や実施要領

で月ごとに改ページするルールやメリットを設けていないのであればこのタイミン

グで検討するのは有効だと考えます。

- - - - - - - -

3. 医療扶助 3.1. 医療券・調剤券の交

付

医療扶助一括処理 変更なし 1 1 0211846 0211846 ・医療扶助に係る一括処理ができること。

・指定した条件で抽出した医療扶助について、一括で廃止処理及び継続処理ができること。

・医療扶助に係る一括処理ができること。

・指定した条件で抽出した医療扶助について、一括で廃止処理及び継続処理ができること。

○ ○ ○ 【2.1版】

・機能要件を追加

・介護扶助においても同様の機能要件があり、医療扶助にお

いても介護扶助と共通した機能を用いて業務を行うことが望

ましいと判断したため

令和10年4月1日

1 211846 長崎県 機能追加
一括で廃止処理、継続処理した後、有効期間切れの一覧表を出力でき

るようにしてほしい。

現行のシステムではデータ抽出より、CSV出力が可能となっているが、

有効期間切れのチェックを行いやすい一覧表をＰＤＦ出力できるように戻

してほしい。

実績なし -
どちらかというとデータの方がチェックにかかる二次利用がしやすいのではない

でしょうか。
- - - - - - - -

3. 医療扶助 3.1. 医療券・調剤券の交

付

給付券作成 変更なし 14 14 0211894 0211894 他法と併用している医療扶助の場合は医療券、調剤券に併用である旨の表示ができること。 他法と併用している医療扶助の場合は医療券、調剤券に併用である旨の表示ができること。 ◎ ◎ ◎ 自立支援医療（精神通院）適用の医療機関の医療券を発行する

際は他法と印字することを想定している。

【2.2版】

・「要件の考え方・理由」を追加

令和8年4月1日

14 211894 熊谷市 機能修正
自立支援医療も同様の扱いにしてほしい。（要件の考え方にも自立支援

の記載があるが採用に至っていない？）

医療機関が単独レセをあげる可能性が高くなるおよびレセプト点検にお

いて医療券単独とレセ併用における不一致（突合エラー）が生じてしまう

ため。

実績なし -

医療券・調剤券データはレセプト点検に活用できるデータであるべきと考えま

す。レセプトデータには「他法」という管理はなく、生活保護の単独か、生活保護

と精神自立支援を含む各種他法との併用かの２種類。すべてが他法で賄われ

る場合医療扶助の支給がないため、医療券・調剤券は不要です。このため、生

活保護法と他法との併用請求であれば、券も併用と管理できる必要があり、また

券の認定においてはレセプト管理システムとの突合作業が可能かどうかという

視点は整合性をとる上で必要だと考えます。このため、当該要件の考え方に関

しては削除のご検討をしていただきたいです。

- - - - - - - -

3. 医療扶助 3.3. 施術券の交付 給付券作成 修正 1 1 0210398 210398 以下の帳票を作成できること。

・施術券及び施術報酬請求明細書（あん摩・マッサージ）

・施術券及び施術報酬請求明細書（柔道整復）

・施術券及び施術報酬請求明細書（はり・きゅう）

・生活保護法給付券送付書

・生活保護法給付券受領書

・生活保護法による医療扶助のはり・きゅうの受療連絡票（様式第18号の2）

以下の帳票を作成できること。

・施術券及び施術報酬請求明細書（あん摩・マッサージ）

・施術券及び施術報酬請求明細書（柔道整復）

・施術券及び施術報酬請求明細書（はり・きゅう）

・生活保護法給付券送付書

・生活保護法給付券受領書

・生活保護法による医療扶助のはり・きゅうの受療連絡票（様式第18号の2）

◎ ◎ ◎ ・施術券だけでなく、医療券や調剤券等の出力時に生活保護法給

付券受領書を出力し、生活保護法給付券受領書で受領確認を行

う運用も想定している

【2.4版】

・要件の考え方・理由を追加

令和8年4月1日

1 210398 株式会社　ＩＪＣ 誤記・整合性 「要件の考え方・理由」の記載内容を削除いただきたい。

「医療券、調剤券の送付書、受領書」については「機能ＩＩＤ：0210313」で

記載されていることと、帳票要件にも「医療券、調剤券の送付書、受領

書」が「給付券の送付書、受領書」とは別に定義されているため。

本記載の内容だと「医療券、調剤券の送付書、受領書」として「給付券の

送付書、受領書」を使用できることとなり、上記の要件と矛盾する状態と

なるため。

実績なし -

IJCがいう「医療券、調剤券の送付書、受領書」として「給付券の送付書、受領

書」を使用できることには、「給付券」のとしていることから、そもそも施術券（給

付券）に限っているため、対応不可ではないか。

- - - - - - - - ◯

3. 医療扶助 3.3. 施術券の交付 給付券作成 変更なし 5 5 0210402 0210402 以下の情報について一覧で確認できること。

・費用集計表（債主別明細）

・給付券発行一覧表

・給付券交付処理簿

・施術券の送付状況

以下の情報について一覧で確認できること。

・費用集計表（債主別明細）

・給付券発行一覧表

・給付券交付処理簿

・施術券の送付状況

◎ ◎ ◎ 令和8年4月1日

5 210402 城陽市 機能修正

医療扶助登録から治療材料を登録するとき、認定内容入力画面にて、治

療材料種類をプルダウンから選択したり、直接入力した差引請求額を、

給付券発行一覧表に反映させること

治療材料種類については、プルダウンから選択したものは反映されず、

直接手入力したものは反映されるようになっており、プルダウンから選択

するだけで反映されれば、事務が効率化されると思われる。

差引請求額については、金額を入力したとしても、給付券発行一覧表に

は反映されず、給付券発行時のチェックに用いることができません。

「プルダウンから選択した治療材料種類を表示することを」標準仕様に明記

「差引請求額を表示すること」を標準仕様に明記
実績なし 根拠規定はありません（事務処理上の効率）- - - - - - - - - -

3. 分析 3.8. 保健指導情報の管

理

保健指導情報の取

込

追加 3 0213051 受け取った保健指導情報から、対象者のデータを抽出できること。 ◎ ◎ ◎ ・当機能要件は、保健指導情報の管理に関する機能要件である。

・参照すべき通知は今後改正の上、通知発出を想定している。

　現時点で参照できる通知は、令和6年3月27日付け社援発 0327

第 25 号における「健康保険法施行規則等の一部を改正する省令

の交付について」となる。

【2.4版】

・PMOツールでの意見に基づき、機能要件を追加

令和12年4月1日

3 0213051 富士通Japan（株） 実装区分変更 実装区分を「○：標準オプション機能」に修正にしていただきたい。
レセプト管理システム側で対応予定のため、生活保護システムでのデー

タ抽出は行わない想定のため。
実績なし -

生活保護業務を効果的・効率的に行う点において、生活保護システム内に活用

できる情報が多いことはメリットとして考える。レセプト管理システムでは、被保護

者の担当ケースワーカーの情報が付加されていない点や、被保護者データを毎

日取り込む仕様ではない（２カ月前の診療月のレセと被保護者、券データを突合

している）ため最新の保護歴でない点など、必要十分とは言えない。レセプト管

理システムにおける健康管理全般において言えることだが、対象者を抽出した

場合、担当者の検索や最新の保護歴との突合を改めてしないといけないのであ

れば運用として足りないとしか言えない。

保健指導情報・健診情報等について、生活保護システムで実装必須とする意見と、レセプ

ト管理システムで対応し、生活保護システム側は標準オプションとする意見が出ていま

す。

個々の機能ごとに実装区分を決めるのではなく、各システムの役割、正とするデータ、連

携項目、名寄せ・エラー時の処理及びIFを整理した上で、実装区分を決める必要があると

考えます。

- - - - - - - ◯

5. 経理 5.1. 定例支給（追加支給

を含む）

支払方法・支払予定

日の修正

変更なし 1 1 0211495 0211495 支払方法（口座・窓口・書留・委任・精算・現物・戻入）を修正できること。 支払方法（口座・窓口・書留・委任・精算・現物・戻入）を修正できること。 ◎ ◎ ◎ 令和8年4月1日

1 211495 熊谷市 機能修正

支払い区分が月ごとの管理になっており、不便。新たに支払い先を登録

しても、登録より前の異動年月日の決定において支払い先として表示さ

れない。

現在よりも過去に需要がある場合が多々あり、その場合新たに支払先を

登録しても選ぶことができずに不便。
実績なし - - - - - - - - - -

5. 経理 5.1. 定例支給（追加支給

を含む）

組戻の登録 修正 3 3 0213047 0210591 以下の情報について一覧で確認できること。

・組戻の対象者

・自治体に組戻し処理された都道府県費及び市区町村費の金額情報（中核市・政令市は市費のみを管理）

・組戻し対象の保護費の支給年月

・組戻し発生理由

・年月分

・決裁日

・発生、締め区分

・支払い区分支給方法

・理由

・変更「可」「不可」

以下の情報について一覧で確認できること。

・組戻の対象者

・自治体に組戻し処理された都道府県費及び市区町村費の金額情報（中核市・政令市は市費のみを管理）

・組戻し対象の保護費の支給年月

・組戻し発生理由

・年月分

・決裁日

・発生、締め区分

・支給方法

・理由

・変更「可」「不可」

◎ ◎ ◎ 【2.4版】

・PMOツールでの意見に基づき、機能要件を修正

令和12年4月1日

3 0213047 富士通Japan（株） その他
どのような機能を実現できれば要件を満たすのか、機能要件について詳

細に記述していただきたい。

「PMOツールでの意見に基づき、機能要件を追加」のみでは記述が端的

過ぎるため要件が不明。

支払い区分には何が入るか、詳細を教えていただきたい。

基本データリストの「支払区分」であればどこで管理するのかを教えてい

ただきたい。

実績なし - - - - - - - - - - ◯

5. 経理 5.6. 戻入 納入通知書の作成 修正 1 1 0213055 0213040 納入済通知書（納付書）を出力出来ること。

【管理項目】

・発行自治体名称

・徴収金・返還金種類

・徴収金・返還金決定年月

・加入者名

・口座番号

・納付額

・収納機関番号

・納付番号

・確認番号

・納付区分

・徴収金・返還金対象年月

・指定納付期限年月日

・世帯番号

・決定通知書番号

・通知書番号

・債権番号

・地区担当員

・OCR

・督促手数料

・延滞金

・合計金額

・氏名

・GS1-128バーコード

・収納代行会社名

納入済通知書（納付書）を出力出来ること。 ◎ ◎ ◎ ・管理項目は、帳票詳細要件「150_帳票詳細要件_納入通知書（納

付書）（カク公）」および「150_帳票詳細要件_納入通知書（納付書）

（マル公）」に定義しているものと同じものとする。

・管理項目は、納付書上に定義するものであり、一部他の機能要

件上で定義されているものを含む。

【2.2版】

・税務システム標準仕様書との整合をとるため、機能要件を

修正

（なお、今後の改版において生活保護独自の納付書レイアウ

ト定義を行う想定のため、機能要件を変更することを想定し

ている。）

【2.3版】

・生活保護独自の納付書レイアウトを定義したため、機能要

件を修正

【2.4版】

・PMOツールでの意見に基づき、機能要件を修正

・管理項目について、従来は帳票詳細要件に定義したシステ

ム印字項目と同じものであるとして、要件の考え方・理由に

記載していたが、改めて管理項目として明記するため、機能

要件を修正

令和11年4月1日

1 213055 大阪市 機能追加
自治体内での会計科目、会計主管、会計年度等の管理項目の追加をお

願いしたい。

会計システムにて、納入通知書の納付情報等より自動会計を行う必要

があるため。

【管理項目】に次の項目追加

・会計科目

・会計主管（課ごとに管理番号を6桁付番）

・会計年度

実績なし - -

システムで管理する項目、納付書に印字する項目及び収納処理に使用する項目を分け

て整理する必要があると考えます。

収納方法は自治体によって異なり、金融機関窓口のほか、コンビニ収納、スマートフォン

決済、eLQR等があります。また、eLQRのみではコンビニ納付はできないため、両方に対

応する場合は、コンビニ収納用バーコードも必要になります。

そのため、会計科目、会計年度等の管理項目や、納付番号、収納機関番号、コンビニ収

納用バーコード、eL番号、eLQR等の収納関係項目について、一律に必須又は不要とする

のではなく、基本的に管理すべき項目と、採用する収納方法に応じて必要となる項目に分

けて整理するのがよいと考えます。

税務の収納管理では、機能要件、帳票要件、印字項目・諸元表及び帳票レイアウトが分け

て整理されているため、生活保護についても同様の整理が分かりやすいと思います。

- - - - - - - ◯

5. 経理 5.6. 戻入 納入通知書の作成 修正 1 1 0213055 0213040 納入済通知書（納付書）を出力出来ること。

【管理項目】

・発行自治体名称

・徴収金・返還金種類

・徴収金・返還金決定年月

・加入者名

・口座番号

・納付額

・収納機関番号

・納付番号

・確認番号

・納付区分

・徴収金・返還金対象年月

・指定納付期限年月日

・世帯番号

・決定通知書番号

・通知書番号

・債権番号

・地区担当員

・OCR

・督促手数料

・延滞金

・合計金額

・氏名

・GS1-128バーコード

・収納代行会社名

納入済通知書（納付書）を出力出来ること。 ◎ ◎ ◎ ・管理項目は、帳票詳細要件「150_帳票詳細要件_納入通知書（納

付書）（カク公）」および「150_帳票詳細要件_納入通知書（納付書）

（マル公）」に定義しているものと同じものとする。

・管理項目は、納付書上に定義するものであり、一部他の機能要

件上で定義されているものを含む。

【2.2版】

・税務システム標準仕様書との整合をとるため、機能要件を

修正

（なお、今後の改版において生活保護独自の納付書レイアウ

ト定義を行う想定のため、機能要件を変更することを想定し

ている。）

【2.3版】

・生活保護独自の納付書レイアウトを定義したため、機能要

件を修正

【2.4版】

・PMOツールでの意見に基づき、機能要件を修正

・管理項目について、従来は帳票詳細要件に定義したシステ

ム印字項目と同じものであるとして、要件の考え方・理由に

記載していたが、改めて管理項目として明記するため、機能

要件を修正

令和11年4月1日

1 0213055 富士通Japan（株） 機能修正 管理項目の記載を削除いただきたい。

帳票詳細要件に記載があるのであれば、こちらへの記載は不要である。

またこちらへ記載するのであれば、他の帳票へも同様の記載が必要で

ある。

実績なし - -

システムで管理する項目、納付書に印字する項目及び収納処理に使用する項目を分け

て整理する必要があると考えます。

収納方法は自治体によって異なり、金融機関窓口のほか、コンビニ収納、スマートフォン

決済、eLQR等があります。また、eLQRのみではコンビニ納付はできないため、両方に対

応する場合は、コンビニ収納用バーコードも必要になります。

そのため、会計科目、会計年度等の管理項目や、納付番号、収納機関番号、コンビニ収

納用バーコード、eL番号、eLQR等の収納関係項目について、一律に必須又は不要とする

のではなく、基本的に管理すべき項目と、採用する収納方法に応じて必要となる項目に分

けて整理するのがよいと考えます。

税務の収納管理では、機能要件、帳票要件、印字項目・諸元表及び帳票レイアウトが分け

て整理されているため、生活保護についても同様の整理が分かりやすいと思います。

- - - - - - - ◯

5. 経理 5.6. 戻入 納入通知書の作成 追加 2 0213058 納入済通知書（納付書）を出力出来ること。

【管理項目】

・取りまとめ金融機関郵便番号

・取りまとめ金融機関名称

・備考1～備考9

・編集1～編集9

・eL番号

・宛先郵便番号

・宛先住所

・方書

・敬称

・郵便カスタマーバーコード

・発行年月日

・電子公印

・郵便還付先郵便番号

・郵便還付先住所

・郵便還付先自治体名称

・自治体郵便番号

・自治体住所

・自治体電話番号

・二次元コード

・予算科目

◎ ◎ ◎ ・管理項目は、納付書上に定義するものであり、一部他の機能要

件上で定義されているものを含む。

・以下の管理項目は、帳票レイアウトおよび詳細要件上において

標準オプションのシステム印字項目となっているが、生活保護シ

ステム上においては管理を必須とするものとして想定している。

　・eL番号

　・郵便還付先住所

　・郵便還付先自治体名称

　・二次元コード

【2.4版】

・機能ID:0213055で定められた管理項目を分割した機能要

件を追加

令和11年4月1日

2 213058 株式会社　ＩＪＣ 誤記・整合性

「要件の考え方・理由」の２つめの中点を削除していただき、帳票レイア

ウト、帳票要件において、記載の４つの項目について必須項目として定義

していただきたい。

機能要件と帳票要件に矛盾が発生するため。 実績なし - -

システムで管理する項目、納付書に印字する項目及び収納処理に使用する項目を分け

て整理する必要があると考えます。

収納方法は自治体によって異なり、金融機関窓口のほか、コンビニ収納、スマートフォン

決済、eLQR等があります。また、eLQRのみではコンビニ納付はできないため、両方に対

応する場合は、コンビニ収納用バーコードも必要になります。

そのため、会計科目、会計年度等の管理項目や、納付番号、収納機関番号、コンビニ収

納用バーコード、eL番号、eLQR等の収納関係項目について、一律に必須又は不要とする

のではなく、基本的に管理すべき項目と、採用する収納方法に応じて必要となる項目に分

けて整理するのがよいと考えます。

税務の収納管理では、機能要件、帳票要件、印字項目・諸元表及び帳票レイアウトが分け

て整理されているため、生活保護についても同様の整理が分かりやすいと思います。

- - - - - - - ◯

5. 経理 5.6. 戻入 納入通知書の作成 追加 2 0213058 納入済通知書（納付書）を出力出来ること。

【管理項目】

・取りまとめ金融機関郵便番号

・取りまとめ金融機関名称

・備考1～備考9

・編集1～編集9

・eL番号

・宛先郵便番号

・宛先住所

・方書

・敬称

・郵便カスタマーバーコード

・発行年月日

・電子公印

・郵便還付先郵便番号

・郵便還付先住所

・郵便還付先自治体名称

・自治体郵便番号

・自治体住所

・自治体電話番号

・二次元コード

・予算科目

◎ ◎ ◎ ・管理項目は、納付書上に定義するものであり、一部他の機能要

件上で定義されているものを含む。

・以下の管理項目は、帳票レイアウトおよび詳細要件上において

標準オプションのシステム印字項目となっているが、生活保護シ

ステム上においては管理を必須とするものとして想定している。

　・eL番号

　・郵便還付先住所

　・郵便還付先自治体名称

　・二次元コード

【2.4版】

・機能ID:0213055で定められた管理項目を分割した機能要

件を追加

令和11年4月1日

2 0213058 富士通Japan（株） その他 印字しないものを管理する必要はないので削除していただきたい。 印字をしないのであれば管理も不要になるため。 実績なし -

読み込めてなくて申し訳ありませんが、どの項目を指している意見かによると思

います。生活保護業務上二次利用できるデータなのであれば印字しなくても管

理するメリットがあるものもあると考えます。メリットのないものなら確かに不要か

もしれません。

システムで管理する項目、納付書に印字する項目及び収納処理に使用する項目を分け

て整理する必要があると考えます。

収納方法は自治体によって異なり、金融機関窓口のほか、コンビニ収納、スマートフォン

決済、eLQR等があります。また、eLQRのみではコンビニ納付はできないため、両方に対

応する場合は、コンビニ収納用バーコードも必要になります。

そのため、会計科目、会計年度等の管理項目や、納付番号、収納機関番号、コンビニ収

納用バーコード、eL番号、eLQR等の収納関係項目について、一律に必須又は不要とする

のではなく、基本的に管理すべき項目と、採用する収納方法に応じて必要となる項目に分

けて整理するのがよいと考えます。

税務の収納管理では、機能要件、帳票要件、印字項目・諸元表及び帳票レイアウトが分け

て整理されているため、生活保護についても同様の整理が分かりやすいと思います。

- - - - - - - ◯

6. 返還金・債権

管理

6.1. 返還金・債権登録 債権登録 修正 1 1 0211522 211522 支弁額について、決定済み扶助費における支弁額の対象期間を選択することで、自動で計算が行えること。 支弁額について、決定済み扶助費における支弁額の対象期間を選択することで、自動で計算が行えること。 ○ ◎ ○ ・支弁額の内訳は扶助科目ごとに算出できることを想定している 【2.4版】

・要件の考え方・理由を追加

令和8年4月1日

1 211522 株式会社　ＩＪＣ 機能修正
「要件の考え方・理由」の内容を「新機能要件」に追記いただき、適合基

準日を変更いただきたい。

適合基準日が過去の要件に変更があり、システム改修が必要となった

場合、要件を満たさないと判断される可能性があるため。

適合基準日が過去の要件を変更する場合は、適合基準日を未来の日付

に変更いただきたい。

実績なし - -

今回の改版に限らず、今後の改版にも共通する問題として整理した方がよいと考えます。

「要件の考え方・理由」の変更であっても、実際に改修が必要であれば、適合基準日も併

せて設定する必要があります。

また、誤記修正や説明の明確化とは分けて、全体バージョン管理や経過措置との関係を

踏まえ、既に標準準拠システムを導入している自治体が、改定内容にいつまでに対応する

のかを明確にする必要があると考えます。

- - - - - - - ◯



大項目 中項目 機能名称

改定種別
（直前の版
から改定し
た項目の種

別）

新機能名称
枝番

旧機能名称
枝番

新機能ID 旧機能ID 新機能要件 旧機能要件 ①　都道府県

② 団体内で複数
の福祉事務所を
設置（例：政令指
定都市、一部の

中核市等）

③ 団体内で一つ
の福祉事務所を
設置（例：②以外

の市区町村）

要件の考え方・理由 備考（改版説明） 適合基準日
①機能名称枝番

記入必須
②機能ID
記入必須

③質問自治体名
記入必須

④意見のカテゴリ
記入必須

⑤ご意見等内容
記入必須

⑥ご意見等の理由・経緯
記入必須

⑦解釈案・代替案
（修正後の要件文案）

⑧過去意見照会にお
ける意見実績

記入必須

⑨意見根拠
（法令・通知等）

横浜市意見 東大阪市意見 新宿区意見 横須賀市意見 中野区意見 豊後大野市意見 武蔵野市意見 柏市意見 仙台市意見 群馬県意見
2.4版の改版内容に関する意見
該否(◯が2.4版の改版内容に

関する意見）

自治体への追加質問事項 追加確認事項に対する回答

6. 返還金・債権

管理

6.1. 返還金・債権登録 債権登録 修正 1 1 0211522 0211522 支弁額について、決定済み扶助費における支弁額の対象期間を選択することで、自動で計算が行えること。 支弁額について、決定済み扶助費における支弁額の対象期間を選択することで、自動で計算が行えること。 ○ ◎ ○ ・支弁額の内訳は扶助科目ごとに算出できることを想定している 【2.4版】

・要件の考え方・理由を追加

令和8年4月1日

1 0211522 仙台市 機能追加
扶助額のうち一部を自動計算、一部を手動計算（手入力）可能とするこ

と。

医療扶助・介護扶助で現物給付した分の扶助費についてシステム外で

計算する場合があるため。
実績なし - 自動計算したものについて、修正できる機能は全般的に必要だと考えます。

今回の改版に限らず、今後の改版にも共通する問題として整理した方がよいと考えます。

「要件の考え方・理由」の変更であっても、実際に改修が必要であれば、適合基準日も併

せて設定する必要があります。

また、誤記修正や説明の明確化とは分けて、全体バージョン管理や経過措置との関係を

踏まえ、既に標準準拠システムを導入している自治体が、改定内容にいつまでに対応する

のかを明確にする必要があると考えます。

- - - - - - - ◯
「扶助額のうち一部を自動計算、一部を手動計算（手入力）可能とするこ

と。」とはどういった修正内容を求めているのか確認したい

自動計算結果で確定（編集ロック）するのではなく、自動計算結果を編集

可能とすること。すなわち、システム外で管理する医療扶助や介護扶助

などについて、自動計算結果では0となっても、直接手で修正出来ること

を意図したもの。

6. 返還金・債権

管理

6.1. 返還金・債権登録 債権登録 修正 6 6 0213052 0211527 生活保護法63条に基づく債権の情報を登録・修正・削除・照会できること。

【管理項目】

・適用期間

・当初納入期限

・最低生活費認定額

・最低生活費超過認定額

・扶助額

・返還対象収入額

・必要経費

・必要経費　項目名称

・債権番号

・外国籍申請区分

・返還対象期間

・返還停止日

・返還再開日

・返還金督促状・返還金催告書発行有無

・発生年度

・欠損理由

・返還金送付先区分（現住所、生保側通知先、入力住所、相続人、法定代理人、代理人）

・納付方法（納付書・代理納入・口座振替・窓口）

・時効予定日

・資力発生年月日

・時効更新日

・時効更新事由（納付、債務承認　等）

生活保護法63条に基づく債権の情報を登録・修正・削除・照会できること。

【管理項目】

・適用期間

・当初納入期限

・最低生活費認定額

・最低生活費超過認定額

・扶助額

・返還対象収入額

・必要経費

・必要経費　項目名称

・債権番号

・外国籍申請区分

・返還対象期間

・返還停止日

・返還再開日

・返還金督促状・返還金催告書発行有無

・発生年度

・欠損理由

・返還金送付先区分（現住所、生保側通知先、入力住所、相続人、法定代理人、代理人）

・納付方法（納付書・代理納入・口座振替・窓口）

・時効予定日

・資力発生日

・時効更新日

・時効更新事由（納付、債務承認　等）

○ ◎ ○ ・2.0版において、検討会での議論の結果として監査資料作成に関

する機能として、令和5年度生活保護法施行事務監査資料におけ

る実施機関関係の「16.返還金、徴収金の状況（2）」の情報につい

て、機能要件を追加。

【2.4版】

・機能要件を修正

令和9年4月1日

6 0213052 仙台市 機能追加

分割納付を認める場合がある。その場合、

①分割前の元債権の消込機能

②分割後の納期限で各債権を別個に調定する機能

③別個に調定した債権をの附番を枝番号にする機能

が必要となる。

左に同じ 実績なし -
分割した債権も想定されている機能と考えていたが、違うのであれば意見のよう

な対応が必要と考える。

この意見は、個々に採否を決めるのではなく、債権発生から納付・充当・消込・完納までの

流れとして整理する必要があると考えます。

特に、元債権と納付計画の関係、分割後の債権を別に調定するかどうか、債権番号・枝番

号・納付書番号の持ち方を明確にする必要があります。

また、法第77条の2又は第78条の徴収金について、法第78条の2による充当と納付書によ

る納付が重複しないよう、納付書の発行停止や消込の扱いも併せて整理が必要です。

実装形態としては、収納・消込まで生活保護システム内で行う場合と、統合収納管理等で

行う場合の双方が考えられます。特定のシステム構成を前提とせず、実装形態にかかわ

らず同等の処理ができる要件とするのがよいと考えます。

- - - - - - - ◯

分割納付を認める場合に、現在の標準仕様書の記載内容で出来ないと

判断した理由をお伺いさせていただきたいです。導入しているシステムベ

ンダーが出来ないと自治体に申し出ているのか、追加で機能要件が必

要と考えている理由を具体的にご教示いただけますと幸いです。（他の

自治体からは分割納付が出来ない等のご意見は頂いていないため、ご

確認させていただきたいです。）

「現在の標準仕様書の記載内容で出来ないと判断した」のではなく、実務

上必要な機能であることから、遺漏ないよう機能要件に明記するほうが

望ましいとの意図である。

6. 返還金・債権

管理

6.1. 返還金・債権登録 債権登録 変更なし 7 7 0211528 0211528 生活保護法63条に基づく債権の情報を登録・修正・削除・照会できること。

【管理項目】

・ケース番号

・返還停止解除日

・費用返還控除理由

・地区担当員名

・生活保護停止・廃止日

・未納額

・（自立更生のための用途に供される）免除額

・（自立更生のための用途に供される）免除額　項目名称

・督促日

・返還免除理由

生活保護法63条に基づく債権の情報を登録・修正・削除・照会できること。

【管理項目】

・ケース番号

・返還停止解除日

・費用返還控除理由

・地区担当員名

・生活保護停止・廃止日

・未納額

・（自立更生のための用途に供される）免除額

・（自立更生のための用途に供される）免除額　項目名称

・督促日

・返還免除理由

○ ◎ ○ ・2.0版において、検討会での議論の結果として監査資料作成に関

する機能として、令和5年度生活保護法施行事務監査資料におけ

る実施機関関係の「16.返還金、徴収金の状況（2）」の情報につい

て、機能要件を追加。

令和9年4月1日

7 0211528 仙台市 機能追加

事実上の分納を認める場合がある。その場合、

①事実上の分納額ごとの納期限で納付書を発行する機能

が必要となる。

左に同じ 実績なし -
分割した債権も想定されている機能と考えていたが、違うのであれば意見のよう

な対応が必要と考える。

この意見は、個々に採否を決めるのではなく、債権発生から納付・充当・消込・完納までの

流れとして整理する必要があると考えます。

特に、元債権と納付計画の関係、分割後の債権を別に調定するかどうか、債権番号・枝番

号・納付書番号の持ち方を明確にする必要があります。

また、法第77条の2又は第78条の徴収金について、法第78条の2による充当と納付書によ

る納付が重複しないよう、納付書の発行停止や消込の扱いも併せて整理が必要です。

実装形態としては、収納・消込まで生活保護システム内で行う場合と、統合収納管理等で

行う場合の双方が考えられます。特定のシステム構成を前提とせず、実装形態にかかわ

らず同等の処理ができる要件とするのがよいと考えます。

- - - - - - -

分割納付を認める場合に、現在の標準仕様書の記載内容で出来ないと

判断した理由をお伺いさせていただきたいです。導入しているシステムベ

ンダーが出来ないと自治体に申し出ているのか、追加で機能要件が必

要と考えている理由を具体的にご教示いただけますと幸いです。（他の

自治体からは分割納付が出来ない等のご意見は頂いていないため、ご

確認させていただきたいです。）

「現在の標準仕様書の記載内容で出来ないと判断した」のではなく、実務

上必要な機能であることから、遺漏ないよう機能要件に明記するほうが

望ましいとの意図である。

6. 返還金・債権

管理

6.1. 返還金・債権登録 債権登録 変更なし 8 8 0211529 0211529 生活保護法63条に基づく債権の情報を登録・修正・削除・照会できること。

【管理項目】

・返還金理由コード（各種年金の遡及受給額、保険の解約返戻金、資産売却、交通事故の補償金、介護保険償還金、雇用保険給付金、入院給付

金、高額療養費償還金、扶助費算定誤り）

・返還金の内容

・返還決定通知書通知年月日

・ケース診断会議実施年月日

生活保護法63条に基づく債権の情報を登録・修正・削除・照会できること。

【管理項目】

・返還金理由コード（各種年金の遡及受給額、保険の解約返戻金、資産売却、交通事故の補償金、介護保険償還金、雇用保険給付金、入院給付

金、高額療養費償還金、扶助費算定誤り）

・返還金の内容

・返還決定通知書通知年月日

・ケース診断会議実施年月日

◎ ◎ ◎ ・2.0版において、検討会での議論の結果として監査資料作成に関

する機能として、令和5年度生活保護法施行事務監査資料におけ

る実施機関関係の「16.返還金、徴収金の状況（2）」の情報につい

て、機能要件を追加。

令和9年4月1日

8 0211529 仙台市 機能追加

事実上の分納を認める場合がある。その場合、

①事実上の分納額ごとの納期限で納付書を発行する機能

②法第78条の2に基づく充当をしている月分について納付書の発行停止

を選択できる機能が必要となる。

左に同じ 実績なし -
分割した債権も想定されている機能と考えていたが、違うのであれば意見のよう

な対応が必要と考える。

この意見は、個々に採否を決めるのではなく、債権発生から納付・充当・消込・完納までの

流れとして整理する必要があると考えます。

特に、元債権と納付計画の関係、分割後の債権を別に調定するかどうか、債権番号・枝番

号・納付書番号の持ち方を明確にする必要があります。

また、法第77条の2又は第78条の徴収金について、法第78条の2による充当と納付書によ

る納付が重複しないよう、納付書の発行停止や消込の扱いも併せて整理が必要です。

実装形態としては、収納・消込まで生活保護システム内で行う場合と、統合収納管理等で

行う場合の双方が考えられます。特定のシステム構成を前提とせず、実装形態にかかわ

らず同等の処理ができる要件とするのがよいと考えます。

- - - - - - -

分割納付を認める場合に、現在の標準仕様書の記載内容で出来ないと

判断した理由をお伺いさせていただきたいです。導入しているシステムベ

ンダーが出来ないと自治体に申し出ているのか、追加で機能要件が必

要と考えている理由を具体的にご教示いただけますと幸いです。（他の

自治体からは分割納付が出来ない等のご意見は頂いていないため、ご

確認させていただきたいです。）

「現在の標準仕様書の記載内容で出来ないと判断した」のではなく、実務

上必要な機能であることから、遺漏ないよう機能要件に明記するほうが

望ましいとの意図である。

6. 返還金・債権

管理

6.1. 返還金・債権登録 債権登録 変更なし 9 9 0211530 0211530 また、返還金理由コードについて、上記以外のものがあれば、適宜コードが追加できること。 また、返還金理由コードについて、上記以外のものがあれば、適宜コードが追加できること。 ○ ○ ○ 令和9年4月1日

9 0211530 仙台市 機能追加

事実上の分納を認める場合がある。その場合、

①事実上の分納額ごとの納期限で納付書を発行する機能

②法第78条の2に基づく充当をしている月分について納付書の発行停止

を選択できる機能が必要となる。

左に同じ 実績なし -
分割した債権も想定されている機能と考えていたが、違うのであれば意見のよう

な対応が必要と考える。

この意見は、個々に採否を決めるのではなく、債権発生から納付・充当・消込・完納までの

流れとして整理する必要があると考えます。

特に、元債権と納付計画の関係、分割後の債権を別に調定するかどうか、債権番号・枝番

号・納付書番号の持ち方を明確にする必要があります。

また、法第77条の2又は第78条の徴収金について、法第78条の2による充当と納付書によ

る納付が重複しないよう、納付書の発行停止や消込の扱いも併せて整理が必要です。

実装形態としては、収納・消込まで生活保護システム内で行う場合と、統合収納管理等で

行う場合の双方が考えられます。特定のシステム構成を前提とせず、実装形態にかかわ

らず同等の処理ができる要件とするのがよいと考えます。

- - - - - - -

分割納付を認める場合に、現在の標準仕様書の記載内容で出来ないと

判断した理由をお伺いさせていただきたいです。導入しているシステムベ

ンダーが出来ないと自治体に申し出ているのか、追加で機能要件が必

要と考えている理由を具体的にご教示いただけますと幸いです。（他の

自治体からは分割納付が出来ない等のご意見は頂いていないため、ご

確認させていただきたいです。）

「現在の標準仕様書の記載内容で出来ないと判断した」のではなく、実務

上必要な機能であることから、遺漏ないよう機能要件に明記するほうが

望ましいとの意図である。

6. 返還金・債権

管理

6.1. 返還金・債権登録 債権登録 変更なし 10 10 0211799 0211799 生活保護法77条に基づく債権の情報を登録・修正・削除・照会できること。

【管理項目】

・費用徴収対象額（支弁額）

・費用徴収控除額

・費用徴収決定額

・契機

・備考

・起案区分

・起案趣旨

・起案日

・添付資料名称

・分納申請有無

・分納理由

・納付済額

・欠損済額

・最終納付日

・最終欠損日

・決定理由

・決定日

生活保護法77条に基づく債権の情報を登録・修正・削除・照会できること。

【管理項目】

・費用徴収対象額（支弁額）

・費用徴収控除額

・費用徴収決定額

・契機

・備考

・起案区分

・起案趣旨

・起案日

・添付資料名称

・分納申請有無

・分納理由

・納付済額

・欠損済額

・最終納付日

・最終欠損日

・決定理由

・決定日

○ ◎ ○ 令和8年4月1日

10 0211799 仙台市 機能追加

法第63条について分割納付を認める場合がある。その場合、

①分割前の元債権の消込機能

②分割後の納期限で各債権を別個に調定する機能

③別個に調定した債権をの附番を枝番号にする機能

④枝番号ごとに納付書を発行する機能

が必要となる。

事実上の分納を認める場合がある。その場合、

①事実上の分納額ごとの納期限で納付書を発行する機能

②法第78条の2に基づく充当をしている月分について納付書の発行停止

を選択できる機能

③発行した納付書を枝番号管理する機能

が必要となる。

左に同じ 実績なし -
分割した債権も想定されている機能と考えていたが、違うのであれば意見のよう

な対応が必要と考える。

この意見は、個々に採否を決めるのではなく、債権発生から納付・充当・消込・完納までの

流れとして整理する必要があると考えます。

特に、元債権と納付計画の関係、分割後の債権を別に調定するかどうか、債権番号・枝番

号・納付書番号の持ち方を明確にする必要があります。

また、法第77条の2又は第78条の徴収金について、法第78条の2による充当と納付書によ

る納付が重複しないよう、納付書の発行停止や消込の扱いも併せて整理が必要です。

実装形態としては、収納・消込まで生活保護システム内で行う場合と、統合収納管理等で

行う場合の双方が考えられます。特定のシステム構成を前提とせず、実装形態にかかわ

らず同等の処理ができる要件とするのがよいと考えます。

- - - - - - -

分割納付を認める場合に、現在の標準仕様書の記載内容で出来ないと

判断した理由をお伺いさせていただきたいです。導入しているシステムベ

ンダーが出来ないと自治体に申し出ているのか、追加で機能要件が必

要と考えている理由を具体的にご教示いただけますと幸いです。（他の

自治体からは分割納付が出来ない等のご意見は頂いていないため、ご

確認させていただきたいです。）

「現在の標準仕様書の記載内容で出来ないと判断した」のではなく、実務

上必要な機能であることから、遺漏ないよう機能要件に明記するほうが

望ましいとの意図である。

6. 返還金・債権

管理

6.1. 返還金・債権登録 債権登録 修正 11 11 0213053 0212025 生活保護法77条に基づく債権の情報を登録・修正・削除・照会できること。

【管理項目】

・適応期間

・当初納入期限

・最低生活費超過認定額

・収入額

・必要経費

・債権番号

・外国籍申請区分

・不正受給期間

・資力発生年月日

・徴収停止日

・徴収再開日

・徴収金督促状・徴収金催告書発行有無

・発生年度

生活保護法77条に基づく債権の情報を登録・修正・削除・照会できること。

【管理項目】

・適応期間

・当初納入期限

・最低生活費超過認定額

・収入額

・必要経費

・債権番号

・外国籍申請区分

・不正受給期間

・資力発生日

・徴収停止日

・徴収再開日

・徴収金督促状・徴収金催告書発行有無

・発生年度

○ ◎ ○ 【2.3版】

・帳票要件と機能要件の整合性確保のために、管理項目を

追加。

【2.4版】

・機能要件を修正

令和11年4月1日

11 0213053 仙台市 機能追加

事実上の分納を認める場合がある。その場合、

①分納後の納期限で納付書を発行する機能

が必要となる。

左に同じ 実績なし -
分割した債権も想定されている機能と考えていたが、違うのであれば意見のよう

な対応が必要と考える。

この意見は、個々に採否を決めるのではなく、債権発生から納付・充当・消込・完納までの

流れとして整理する必要があると考えます。

特に、元債権と納付計画の関係、分割後の債権を別に調定するかどうか、債権番号・枝番

号・納付書番号の持ち方を明確にする必要があります。

また、法第77条の2又は第78条の徴収金について、法第78条の2による充当と納付書によ

る納付が重複しないよう、納付書の発行停止や消込の扱いも併せて整理が必要です。

実装形態としては、収納・消込まで生活保護システム内で行う場合と、統合収納管理等で

行う場合の双方が考えられます。特定のシステム構成を前提とせず、実装形態にかかわ

らず同等の処理ができる要件とするのがよいと考えます。

- - - - - - - ◯

分割納付を認める場合に、現在の標準仕様書の記載内容で出来ないと

判断した理由をお伺いさせていただきたいです。導入しているシステムベ

ンダーが出来ないと自治体に申し出ているのか、追加で機能要件が必

要と考えている理由を具体的にご教示いただけますと幸いです。（他の

自治体からは分割納付が出来ない等のご意見は頂いていないため、ご

確認させていただきたいです。）

「現在の標準仕様書の記載内容で出来ないと判断した」のではなく、実務

上必要な機能であることから、遺漏ないよう機能要件に明記するほうが

望ましいとの意図である。

6. 返還金・債権

管理

6.1. 返還金・債権登録 債権登録 修正 13 13 0213045 211760 生活保護法77条-2に基づく債権の情報を登録・修正・削除・照会できること。

【管理項目】

・費用徴収対象額（支弁額）

・費用徴収控除額

・費用徴収加算額

・費用徴収決定額

・契機

・備考

・起案区分

・起案趣旨

・起案日

・添付資料名称

・分納申請有無

・分納理由

・納付済額

・欠損済額

・最終納付日

・最終欠損日

生活保護法77条-2に基づく債権の情報を登録・修正・削除・照会できること。

【管理項目】

・費用徴収対象額（支弁額）

・費用徴収控除額

・費用徴収加算額

・費用徴収決定額

・契機

・備考

・起案区分

・起案趣旨

・起案日

・添付資料名称

・分納申請有無

・分納理由

・納付済額

・欠損済額

・最終納付日

・最終欠損日

○ ◎ ○ 【2.4版】

・PMOツールでの意見に基づき、機能要件を修正

令和12年4月1日

13 0213045 仙台市 機能追加

事実上の分納を認める場合がある。その場合、

①分納後の納期限で納付書を発行する機能

②法第78条の2に基づく充当を認める場合、納付書の発行停止を選択で

きる機能

③分納後の納期限ごとに枝番号管理できる機能

が必要となる。

左に同じ 実績なし -
分割した債権も想定されている機能と考えていたが、違うのであれば意見のよう

な対応が必要と考える。

この意見は、個々に採否を決めるのではなく、債権発生から納付・充当・消込・完納までの

流れとして整理する必要があると考えます。

特に、元債権と納付計画の関係、分割後の債権を別に調定するかどうか、債権番号・枝番

号・納付書番号の持ち方を明確にする必要があります。

また、法第77条の2又は第78条の徴収金について、法第78条の2による充当と納付書によ

る納付が重複しないよう、納付書の発行停止や消込の扱いも併せて整理が必要です。

実装形態としては、収納・消込まで生活保護システム内で行う場合と、統合収納管理等で

行う場合の双方が考えられます。特定のシステム構成を前提とせず、実装形態にかかわ

らず同等の処理ができる要件とするのがよいと考えます。

- - - - - - - ◯

分割納付を認める場合に、現在の標準仕様書の記載内容で出来ないと

判断した理由をお伺いさせていただきたいです。導入しているシステムベ

ンダーが出来ないと自治体に申し出ているのか、追加で機能要件が必

要と考えている理由を具体的にご教示いただけますと幸いです。（他の

自治体からは分割納付が出来ない等のご意見は頂いていないため、ご

確認させていただきたいです。）

「現在の標準仕様書の記載内容で出来ないと判断した」のではなく、実務

上必要な機能であることから、遺漏ないよう機能要件に明記するほうが

望ましいとの意図である。

6. 返還金・債権

管理

6.1. 返還金・債権登録 債権登録 修正 14 14 0213054 212026 生活保護法77条-2に基づく債権の情報を登録・修正・削除・照会できること。

【管理項目】

・決定理由

・決定日

・適応期間

・当初納入期限

・最低生活費超過認定額

・収入額

・必要経費

・債権番号

・移行元債権番号（63条から77条の２への変換時）

・移行額（63条から77条の２への変換時）

・移行日（63条から77条の２への変換時）

・外国籍申請区分

・不正受給期間

・資力発生年月日

・徴収停止日

・徴収再開日

・返還金督促状・返還金催告書発行有無

・費用区分（市区町村費・都道府県費）

生活保護法77条-2に基づく債権の情報を登録・修正・削除・照会できること。

【管理項目】

・決定理由

・決定日

・適応期間

・当初納入期限

・最低生活費超過認定額

・収入額

・必要経費

・債権番号

・移行元債権番号（63条から77条の２への変換時）

・移行額（63条から77条の２への変換時）

・移行日（63条から77条の２への変換時）

・外国籍申請区分

・不正受給期間

・資力発生日

・徴収停止日

・徴収再開日

・返還金督促状・返還金催告書発行有無

・費用区分（市区町村費・都道府県費）

○ ◎ ○ 【2.3版】

・帳票要件と機能要件の整合性確保のために、管理項目を

追加。

【2.4版】

・機能要件を修正

令和11年4月1日

14 0213054 仙台市 機能追加

事実上の分納を認める場合がある。その場合、

①分納後の納期限で納付書を発行する機能

②法第78条の2に基づく充当を認める場合、納付書の発行停止を選択で

きる機能

③分納後の納期限ごとに枝番号管理できる機能

が必要となる。

左に同じ 実績なし -
分割した債権も想定されている機能と考えていたが、違うのであれば意見のよう

な対応が必要と考える。

この意見は、個々に採否を決めるのではなく、債権発生から納付・充当・消込・完納までの

流れとして整理する必要があると考えます。

特に、元債権と納付計画の関係、分割後の債権を別に調定するかどうか、債権番号・枝番

号・納付書番号の持ち方を明確にする必要があります。

また、法第77条の2又は第78条の徴収金について、法第78条の2による充当と納付書によ

る納付が重複しないよう、納付書の発行停止や消込の扱いも併せて整理が必要です。

実装形態としては、収納・消込まで生活保護システム内で行う場合と、統合収納管理等で

行う場合の双方が考えられます。特定のシステム構成を前提とせず、実装形態にかかわ

らず同等の処理ができる要件とするのがよいと考えます。

- - - - - - - ◯

分割納付を認める場合に、現在の標準仕様書の記載内容で出来ないと

判断した理由をお伺いさせていただきたいです。導入しているシステムベ

ンダーが出来ないと自治体に申し出ているのか、追加で機能要件が必

要と考えている理由を具体的にご教示いただけますと幸いです。（他の

自治体からは分割納付が出来ない等のご意見は頂いていないため、ご

確認させていただきたいです。）

「現在の標準仕様書の記載内容で出来ないと判断した」のではなく、実務

上必要な機能であることから、遺漏ないよう機能要件に明記するほうが

望ましいとの意図である。

6. 返還金・債権

管理

6.1. 返還金・債権登録 納入通知関連書類

の作成

修正 1 1 0213056 0210719 以下の帳票を作成できること。

・63条返還金納入通知書（納付書）

・77条徴収金納入通知書（納付書）

・77条の2徴収金納入通知書（納付書）

・78条徴収金納入通知書（納付書）

【管理項目】

・発行自治体名称

・徴収金・返還金種類

・徴収金・返還金決定年月

・加入者名

・口座番号

・納付額

・収納機関番号

・納付番号

・確認番号

・納付区分

・徴収金・返還金対象年月

・指定納付期限年月日

・世帯番号

・決定通知書番号

・通知書番号

・債権番号

・地区担当員

・OCR

・督促手数料

・延滞金

・合計金額

以下の帳票を作成できること。

・63条返還金納入通知書（納付書）

・77条徴収金納入通知書（納付書）

・77条の2徴収金納入通知書（納付書）

・78条徴収金納入通知書（納付書）

○ ◎ ○ ・管理項目は、帳票詳細要件「150_帳票詳細要件_納入通知書（納

付書）（カク公）」および「150_帳票詳細要件_納入通知書（納付書）

（マル公）」に定義しているものと同じものとする。

・管理項目は、納付書上に定義するものであり、一部他の機能要

件上で定義されているものを含む。

【2.3版】

・生活保護独自の納付書レイアウトを定義したため、適合基

準日を更新

【2.4版】

・PMOツールでの意見に基づき、機能要件を修正

・管理項目について、従来は帳票詳細要件に定義したシステ

ム印字項目と同じものであるとして、要件の考え方・理由に

記載していたが、改めて管理項目として明記するため、機能

要件を修正

令和11年4月1日

1 0213056 仙台市 機能追加

法第77条の2について事実上の分納を認める場合がある。その場合、

①分納後の納期限で納付書を発行する機能

②法第78条の2に基づく充当を認める場合、納付書の発行停止を選択で

きる機能

③分納後の納期限ごとに枝番号管理できる機能

が必要となる。

左に同じ 実績なし -
分割した債権も想定されている機能と考えていたが、違うのであれば意見のよう

な対応が必要と考える。

この意見は、個々に採否を決めるのではなく、債権発生から納付・充当・消込・完納までの

流れとして整理する必要があると考えます。

特に、元債権と納付計画の関係、分割後の債権を別に調定するかどうか、債権番号・枝番

号・納付書番号の持ち方を明確にする必要があります。

また、法第77条の2又は第78条の徴収金について、法第78条の2による充当と納付書によ

る納付が重複しないよう、納付書の発行停止や消込の扱いも併せて整理が必要です。

実装形態としては、収納・消込まで生活保護システム内で行う場合と、統合収納管理等で

行う場合の双方が考えられます。特定のシステム構成を前提とせず、実装形態にかかわ

らず同等の処理ができる要件とするのがよいと考えます。

システムで管理する項目、納付書に印字する項目及び収納処理に使用する項目を分け

て整理する必要があると考えます。

収納方法は自治体によって異なり、金融機関窓口のほか、コンビニ収納、スマートフォン

決済、eLQR等があります。また、eLQRのみではコンビニ納付はできないため、両方に対

応する場合は、コンビニ収納用バーコードも必要になります。

そのため、会計科目、会計年度等の管理項目や、納付番号、収納機関番号、コンビニ収

納用バーコード、eL番号、eLQR等の収納関係項目について、一律に必須又は不要とする

のではなく、基本的に管理すべき項目と、採用する収納方法に応じて必要となる項目に分

けて整理するのがよいと考えます。

税務の収納管理では、機能要件、帳票要件、印字項目・諸元表及び帳票レイアウトが分け

て整理されているため、生活保護についても同様の整理が分かりやすいと思います。

- - - - - - - ◯

分割納付を認める場合に、現在の標準仕様書の記載内容で出来ないと

判断した理由をお伺いさせていただきたいです。導入しているシステムベ

ンダーが出来ないと自治体に申し出ているのか、追加で機能要件が必

要と考えている理由を具体的にご教示いただけますと幸いです。（他の

自治体からは分割納付が出来ない等のご意見は頂いていないため、ご

確認させていただきたいです。）

「現在の標準仕様書の記載内容で出来ないと判断した」のではなく、実務

上必要な機能であることから、遺漏ないよう機能要件に明記するほうが

望ましいとの意図である。

6. 返還金・債権

管理

6.1. 返還金・債権登録 納入通知関連書類

の作成

修正 1 1 0213056 0210719 以下の帳票を作成できること。

・63条返還金納入通知書（納付書）

・77条徴収金納入通知書（納付書）

・77条の2徴収金納入通知書（納付書）

・78条徴収金納入通知書（納付書）

【管理項目】

・発行自治体名称

・徴収金・返還金種類

・徴収金・返還金決定年月

・加入者名

・口座番号

・納付額

・収納機関番号

・納付番号

・確認番号

・納付区分

・徴収金・返還金対象年月

・指定納付期限年月日

・世帯番号

・決定通知書番号

・通知書番号

・債権番号

・地区担当員

・OCR

・督促手数料

・延滞金

・合計金額

以下の帳票を作成できること。

・63条返還金納入通知書（納付書）

・77条徴収金納入通知書（納付書）

・77条の2徴収金納入通知書（納付書）

・78条徴収金納入通知書（納付書）

○ ◎ ○ ・管理項目は、帳票詳細要件「150_帳票詳細要件_納入通知書（納

付書）（カク公）」および「150_帳票詳細要件_納入通知書（納付書）

（マル公）」に定義しているものと同じものとする。

・管理項目は、納付書上に定義するものであり、一部他の機能要

件上で定義されているものを含む。

【2.3版】

・生活保護独自の納付書レイアウトを定義したため、適合基

準日を更新

【2.4版】

・PMOツールでの意見に基づき、機能要件を修正

・管理項目について、従来は帳票詳細要件に定義したシステ

ム印字項目と同じものであるとして、要件の考え方・理由に

記載していたが、改めて管理項目として明記するため、機能

要件を修正

令和11年4月1日

1 0213056 大阪市 機能追加
自治体内での会計科目、会計主管、会計年度等の管理項目の追加をお

願いしたい。

会計システムにて、納入通知書の納付情報等より自動会計を行う必要

があるため。

【管理項目】に次の項目追加

・会計科目

・会計主管（課ごとに管理番号を6桁付番）

・会計年度

実績なし - -

この意見は、個々に採否を決めるのではなく、債権発生から納付・充当・消込・完納までの

流れとして整理する必要があると考えます。

特に、元債権と納付計画の関係、分割後の債権を別に調定するかどうか、債権番号・枝番

号・納付書番号の持ち方を明確にする必要があります。

また、法第77条の2又は第78条の徴収金について、法第78条の2による充当と納付書によ

る納付が重複しないよう、納付書の発行停止や消込の扱いも併せて整理が必要です。

実装形態としては、収納・消込まで生活保護システム内で行う場合と、統合収納管理等で

行う場合の双方が考えられます。特定のシステム構成を前提とせず、実装形態にかかわ

らず同等の処理ができる要件とするのがよいと考えます。

システムで管理する項目、納付書に印字する項目及び収納処理に使用する項目を分け

て整理する必要があると考えます。

収納方法は自治体によって異なり、金融機関窓口のほか、コンビニ収納、スマートフォン

決済、eLQR等があります。また、eLQRのみではコンビニ納付はできないため、両方に対

応する場合は、コンビニ収納用バーコードも必要になります。

そのため、会計科目、会計年度等の管理項目や、納付番号、収納機関番号、コンビニ収

納用バーコード、eL番号、eLQR等の収納関係項目について、一律に必須又は不要とする

のではなく、基本的に管理すべき項目と、採用する収納方法に応じて必要となる項目に分

けて整理するのがよいと考えます。

税務の収納管理では、機能要件、帳票要件、印字項目・諸元表及び帳票レイアウトが分け

て整理されているため、生活保護についても同様の整理が分かりやすいと思います。

- - - - - - - ◯

6. 返還金・債権

管理

6.1. 返還金・債権登録 納入通知関連書類

の作成

修正 1 1 0213056 0210719 以下の帳票を作成できること。

・63条返還金納入通知書（納付書）

・77条徴収金納入通知書（納付書）

・77条の2徴収金納入通知書（納付書）

・78条徴収金納入通知書（納付書）

【管理項目】

・発行自治体名称

・徴収金・返還金種類

・徴収金・返還金決定年月

・加入者名

・口座番号

・納付額

・収納機関番号

・納付番号

・確認番号

・納付区分

・徴収金・返還金対象年月

・指定納付期限年月日

・世帯番号

・決定通知書番号

・通知書番号

・債権番号

・地区担当員

・OCR

・督促手数料

・延滞金

以下の帳票を作成できること。

・63条返還金納入通知書（納付書）

・77条徴収金納入通知書（納付書）

・77条の2徴収金納入通知書（納付書）

・78条徴収金納入通知書（納付書）

○ ◎ ○ ・管理項目は、帳票詳細要件「150_帳票詳細要件_納入通知書（納

付書）（カク公）」および「150_帳票詳細要件_納入通知書（納付書）

（マル公）」に定義しているものと同じものとする。

・管理項目は、納付書上に定義するものであり、一部他の機能要

件上で定義されているものを含む。

【2.3版】

・生活保護独自の納付書レイアウトを定義したため、適合基

準日を更新

【2.4版】

・PMOツールでの意見に基づき、機能要件を修正

・管理項目について、従来は帳票詳細要件に定義したシステ

ム印字項目と同じものであるとして、要件の考え方・理由に

記載していたが、改めて管理項目として明記するため、機能

要件を修正

令和11年4月1日

1 0213056 富士通Japan（株） 機能修正 管理項目の記載を削除いただきたい。

帳票詳細要件に記載があるのであれば、こちらへの記載は不要である。

またこちらへ記載するのであれば、他の帳票へも同様の記載が必要で

ある。

実績なし - -

この意見は、個々に採否を決めるのではなく、債権発生から納付・充当・消込・完納までの

流れとして整理する必要があると考えます。

特に、元債権と納付計画の関係、分割後の債権を別に調定するかどうか、債権番号・枝番

号・納付書番号の持ち方を明確にする必要があります。

また、法第77条の2又は第78条の徴収金について、法第78条の2による充当と納付書によ

る納付が重複しないよう、納付書の発行停止や消込の扱いも併せて整理が必要です。

実装形態としては、収納・消込まで生活保護システム内で行う場合と、統合収納管理等で

行う場合の双方が考えられます。特定のシステム構成を前提とせず、実装形態にかかわ

らず同等の処理ができる要件とするのがよいと考えます。

システムで管理する項目、納付書に印字する項目及び収納処理に使用する項目を分け

て整理する必要があると考えます。

収納方法は自治体によって異なり、金融機関窓口のほか、コンビニ収納、スマートフォン

決済、eLQR等があります。また、eLQRのみではコンビニ納付はできないため、両方に対

応する場合は、コンビニ収納用バーコードも必要になります。

そのため、会計科目、会計年度等の管理項目や、納付番号、収納機関番号、コンビニ収

納用バーコード、eL番号、eLQR等の収納関係項目について、一律に必須又は不要とする

のではなく、基本的に管理すべき項目と、採用する収納方法に応じて必要となる項目に分

けて整理するのがよいと考えます。

税務の収納管理では、機能要件、帳票要件、印字項目・諸元表及び帳票レイアウトが分け

て整理されているため、生活保護についても同様の整理が分かりやすいと思います。

- - - - - - - ◯

6. 返還金・債権

管理

6.1. 返還金・債権登録 納入通知関連書類

の作成

追加 2 0213057 以下の帳票を作成できること。

・63条返還金納入通知書（納付書）

・77条徴収金納入通知書（納付書）

・77条の2徴収金納入通知書（納付書）

・78条徴収金納入通知書（納付書）

【管理項目】

・GS1-128バーコード

・収納代行会社名

・取りまとめ金融機関郵便番号

・取りまとめ金融機関名称

・備考1～備考9

・編集1～編集9

・eL番号

・宛先郵便番号

・宛先住所

・方書

・敬称

・郵便カスタマーバーコード

・発行年月日

・電子公印

・郵便還付先郵便番号

・郵便還付先住所

・郵便還付先自治体名称

・自治体郵便番号

・自治体住所

○ ◎ ○ ・管理項目は、納付書上に定義するものであり、一部他の機能要

件上で定義されているものを含む。

・以下の管理項目は、帳票レイアウトおよび詳細要件上において

標準オプションのシステム印字項目となっているが、生活保護シ

ステム上においては管理を必須とするものとして想定している。

　・eL番号

　・郵便還付先住所

　・郵便還付先自治体名称

　・二次元コード

【2.4版】

・機能ID:0213056で定められた管理項目を分割した機能要

件を追加

令和11年4月1日

2 213057 株式会社　ＩＪＣ　 誤記・整合性

「要件の考え方・理由」の２つめの中点を削除していただき、帳票レイア

ウト、帳票要件において、記載の４つの項目について必須項目として定義

していただきたい。

機能要件と帳票要件に矛盾が発生するため。 実績なし - -

この意見は、個々に採否を決めるのではなく、債権発生から納付・充当・消込・完納までの

流れとして整理する必要があると考えます。

特に、元債権と納付計画の関係、分割後の債権を別に調定するかどうか、債権番号・枝番

号・納付書番号の持ち方を明確にする必要があります。

また、法第77条の2又は第78条の徴収金について、法第78条の2による充当と納付書によ

る納付が重複しないよう、納付書の発行停止や消込の扱いも併せて整理が必要です。

実装形態としては、収納・消込まで生活保護システム内で行う場合と、統合収納管理等で

行う場合の双方が考えられます。特定のシステム構成を前提とせず、実装形態にかかわ

らず同等の処理ができる要件とするのがよいと考えます。

システムで管理する項目、納付書に印字する項目及び収納処理に使用する項目を分け

て整理する必要があると考えます。

収納方法は自治体によって異なり、金融機関窓口のほか、コンビニ収納、スマートフォン

決済、eLQR等があります。また、eLQRのみではコンビニ納付はできないため、両方に対

応する場合は、コンビニ収納用バーコードも必要になります。

そのため、会計科目、会計年度等の管理項目や、納付番号、収納機関番号、コンビニ収

納用バーコード、eL番号、eLQR等の収納関係項目について、一律に必須又は不要とする

のではなく、基本的に管理すべき項目と、採用する収納方法に応じて必要となる項目に分

けて整理するのがよいと考えます。

税務の収納管理では、機能要件、帳票要件、印字項目・諸元表及び帳票レイアウトが分け

て整理されているため、生活保護についても同様の整理が分かりやすいと思います。

- - - - - - - ◯

6. 返還金・債権

管理

6.1. 返還金・債権登録 納入通知関連書類

の作成

追加 2 0213057 以下の帳票を作成できること。

・63条返還金納入通知書（納付書）

・77条徴収金納入通知書（納付書）

・77条の2徴収金納入通知書（納付書）

・78条徴収金納入通知書（納付書）

【管理項目】

・GS1-128バーコード

・収納代行会社名

・取りまとめ金融機関郵便番号

・取りまとめ金融機関名称

・備考1～備考9

・編集1～編集9

・eL番号

・宛先郵便番号

・宛先住所

・方書

・敬称

・郵便カスタマーバーコード

・発行年月日

・電子公印

・郵便還付先郵便番号

・郵便還付先住所

・郵便還付先自治体名称

・自治体郵便番号

・自治体住所

・自治体電話番号

・二次元コード

○ ◎ ○ ・管理項目は、納付書上に定義するものであり、一部他の機能要

件上で定義されているものを含む。

・以下の管理項目は、帳票レイアウトおよび詳細要件上において

標準オプションのシステム印字項目となっているが、生活保護シ

ステム上においては管理を必須とするものとして想定している。

　・eL番号

　・郵便還付先住所

　・郵便還付先自治体名称

　・二次元コード

【2.4版】

・機能ID:0213056で定められた管理項目を分割した機能要

件を追加

令和11年4月1日

2 0213057 仙台市 機能追加

法第77条の2について事実上の分納を認める場合がある。その場合、

①分納後の納期限で納付書を発行する機能

②法第78条の2に基づく充当を認める場合、納付書の発行停止を選択で

きる機能

③分納後の納期限ごとに枝番号管理できる機能

が必要となる。

左に同じ 実績なし -
分割した債権も想定されている機能と考えていたが、違うのであれば意見のよう

な対応が必要と考える。

この意見は、個々に採否を決めるのではなく、債権発生から納付・充当・消込・完納までの

流れとして整理する必要があると考えます。

特に、元債権と納付計画の関係、分割後の債権を別に調定するかどうか、債権番号・枝番

号・納付書番号の持ち方を明確にする必要があります。

また、法第77条の2又は第78条の徴収金について、法第78条の2による充当と納付書によ

る納付が重複しないよう、納付書の発行停止や消込の扱いも併せて整理が必要です。

実装形態としては、収納・消込まで生活保護システム内で行う場合と、統合収納管理等で

行う場合の双方が考えられます。特定のシステム構成を前提とせず、実装形態にかかわ

らず同等の処理ができる要件とするのがよいと考えます。

システムで管理する項目、納付書に印字する項目及び収納処理に使用する項目を分け

て整理する必要があると考えます。

収納方法は自治体によって異なり、金融機関窓口のほか、コンビニ収納、スマートフォン

決済、eLQR等があります。また、eLQRのみではコンビニ納付はできないため、両方に対

応する場合は、コンビニ収納用バーコードも必要になります。

そのため、会計科目、会計年度等の管理項目や、納付番号、収納機関番号、コンビニ収

納用バーコード、eL番号、eLQR等の収納関係項目について、一律に必須又は不要とする

のではなく、基本的に管理すべき項目と、採用する収納方法に応じて必要となる項目に分

けて整理するのがよいと考えます。

税務の収納管理では、機能要件、帳票要件、印字項目・諸元表及び帳票レイアウトが分け

て整理されているため、生活保護についても同様の整理が分かりやすいと思います。

- - - - - - - ◯

分割納付を認める場合に、現在の標準仕様書の記載内容で出来ないと

判断した理由をお伺いさせていただきたいです。導入しているシステムベ

ンダーが出来ないと自治体に申し出ているのか、追加で機能要件が必

要と考えている理由を具体的にご教示いただけますと幸いです。（他の

自治体からは分割納付が出来ない等のご意見は頂いていないため、ご

確認させていただきたいです。）

「現在の標準仕様書の記載内容で出来ないと判断した」のではなく、実務

上必要な機能であることから、遺漏ないよう機能要件に明記するほうが

望ましいとの意図である。

6. 返還金・債権

管理

6.1. 返還金・債権登録 納入通知関連書類

の作成

追加 2 0213057 以下の帳票を作成できること。

・63条返還金納入通知書（納付書）

・77条徴収金納入通知書（納付書）

・77条の2徴収金納入通知書（納付書）

・78条徴収金納入通知書（納付書）

【管理項目】

・GS1-128バーコード

・収納代行会社名

・取りまとめ金融機関郵便番号

・取りまとめ金融機関名称

・備考1～備考9

・編集1～編集9

・eL番号

・宛先郵便番号

・宛先住所

・方書

・敬称

・郵便カスタマーバーコード

・発行年月日

・電子公印

・郵便還付先郵便番号

・郵便還付先住所

・郵便還付先自治体名称

・自治体郵便番号

・自治体住所

・自治体電話番号

・二次元コード

○ ◎ ○ ・管理項目は、納付書上に定義するものであり、一部他の機能要

件上で定義されているものを含む。

・以下の管理項目は、帳票レイアウトおよび詳細要件上において

標準オプションのシステム印字項目となっているが、生活保護シ

ステム上においては管理を必須とするものとして想定している。

　・eL番号

　・郵便還付先住所

　・郵便還付先自治体名称

　・二次元コード

【2.4版】

・機能ID:0213056で定められた管理項目を分割した機能要

件を追加

令和11年4月1日

2 0213057 富士通Japan（株） その他 印字しないものを管理する必要はないので削除していただきたい。 印字をしないのであれば管理も不要になるため。 実績なし -

読み込めてなくて申し訳ありませんが、どの項目を指している意見かによると思

います。生活保護業務上二次利用できるデータなのであれば印字しなくても管

理するメリットがあるものもあると考えます。メリットのないものなら確かに不要か

もしれません。

この意見は、個々に採否を決めるのではなく、債権発生から納付・充当・消込・完納までの

流れとして整理する必要があると考えます。

特に、元債権と納付計画の関係、分割後の債権を別に調定するかどうか、債権番号・枝番

号・納付書番号の持ち方を明確にする必要があります。

また、法第77条の2又は第78条の徴収金について、法第78条の2による充当と納付書によ

る納付が重複しないよう、納付書の発行停止や消込の扱いも併せて整理が必要です。

実装形態としては、収納・消込まで生活保護システム内で行う場合と、統合収納管理等で

行う場合の双方が考えられます。特定のシステム構成を前提とせず、実装形態にかかわ

らず同等の処理ができる要件とするのがよいと考えます。

システムで管理する項目、納付書に印字する項目及び収納処理に使用する項目を分け

て整理する必要があると考えます。

収納方法は自治体によって異なり、金融機関窓口のほか、コンビニ収納、スマートフォン

決済、eLQR等があります。また、eLQRのみではコンビニ納付はできないため、両方に対

応する場合は、コンビニ収納用バーコードも必要になります。

そのため、会計科目、会計年度等の管理項目や、納付番号、収納機関番号、コンビニ収

納用バーコード、eL番号、eLQR等の収納関係項目について、一律に必須又は不要とする

のではなく、基本的に管理すべき項目と、採用する収納方法に応じて必要となる項目に分

けて整理するのがよいと考えます。

税務の収納管理では、機能要件、帳票要件、印字項目・諸元表及び帳票レイアウトが分け

て整理されているため、生活保護についても同様の整理が分かりやすいと思います。

- - - - - - - ◯

6. 返還金・債権

管理

6.2. 返還方法の変更 納入通知書の作成 修正 1 1 0213059 0210758 以下の帳票を作成できること。

・納入通知書（納付書）

【管理項目】

・発行自治体名称

・徴収金・返還金種類

・徴収金・返還金決定年月

・加入者名

・口座番号

・納付額

・収納機関番号

・納付番号

・確認番号

・納付区分

・徴収金・返還金対象年月

・指定納付期限年月日

・世帯番号

・決定通知書番号

・通知書番号

・債権番号

・地区担当員

・OCR

・督促手数料

・延滞金

・合計金額

以下の帳票を作成できること。

・納入通知書（納付書）

○ ◎ ○ ・管理項目は、帳票詳細要件「150_帳票詳細要件_納入通知書（納

付書）（カク公）」および「150_帳票詳細要件_納入通知書（納付書）

（マル公）」に定義しているものと同じものとする。

・管理項目は、納付書上に定義するものであり、一部他の機能要

件上で定義されているものを含む。

【2.3版】

・生活保護独自の納付書レイアウトを定義したため、適合基

準日を更新

【2.4版】

・PMOツールでの意見に基づき、機能要件を修正

・管理項目について、従来は帳票詳細要件に定義したシステ

ム印字項目と同じものであるとして、要件の考え方・理由に

記載していたが、改めて管理項目として明記するため、機能

要件を修正

令和11年4月1日

1 213059 大阪市 機能追加
自治体内での会計科目、会計主管、会計年度等の管理項目の追加をお

願いしたい。

会計システムにて、納入通知書の納付情報等より自動会計を行う必要

があるため。

【管理項目】に次の項目追加

・会計科目

・会計主管（課ごとに管理番号を6桁付番）

・会計年度

実績なし - -

システムで管理する項目、納付書に印字する項目及び収納処理に使用する項目を分け

て整理する必要があると考えます。

収納方法は自治体によって異なり、金融機関窓口のほか、コンビニ収納、スマートフォン

決済、eLQR等があります。また、eLQRのみではコンビニ納付はできないため、両方に対

応する場合は、コンビニ収納用バーコードも必要になります。

そのため、会計科目、会計年度等の管理項目や、納付番号、収納機関番号、コンビニ収

納用バーコード、eL番号、eLQR等の収納関係項目について、一律に必須又は不要とする

のではなく、基本的に管理すべき項目と、採用する収納方法に応じて必要となる項目に分

けて整理するのがよいと考えます。

税務の収納管理では、機能要件、帳票要件、印字項目・諸元表及び帳票レイアウトが分け

て整理されているため、生活保護についても同様の整理が分かりやすいと思います。

- - - - - - - ◯

6. 返還金・債権

管理

6.2. 返還方法の変更 納入通知書の作成 修正 1 1 0213059 0210758 以下の帳票を作成できること。

・納入通知書（納付書）

【管理項目】

・発行自治体名称

・徴収金・返還金種類

・徴収金・返還金決定年月

・加入者名

・口座番号

・納付額

・収納機関番号

・納付番号

・確認番号

・納付区分

・徴収金・返還金対象年月

・指定納付期限年月日

・世帯番号

・決定通知書番号

・通知書番号

・債権番号

・地区担当員

・OCR

・督促手数料

・延滞金

以下の帳票を作成できること。

・納入通知書（納付書）

○ ◎ ○ ・管理項目は、帳票詳細要件「150_帳票詳細要件_納入通知書（納

付書）（カク公）」および「150_帳票詳細要件_納入通知書（納付書）

（マル公）」に定義しているものと同じものとする。

・管理項目は、納付書上に定義するものであり、一部他の機能要

件上で定義されているものを含む。

【2.3版】

・生活保護独自の納付書レイアウトを定義したため、適合基

準日を更新

【2.4版】

・PMOツールでの意見に基づき、機能要件を修正

・管理項目について、従来は帳票詳細要件に定義したシステ

ム印字項目と同じものであるとして、要件の考え方・理由に

記載していたが、改めて管理項目として明記するため、機能

要件を修正

令和11年4月1日

1 0213059 富士通Japan（株） 機能修正 管理項目の記載を削除いただきたい。

帳票詳細要件に記載があるのであれば、こちらへの記載は不要である。

またこちらへ記載するのであれば、他の帳票へも同様の記載が必要で

ある。

実績なし - -

システムで管理する項目、納付書に印字する項目及び収納処理に使用する項目を分け

て整理する必要があると考えます。

収納方法は自治体によって異なり、金融機関窓口のほか、コンビニ収納、スマートフォン

決済、eLQR等があります。また、eLQRのみではコンビニ納付はできないため、両方に対

応する場合は、コンビニ収納用バーコードも必要になります。

そのため、会計科目、会計年度等の管理項目や、納付番号、収納機関番号、コンビニ収

納用バーコード、eL番号、eLQR等の収納関係項目について、一律に必須又は不要とする

のではなく、基本的に管理すべき項目と、採用する収納方法に応じて必要となる項目に分

けて整理するのがよいと考えます。

税務の収納管理では、機能要件、帳票要件、印字項目・諸元表及び帳票レイアウトが分け

て整理されているため、生活保護についても同様の整理が分かりやすいと思います。

- - - - - - - ◯

6. 返還金・債権

管理

6.2. 返還方法の変更 納入通知書の作成 追加 2 0213060 以下の帳票を作成できること。

・納入通知書（納付書）

【管理項目】

・GS1-128バーコード

・収納代行会社名

・取りまとめ金融機関郵便番号

・取りまとめ金融機関名称

・備考1～備考9

・編集1～編集9

・eL番号

・宛先郵便番号

・宛先住所

・方書

・敬称

・郵便カスタマーバーコード

・発行年月日

・電子公印

・郵便還付先郵便番号

・郵便還付先住所

・郵便還付先自治体名称

・自治体郵便番号

・自治体住所

・自治体電話番号

・二次元コード

・予算科目

○ ◎ ○ ・管理項目は、納付書上に定義するものであり、一部他の機能要

件上で定義されているものを含む。

・以下の管理項目は、帳票レイアウトおよび詳細要件上において

標準オプションのシステム印字項目となっているが、生活保護シ

ステム上においては管理を必須とするものとして想定している。

　・eL番号

　・郵便還付先住所

　・郵便還付先自治体名称

　・二次元コード

【2.4版】

・機能ID:0213056で定められた管理項目を分割した機能要

件を追加

令和11年4月1日

2 213060 株式会社　ＩＪＣ　 誤記・整合性

「要件の考え方・理由」の２つめの中点を削除していただき、帳票レイア

ウト、帳票要件において、記載の４つの項目について必須項目として定義

していただきたい。

機能要件と帳票要件に矛盾が発生するため。 実績なし - -

システムで管理する項目、納付書に印字する項目及び収納処理に使用する項目を分け

て整理する必要があると考えます。

収納方法は自治体によって異なり、金融機関窓口のほか、コンビニ収納、スマートフォン

決済、eLQR等があります。また、eLQRのみではコンビニ納付はできないため、両方に対

応する場合は、コンビニ収納用バーコードも必要になります。

そのため、会計科目、会計年度等の管理項目や、納付番号、収納機関番号、コンビニ収

納用バーコード、eL番号、eLQR等の収納関係項目について、一律に必須又は不要とする

のではなく、基本的に管理すべき項目と、採用する収納方法に応じて必要となる項目に分

けて整理するのがよいと考えます。

税務の収納管理では、機能要件、帳票要件、印字項目・諸元表及び帳票レイアウトが分け

て整理されているため、生活保護についても同様の整理が分かりやすいと思います。

- - - - - - - ◯



大項目 中項目 機能名称

改定種別
（直前の版
から改定し
た項目の種

別）

新機能名称
枝番

旧機能名称
枝番

新機能ID 旧機能ID 新機能要件 旧機能要件 ①　都道府県

② 団体内で複数
の福祉事務所を
設置（例：政令指
定都市、一部の

中核市等）

③ 団体内で一つ
の福祉事務所を
設置（例：②以外

の市区町村）

要件の考え方・理由 備考（改版説明） 適合基準日
①機能名称枝番

記入必須
②機能ID
記入必須

③質問自治体名
記入必須

④意見のカテゴリ
記入必須

⑤ご意見等内容
記入必須

⑥ご意見等の理由・経緯
記入必須

⑦解釈案・代替案
（修正後の要件文案）

⑧過去意見照会にお
ける意見実績

記入必須

⑨意見根拠
（法令・通知等）

横浜市意見 東大阪市意見 新宿区意見 横須賀市意見 中野区意見 豊後大野市意見 武蔵野市意見 柏市意見 仙台市意見 群馬県意見
2.4版の改版内容に関する意見
該否(◯が2.4版の改版内容に

関する意見）

自治体への追加質問事項 追加確認事項に対する回答

6. 返還金・債権

管理

6.2. 返還方法の変更 納入通知書の作成 追加 2 0213060 以下の帳票を作成できること。

・納入通知書（納付書）

【管理項目】

・GS1-128バーコード

・収納代行会社名

・取りまとめ金融機関郵便番号

・取りまとめ金融機関名称

・備考1～備考9

・編集1～編集9

・eL番号

・宛先郵便番号

・宛先住所

・方書

・敬称

・郵便カスタマーバーコード

・発行年月日

・電子公印

・郵便還付先郵便番号

・郵便還付先住所

・郵便還付先自治体名称

・自治体郵便番号

・自治体住所

・自治体電話番号

○ ◎ ○ ・管理項目は、納付書上に定義するものであり、一部他の機能要

件上で定義されているものを含む。

・以下の管理項目は、帳票レイアウトおよび詳細要件上において

標準オプションのシステム印字項目となっているが、生活保護シ

ステム上においては管理を必須とするものとして想定している。

　・eL番号

　・郵便還付先住所

　・郵便還付先自治体名称

　・二次元コード

【2.4版】

・機能ID:0213056で定められた管理項目を分割した機能要

件を追加

令和11年4月1日

2 0213060 富士通Japan（株） その他 印字しないものを管理する必要はないので削除していただきたい。 印字をしないのであれば管理も不要になるため。 実績なし -

読み込めてなくて申し訳ありませんが、どの項目を指している意見かによると思

います。生活保護業務上二次利用できるデータなのであれば印字しなくても管

理するメリットがあるものもあると考えます。メリットのないものなら確かに不要か

もしれません。

システムで管理する項目、納付書に印字する項目及び収納処理に使用する項目を分け

て整理する必要があると考えます。

収納方法は自治体によって異なり、金融機関窓口のほか、コンビニ収納、スマートフォン

決済、eLQR等があります。また、eLQRのみではコンビニ納付はできないため、両方に対

応する場合は、コンビニ収納用バーコードも必要になります。

そのため、会計科目、会計年度等の管理項目や、納付番号、収納機関番号、コンビニ収

納用バーコード、eL番号、eLQR等の収納関係項目について、一律に必須又は不要とする

のではなく、基本的に管理すべき項目と、採用する収納方法に応じて必要となる項目に分

けて整理するのがよいと考えます。

税務の収納管理では、機能要件、帳票要件、印字項目・諸元表及び帳票レイアウトが分け

て整理されているため、生活保護についても同様の整理が分かりやすいと思います。

- - - - - - - ◯

7. 統計 7.1. 厚生労働省への報

告

被保護者調査用

データチェック

変更なし 1 1 0211885 0211885 以下の情報を集計できること。

・基礎調査

・個別調査

・月別調査

以下の情報を集計できること。

・基礎調査

・個別調査

・月別調査

◎ ◎ ◎ ・「月別調査繰替支弁分」とは、生活保護法第７２条の規定により

一時繰替支弁を行った保護費(他の都道府県又は市町村が支弁

すべき保護費及び保護施設事務費等)に係る被生活保護者数を

把握するための項目となる。

・被保護者調査については全自治体において必須の業務であるた

め、実装区分について実装必須機能に変更した。

・「月別調査繰替支弁分」は被保護者調査とは別の総務省所管の

調査となるため、機能要件を分割した。

【2.2版】

・機能要件を修正

令和8年4月1日

1 0211885 大阪府 機能追加

・システムの単位として①都道府県、②政令・中核市等、③団体と区別さ

れているが、①都道府県は郡部分と見受けられる。①の郡部分の都道

府県とは別に、都道府県（本庁）が実施することとなっている被保護者調

査の報告のために、基礎調査及び月別調査については、一般市及び郡

部分の統計csvデータの取り込み・集約・エラーチェックをするための都

道府県（本庁）の機能が別途必要である。

それらの機能がないと、都道府県（本庁）が報告する月別概要第5表に

ついては報告ができない。また、第5表を除く表については、管内福祉事

務所が生活保護業務データシステムに直接入力しているが、生活保護

業務データシステムのチェック機能が不十分であるため、本仕様書のま

までは正しいデータでの報告ができず、年に一度のエラー確認の際に大

変時間を要することが予想される。（例月、大阪府では、指定都市及び

中核市を含む管内福祉事務所のcsvデータをシステムに取り込み、エ

ラーつぶしを行ったうえで、生活保護業務データシステムの入力数値確

認を行っており、報告の精度を高めている。）

・また、例年の厚労省監査では一般市及び郡部に加えて中核市を含め

た被保護者調査データの資料作成が求められるが、これに対応するた

めには中核市csvデータの取り込みと集計が必要。

・さらに、例年実施される労働局の生保受給者就労自立促進事業運営

会議開催にあたっては、中核市に加えて指定都市も含めた資料作成が

もとめられる。したがって、都道府県（本庁）機能としては、都道府県区域

全域のデータ取り込み・集計機能が必須と考える。

・被保護者調査の報告者の単位が都道府県(一般市及び郡部分)、指定

都市、中核市となっており、本仕様書では、都道府県の報告データの集

約ができないため。

・本仕様書では、厚労省監査の資料作成に対応できないため。

・本仕様書では、都道府県（本庁）として行政のデータ収集と蓄積、基礎

資料作成ができないため。

なお、本意見について検討方針の提示があったが、人口減少社会におい

ても公共サービスをデジタルの力で維持・強化していくために、デジタル

技術を最大限、効率的・効果的に活用するという標準化の最大目的があ

る中で、個別の内容についてシステムではなく各都道府県でそれぞれが

独自で作成したExcelマクロを用いた手作業での対応を基本とさせる方針

は、標準化の目的から外れるとともに、デジタル化から大きく退行したも

のであり考え難い。

　当機能は実装により各都道府県の業務省力化はもちろん、厚生労働

省の事務の効率化にも資するものであるため、特定自治体にのみ必要

な機能の実装を求めるものではないことから、改めて意見として提出す

るものである。

-

都道府県業務に関しては分かっていませんが、記載内容が事実であるならば検

討する必要性はあると考える。特に全国の自治体が同一の報告を国等に報告

する者に関し、各自治体が時間を使うのは標準化においてもったいないと考えま

す。

- - - - - - - -

7. 統計 7.1. 厚生労働省への報

告

被保護者調査用

データチェック

変更なし 3 3 0210812 0210812 集計したデータについて、基礎調査・個別調査・月別調査ごとにエラーチェックが行えること。 集計したデータについて、基礎調査・個別調査・月別調査ごとにエラーチェックが行えること。 ◎ ◎ ◎ 令和8年4月1日

3 210812 大阪府 機能追加

都道府県（本庁）機能として、一般市及び郡部に加えて指定都市・中核

市を含めた都道府県区域全域のデータ取り込み・集計機能が必須であ

るため、それに伴い、全データに対してエラーチェックが行える機能も必

要

被保護者調査を都道府県（本庁）が報告するにあたり、府域全域のデー

タ取り込み・集計機能があり、エラーチェックを行えることは、必須機能で

あると考えるため。エラーありの場合は該当の福祉事務所あて報告し修

正後データを再登録してもらう必要がある。

なお、本意見について検討方針の提示があったが、人口減少社会におい

ても公共サービスをデジタルの力で維持・強化していくために、デジタル

技術を最大限、効率的・効果的に活用するという標準化の最大目的があ

る中で、個別の内容についてシステムではなく各都道府県でそれぞれが

独自で作成したExcelマクロを用いた手作業での対応を基本とさせる方針

は、標準化の目的から外れるとともに、デジタル化から大きく退行したも

のであり考え難い。

　当機能は実装により各都道府県の業務省力化はもちろん、厚生労働

省の事務の効率化にも資するものであるため、特定自治体にのみ必要

な機能の実装を求めるものではないことから、改めて意見として提出す

るものである。

-
エラーチェックは各自治体において報告時に行っていると認識していましたが、

違いがあるのであれば意見は妥当なのかもしれません。
- - - - - - - -

7. 統計 7.1. 厚生労働省への報

告

被保護者調査用

データチェック

変更なし 5 5 0210814 0210814 集計処理は再処理ができること。 集計処理は再処理ができること。 ◎ ◎ ◎ 令和8年4月1日

5 0210814 大阪府 機能追加

都道府県（本庁）機能として、報告単位の一般市及び郡部に加えて、指

定都市・中核市を含めた都道府県区域全データの処理を可能にするべ

き。

府内福祉事務所から報告を受けたデータに修正が生じた場合、本庁の

システムデータも最新のデータに修正する必要があるため。

なお、本意見について検討方針の提示があったが、人口減少社会におい

ても公共サービスをデジタルの力で維持・強化していくために、デジタル

技術を最大限、効率的・効果的に活用するという標準化の最大目的があ

る中で、個別の内容についてシステムではなく各都道府県でそれぞれが

独自で作成したExcelマクロを用いた手作業での対応を基本とさせる方針

は、標準化の目的から外れるとともに、デジタル化から大きく退行したも

のであり考え難い。

　当機能は実装により各都道府県の業務省力化はもちろん、厚生労働

省の事務の効率化にも資するものであるため、特定自治体にのみ必要

な機能の実装を求めるものではないことから、改めて意見として提出す

るものである。

-

都道府県業務に関しては分かっていませんが、記載内容が事実であるならば検

討する必要性はあると考える。特に全国の自治体が同一の報告を国等に報告

する者に関し、各自治体が時間を使うのは標準化においてもったいないと考えま

す。

- - - - - - - -

7. 統計 7.1. 厚生労働省への報

告

被保護者調査用

データチェック

変更なし 6 6 0210815 0210815 外国人世帯については、世帯主の国籍別に世帯数・人数の表示がされること。 外国人世帯については、世帯主の国籍別に世帯数・人数の表示がされること。 ○ ◎ ○ 令和8年4月1日

6 0210815 大阪府 実装区分変更

都道府県（本庁）機能として、報告単位の一般市及び郡部に加えて、指

定都市・中核市を含めた都道府県区域全データの処理を可能にするべ

き。

近年、外国人の受給状況が問題提起されやすい状況となっているため、

都道府県全域の動向把握のため必要と考える。

なお、本意見について検討方針の提示があったが、当機能はやむを得な

い場合にのみ実装が必要な機能ではなく、他の実装必須機能と同様に

業務においては必須のものであることから、ベンダーの方針に委ねるの

ではなく必須機能としての記載を求めるものであるため、改めて意見とし

て提出するものである。

-

都道府県業務に関しては分かっていませんが、記載内容が事実であるならば検

討する必要性はあると考える。特に全国の自治体が同一の報告を国等に報告

する者に関し、各自治体が時間を使うのは標準化においてもったいないと考えま

す。

- - - - - - - -

7. 統計 7.1. 厚生労働省への報

告

エラーデータ修正 変更なし 1 1 0210816 0210816 「被保護者調査用データチェック」にて集計した集計値、世帯、世帯員の項目を修正できること。 「被保護者調査用データチェック」にて集計した集計値、世帯、世帯員の項目を修正できること。 ◎ ◎ ◎ 令和8年4月1日

1 0210816 大阪府 機能追加

都道府県（本庁）機能として、報告単位の一般市及び郡部に加えて、指

定都市・中核市を含めた都道府県区域全データの処理を可能にするべ

き。

府内福祉事務所から報告を受けたデータに修正が生じた場合、本庁の

システムデータも最新のデータに修正する必要があるため。

なお、本意見について検討方針の提示があったが、人口減少社会におい

ても公共サービスをデジタルの力で維持・強化していくために、デジタル

技術を最大限、効率的・効果的に活用するという標準化の最大目的があ

る中で、個別の内容についてシステムではなく各都道府県でそれぞれが

独自で作成したExcelマクロを用いた手作業での対応を基本とさせる方針

は、標準化の目的から外れるとともに、デジタル化から大きく退行したも

のであり考え難い。

　当機能は実装により各都道府県の業務省力化はもちろん、厚生労働

省の事務の効率化にも資するものであるため、特定自治体にのみ必要

な機能の実装を求めるものではないことから、改めて意見として提出す

るものである。

-

都道府県業務に関しては分かっていませんが、記載内容が事実であるならば検

討する必要性はあると考える。特に全国の自治体が同一の報告を国等に報告

する者に関し、各自治体が時間を使うのは標準化においてもったいないと考えま

す。

- - - - - - - -

7. 統計 7.1. 厚生労働省への報

告

エラーデータ修正 変更なし 2 2 0211562 0211562 修正時に合計値などで不整合がある場合はエラー表示すること。 修正時に合計値などで不整合がある場合はエラー表示すること。 ◎ ◎ ◎ 令和8年4月1日

2 0211562 大阪府 機能追加

都道府県（本庁）機能として、報告単位の一般市及び郡部に加えて、指

定都市・中核市を含めた都道府県区域全データの処理を可能にするべ

き。

被保護者調査を正しく報告するためには、都道府県（本庁）機能として、

修正時に合計値などで不整合がある場合はエラー表示することは必須

と考える。

なお、本意見について検討方針の提示があったが、人口減少社会におい

ても公共サービスをデジタルの力で維持・強化していくために、デジタル

技術を最大限、効率的・効果的に活用するという標準化の最大目的があ

る中で、個別の内容についてシステムではなく各都道府県でそれぞれが

独自で作成したExcelマクロを用いた手作業での対応を基本とさせる方針

は、標準化の目的から外れるとともに、デジタル化から大きく退行したも

のであり考え難い。

　当機能は実装により各都道府県の業務省力化はもちろん、厚生労働

省の事務の効率化にも資するものであるため、特定自治体にのみ必要

な機能の実装を求めるものではないことから、改めて意見として提出す

るものである。

-

都道府県業務に関しては分かっていませんが、記載内容が事実であるならば検

討する必要性はあると考える。特に全国の自治体が同一の報告を国等に報告

する者に関し、各自治体が時間を使うのは標準化においてもったいないと考えま

す。

- - - - - - - -

7. 統計 7.1. 厚生労働省への報

告

被保護者調査用

データ作成

変更なし 1 1 0210818 0210818 生活保護業務データシステムに登録できる被保護者調査用（基礎調査、個別調査、月別概要）のデータファイル（CSV形式）を出力できること。 生活保護業務データシステムに登録できる被保護者調査用（基礎調査、個別調査、月別概要）のデータファイル（CSV形式）を出力できること。 ◎ ◎ ◎ 令和8年4月1日

1 0210818

大阪府 機能追加 都道府県（本庁）機能として、一般市及び郡部のデータ（csv）取り込みを

可能にし、被保護者調査月別概要の報告単位である「都道府県計」の

csvデータの出力を可能とするべき。加えて、指定都市・中核市を含めた

都道府県区域全データの取り込み処理も可能にするべき。

・都道府県（本庁）において、管内全域の福祉事務所のcsvデータの取り

込みが可能になれば、都道府県（本庁）のシステムにおいて、「都道府県

計」のcsvデータの出力やエラーチェックが行えるため必須機能であると

考える。（現行システムでは「都道府県計」のcsvデータを出力できないた

め、手入力。）

・また、csvデータの取り込みとシステムでのエラーチェックを可能にする

ことで、被保護者調査の報告システムの生活保護業務データシステム

への入力（報告）の精度があがるため、都道府県（本庁）システムにおい

て、指定都市・中核市を含めた都道府県区域全データのデータファイル

（CSV形式）及び集計機能は必須であると考える。

なお、本意見について検討方針の提示があったが、人口減少社会におい

ても公共サービスをデジタルの力で維持・強化していくために、デジタル

技術を最大限、効率的・効果的に活用するという標準化の最大目的があ

る中で、個別の内容についてシステムではなく各都道府県でそれぞれが

独自で作成したExcelマクロを用いた手作業での対応を基本とさせる方針

は、標準化の目的から外れるとともに、デジタル化から大きく退行したも

のであり考え難い。

　当機能は実装により各都道府県の業務省力化はもちろん、厚生労働

省の事務の効率化にも資するものであるため、特定自治体にのみ必要

な機能の実装を求めるものではないことから、改めて意見として提出す

-

都道府県業務に関しては分かっていませんが、記載内容が事実であるならば検

討する必要性はあると考える。特に全国の自治体が同一の報告を国等に報告

する者に関し、各自治体が時間を使うのは標準化においてもったいないと考えま

す。

- - - - - - - -

7. 統計 7.1. 厚生労働省への報

告

被保護者調査用

データ作成

変更なし 4 4 0210822 0210822 世帯類型別被保護世帯状況を一覧で確認できること。 世帯類型別被保護世帯状況を一覧で確認できること。 ○ ◎ ○ 令和8年4月1日

4 210822 大阪府 機能追加

都道府県（本庁）機能として、報告単位の一般市及び郡部に加えて、指

定都市・中核市を含めた都道府県区域全データの処理を可能にするべ

き。

厚労省監査の資料作成において必要であるから。

なお、本意見について検討方針の提示があったが、人口減少社会におい

ても公共サービスをデジタルの力で維持・強化していくために、デジタル

技術を最大限、効率的・効果的に活用するという標準化の最大目的があ

る中で、個別の内容についてシステムではなく各都道府県でそれぞれが

独自で作成したExcelマクロを用いた手作業での対応を基本とさせる方針

は、標準化の目的から外れるとともに、デジタル化から大きく退行したも

のであり考え難い。

　当機能は実装により各都道府県の業務省力化はもちろん、厚生労働

省の事務の効率化にも資するものであるため、特定自治体にのみ必要

な機能の実装を求めるものではないことから、改めて意見として提出す

るものである。

-

都道府県業務に関しては分かっていませんが、記載内容が事実であるならば検

討する必要性はあると考える。特に全国の自治体が同一の報告を国等に報告

する者に関し、各自治体が時間を使うのは標準化においてもったいないと考えま

す。

- - - - - - - -

7. 統計 7.1. 厚生労働省への報

告

被保護者調査用

データ作成

変更なし 6 6 0210824 0210824 月別調査票繰替支弁分を一覧で確認できること。 月別調査票繰替支弁分を一覧で確認できること。 ○ ○ ○ 令和8年4月1日

6 0210824 大阪府 実装区分変更
都道府県（本庁）機能として、一般市及び郡部の数値確認ができるよう、

実装必須機能とするべき。

月別概要繰替支弁分の数値は、交付税の算定の基礎数値であり、総務

省あて都道府県が報告するものであるから。

なお、本意見について検討方針の提示があったが、当機能はやむを得な

い場合にのみ実装が必要な機能ではなく、他の実装必須機能と同様に

業務においては必須のものであることから、ベンダーの方針に委ねるの

ではなく必須機能としての記載を求めるものであるため、改めて意見とし

て提出するものである。

-

都道府県業務に関しては分かっていませんが、記載内容が事実であるならば検

討する必要性はあると考える。特に全国の自治体が同一の報告を国等に報告

する者に関し、各自治体が時間を使うのは標準化においてもったいないと考えま

す。

- - - - - - - -

7. 統計 7.1. 厚生労働省への報

告

被保護者調査用

データ作成

変更なし 7 7 0210825 0210825 被生活保護者に関する調を一覧で確認できること。 被生活保護者に関する調を一覧で確認できること。 ○ ○ ○ 令和8年4月1日

7 0210825 大阪府 実装区分変更
都道府県（本庁）機能として、一般市及び郡部の数値確認ができるよう、

実装必須機能とするべき。

月別概要繰替支弁分の数値は、交付税の算定の基礎数値であり、総務

省あて都道府県が報告するものであるから。なお、本意見について検討

方針の提示があったが、当機能はやむを得ない場合にのみ実装が必要

な機能ではなく、他の実装必須機能と同様に業務においては必須のもの

であることから、ベンダーの方針に委ねるのではなく必須機能としての記

載を求めるものであるため、改めて意見として提出するものである。

-

都道府県業務に関しては分かっていませんが、記載内容が事実であるならば検

討する必要性はあると考える。特に全国の自治体が同一の報告を国等に報告

する者に関し、各自治体が時間を使うのは標準化においてもったいないと考えま

す。

- - - - - - - -

7. 統計 7.1. 厚生労働省への報

告

被保護者調査用

データ情報の確認

変更なし 1 1 0211153 0211153 以下の情報をシステム上の画面で確認できること。

・基礎調査票情報

・個別調査票情報

・月別調査票情報

以下の情報をシステム上の画面で確認できること。

・基礎調査票情報

・個別調査票情報

・月別調査票情報

◎ ◎ ◎ 内部帳票はシステム上の画面での確認という手法を想定してい

る。

令和8年4月1日

1 0211153 大阪府 機能追加
都道府県（本庁）機能として、一般市及び郡部の数値確認ができるよう

にするべき。

被保護者調査の報告単位が一般市及び郡部であるため。

なお、本意見について検討方針の提示があったが、人口減少社会におい

ても公共サービスをデジタルの力で維持・強化していくために、デジタル

技術を最大限、効率的・効果的に活用するという標準化の最大目的があ

る中で、個別の内容についてシステムではなく各都道府県でそれぞれが

独自で作成したExcelマクロを用いた手作業での対応を基本とさせる方針

は、標準化の目的から外れるとともに、デジタル化から大きく退行したも

のであり考え難い。

　当機能は実装により各都道府県の業務省力化はもちろん、厚生労働

省の事務の効率化にも資するものであるため、特定自治体にのみ必要

な機能の実装を求めるものではないことから、改めて意見として提出す

るものである。

-

都道府県業務に関しては分かっていませんが、記載内容が事実であるならば検

討する必要性はあると考える。特に全国の自治体が同一の報告を国等に報告

する者に関し、各自治体が時間を使うのは標準化においてもったいないと考えま

す。

- - - - - - - -

7. 統計 7.2. 総務省への報告 月別調査繰替支弁

分

変更なし 1 1 0211886 0211886 以下の情報を集計できること。

・月別調査繰替支弁分

以下の情報を集計できること。

・月別調査繰替支弁分

◎ ◎ ◎ ・「月別調査繰替支弁分」とは、生活保護法第７２条の規定により

一時繰替支弁を行った保護費(他の都道府県又は市町村が支弁

すべき保護費及び保護施設事務費等)に係る被生活保護者数を

把握するための項目となる。

・本調査で取得した情報は総務省自治財政局交付税課による「普

通交付税及び地方特例交付金の額の算定に用いる基礎数値等

について」照会における、調査票県需第２２「被生活保護者数に関

する調」で使用される想定である。

・当該調査票は福祉事務所（自治体）別に、被保護者調査の４月

から翌３月分の実人員の合計を、扶助別（医療扶助においては入

院・入外の別）に記載する必要がある。

　また、都道府県費等での負担となる被保護者数等を、「繰替支弁

等による増減」として記載する必要がある。そのため、福祉事務所

から都道府県へ提出された報告内容のチェック、集計機能が必要

【2.2版】

・機能要件を機能ID：0210811から分割

令和8年4月1日

1 0211886 大阪府 機能追加
都道府県（本庁）機能として、一般市及び郡部の数値の集計及び一覧で

確認できるようにするべき。

総務省の報告単位が一般市及び郡部であるため。

なお、本意見について検討方針の提示があったが、人口減少社会におい

ても公共サービスをデジタルの力で維持・強化していくために、デジタル

技術を最大限、効率的・効果的に活用するという標準化の最大目的があ

る中で、個別の内容についてシステムではなく各都道府県でそれぞれが

独自で作成したExcelマクロを用いた手作業での対応を基本とさせる方針

は、標準化の目的から外れるとともに、デジタル化から大きく退行したも

のであり考え難い。

　当機能は実装により各都道府県の業務省力化はもちろん、厚生労働

省の事務の効率化にも資するものであるため、特定自治体にのみ必要

な機能の実装を求めるものではないことから、改めて意見として提出す

るものである。

-

都道府県業務に関しては分かっていませんが、記載内容が事実であるならば検

討する必要性はあると考える。特に全国の自治体が同一の報告を国等に報告

する者に関し、各自治体が時間を使うのは標準化においてもったいないと考えま

す。

- - - - - - - -

8. 共通・その他 8.1. 他システム連携 マイナンバーシステ

ム連携

変更なし 10 10 0212035 0212035 照会対象者の被保護者を複数抽出し選択した上で、マイナンバーの情報提供ネットワークシステム経由で、日本年金機構へ被保護者の年金受給

額情報を照会出来ること。

照会対象者の被保護者を複数抽出し選択した上で、マイナンバーの情報提供ネットワークシステム経由で、日本年金機構へ被保護者の年金受給

額情報を照会出来ること。

○ ○ ○ ・当機能要件は、日本年金機構から情報提供ネットワークシステ

ムを経由して取得した年金額（12分割したもの）を被保護世帯の各

月の収入認定額に反映する運用の実現のための機能である。

・日本年金機構への年金額情報の照会にあたって、照会する対象

者を抽出し、照会するための機能として想定している。

【2.3版】

令和6年地方分権改革に関する提案募集における提案に伴

い、機能要件を追加

令和11年4月1日

10 0212035 北九州市 実装区分変更 オプション機能ではなく、実装必須機能としていただきたい。

情報提供ネットワークシステム経由で取得した年金額を生活保護システ

ムに手入力する必要がなくなり、ケースワーカーの事務効率が大幅に向

上するため、当機能は実装必須とすべきと考える。

オプション機能の場合、すでに標準化した自治体やシステム選定済みの

自治体は、当機能を実装するベンダーを選択することは事実上不可能

であり、事務効率化の可否をベンダーの判断に委ねざるを得なくなること

も考慮していただきたい。

実績あり - - - - - - - - - -

8. 共通・その他 8.1. 他システム連携 マイナンバーシステ

ム連携

変更なし 11 11 0212036 0212036 マイナンバーの情報提供ネットワークシステム経由で、日本年金機構から複数の被保護者の年金受給額情報を受け取り、システムに取り込める

こと。

マイナンバーの情報提供ネットワークシステム経由で、日本年金機構から複数の被保護者の年金受給額情報を受け取り、システムに取り込める

こと。

○ ○ ○ ・当機能要件は、日本年金機構から情報提供ネットワークシステ

ムを経由して取得した年金額（12分割したもの）を被保護世帯の各

月の収入認定額に反映する運用の実現のための機能である。

・日本年金機構への年金額情報の照会結果を生活保護システム

に取り込むための機能として想定している。

【2.3版】

令和6年地方分権改革に関する提案募集における提案に伴

い、機能要件を追加

令和11年4月1日

11 0212036 北九州市 実装区分変更 オプション機能ではなく、実装必須機能としていただきたい。

情報提供ネットワークシステム経由で取得した年金額を生活保護システ

ムに手入力する必要がなくなり、ケースワーカーの事務効率が大幅に向

上するため、当機能は実装必須とすべきと考える。

オプション機能の場合、すでに標準化した自治体やシステム選定済みの

自治体は、当機能を実装するベンダーを選択することは事実上不可能

であり、事務効率化の可否をベンダーの判断に委ねざるを得なくなること

も考慮していただきたい。

実績あり - - - - - - - - - -

8. 共通・その他 8.1. 他システム連携 健康管理システム

連携

修正 1 1 0213044 211909 健康管理システム等にから健康診査情報を照会できること。

※1 共通基盤等との連携を含む

※2 データの参照、取り込み（サブセット化）は問わず、本システムで利用できること

※3 連携頻度は日次・月次等とする

※4 各事業の対象者及び関係者の異動者及び異動内容をＥＵＣ機能等により確認できること

健康管理システム等から健康診査情報を照会できること。

※1 共通基盤等との連携を含む

※2 データの参照、取り込み（サブセット化）は問わず、本システムで利用できること

※3 連携頻度は日次・月次等とする

※4 各事業の対象者及び関係者の異動者及び異動内容をＥＵＣ機能等により確認できること

◎ ◎ ◎ ・連携項目は、機能別連携仕様（生活保護）に定めるとおりとす

る。

・ネットワーク上でシステム間が連携する方法、システムから出力

されたファイルを手作業で連携する方法のいずれの運用を行うこ

とも想定している。

・出力されたファイル連携においては、標準準拠システム以外との

【2.1版】

・機能要件を変更

・連携システムの記載に誤りがあったため修正

【2.3版】

・令和7年10月31日付けで正誤表にて修正

令和10年4月1日

1 213044 株式会社　ＩＪＣ 実装区分変更 実装区分をオプションに変更いただきたい。

「要件の考え方・理由」に「原則としてレセプト管理システムで実現できる

ことが望ましい」と記載されており、生活保護システムでは実装必須では

ない想定のため。

実績なし -

当該データの用途により管理するシステムが違うのかなと考えます。国のサー

バにデータ連携することのみを想定し、「原則としてレセプト管理システムで実現

できることが望ましい。」との記載になっているのかと考えますが、効果的・効率

的な生活保護業務を実施する上で、活用できる情報が集約されていないのは

データの二次利用の観点から歓迎できない。他の項目で記載しましたが、レセプ

ト管理システム内の被保護者情報は最新でないうえに不足もあるため、仮に健

保健指導情報・健診情報等について、生活保護システムで実装必須とする意見と、レセプ

ト管理システムで対応し、生活保護システム側は標準オプションとする意見が出ていま

す。

個々の機能ごとに実装区分を決めるのではなく、各システムの役割、正とするデータ、連

携項目、名寄せ・エラー時の処理及びIFを整理した上で、実装区分を決める必要があると

考えます。

- - - - - - -

8. 共通・その他 8.1. 他システム連携 健康管理システム

連携

修正 1 1 0213044 0211909 健康管理システム等にから健康診査情報を照会できること。

※1 共通基盤等との連携を含む

※2 データの参照、取り込み（サブセット化）は問わず、本システムで利用できること

※3 連携頻度は日次・月次等とする

※4 各事業の対象者及び関係者の異動者及び異動内容をＥＵＣ機能等により確認できること

健康管理システム等から健康診査情報を照会できること。

※1 共通基盤等との連携を含む

※2 データの参照、取り込み（サブセット化）は問わず、本システムで利用できること

※3 連携頻度は日次・月次等とする

※4 各事業の対象者及び関係者の異動者及び異動内容をＥＵＣ機能等により確認できること

◎ ◎ ◎ ・連携項目は、機能別連携仕様（生活保護）に定めるとおりとす

る。

・ネットワーク上でシステム間が連携する方法、システムから出力

されたファイルを手作業で連携する方法のいずれの運用を行うこ

とも想定している。

・出力されたファイル連携においては、標準準拠システム以外との

連携を行う運用も想定している。

・当該機能要件は、生活保護システムおよびレセプト管理システ

ムの両方に定義されており、いずれのシステムで実現することも

可能であるが、原則としてレセプト管理システムで実現できること

【2.1版】

・機能要件を変更

・連携システムの記載に誤りがあったため修正

【2.3版】

・令和7年10月31日付けで正誤表にて修正

【2.4版】

・PMOツールでの意見に基づき、機能要件、要件の考え方・

理由を修正

令和10年4月1日

1 0213044 富士通Japan（株） 実装区分変更 実装区分を「○：標準オプション機能」に修正にしていただきたい。
原則としてレセプト管理システムで実現できることが望ましい。との記載

であれば生活保護システムの対応は必須でないと考えるため。
実績なし -

当該データの用途により管理するシステムが違うのかなと考えます。国のサー

バにデータ連携することのみを想定し、「原則としてレセプト管理システムで実現

できることが望ましい。」との記載になっているのかと考えますが、効率的・効果

的な生活保護業務を実施する上で、活用できる情報が集約されていないのは

データの二次利用の観点から歓迎できない。仮に健康管理の指導対象とするな

ど、指導を目的としたデータ活用をすることを想定すれば、生活保護システムで

の管理が必須と考えます。

保健指導情報・健診情報等について、生活保護システムで実装必須とする意見と、レセプ

ト管理システムで対応し、生活保護システム側は標準オプションとする意見が出ていま

す。

個々の機能ごとに実装区分を決めるのではなく、各システムの役割、正とするデータ、連

携項目、名寄せ・エラー時の処理及びIFを整理した上で、実装区分を決める必要があると

考えます。

- - - - - - - ◯

8. 共通・その他 8.1. 他システム連携 健康管理システム

連携

変更なし 2 2 0211918 211918 健康管理システム等から、健診情報の突合のための宛名番号を取り込みできること。 健康管理システム等から、健診情報の突合のための宛名番号を取り込みできること。 ◎ ◎ ◎ ・2.0版において、オンライン資格確認に関する機能として、健診情

報を健康管理システムから受け取るための機能を追加。

・ネットワーク上でシステム間が連携する方法、システムから出力

されたファイルを手作業で連携する方法のいずれの運用を行うこ

とも想定している。

・出力されたファイル連携においては、標準準拠システム以外との

連携を行う運用も想定している。

・当該機能要件は、生活保護システムおよびレセプト管理システ

ムの両方に定義されており、いずれのシステムで実現することも

可能であるが、原則としてレセプト管理システムで実現できること

【2.1版】

・機能要件を変更

・連携システムの記載に誤りがあったため修正

【2.3版】

・令和7年10月31日付けで正誤表にて修正

【2.4版】

・PMOツールでの意見に基づき、機能要件、要件の考え方・

理由を修正

令和9年4月1日

2 211918 株式会社　ＩＪＣ 実装区分変更 実装区分をオプションに変更いただきたい。

「要件の考え方・理由」に「原則としてレセプト管理システムで実現できる

ことが望ましい」と記載されており、生活保護システムでは実装必須では

ない想定のため。

実績なし -

当該データの用途により管理するシステムが違うのかなと考えます。国のサー

バにデータ連携することのみを想定し、「原則としてレセプト管理システムで実現

できることが望ましい。」との記載になっているのかと考えますが、効果的・効率

的な生活保護業務を実施する上で、活用できる情報が集約されていないのは

データの二次利用の観点から歓迎できない。他の項目で記載しましたが、レセプ

ト管理システム内の被保護者情報は最新でないうえに不足もあるため、仮に健

康管理の指導対象とするなど、指導を目的としたデータ活用をすることを想定す

れば、生活保護システムでの管理が必須と考えます。

保健指導情報・健診情報等について、生活保護システムで実装必須とする意見と、レセプ

ト管理システムで対応し、生活保護システム側は標準オプションとする意見が出ていま

す。

個々の機能ごとに実装区分を決めるのではなく、各システムの役割、正とするデータ、連

携項目、名寄せ・エラー時の処理及びIFを整理した上で、実装区分を決める必要があると

考えます。

- - - - - - -

8. 共通・その他 8.1. 他システム連携 健康管理システム

連携

変更なし 2 2 0211918 0211918 健康管理システム等から、健診情報の突合のための宛名番号を取り込みできること。 健康管理システム等から、健診情報の突合のための宛名番号を取り込みできること。 ◎ ◎ ◎ ・2.0版において、オンライン資格確認に関する機能として、健診情

報を健康管理システムから受け取るための機能を追加。

・ネットワーク上でシステム間が連携する方法、システムから出力

されたファイルを手作業で連携する方法のいずれの運用を行うこ

とも想定している。

・出力されたファイル連携においては、標準準拠システム以外との

連携を行う運用も想定している。

・当該機能要件は、生活保護システムおよびレセプト管理システ

【2.1版】

・機能要件を変更

・連携システムの記載に誤りがあったため修正

【2.3版】

・令和7年10月31日付けで正誤表にて修正

【2.4版】

令和9年4月1日

2 0211918 富士通Japan（株） 実装区分変更 実装区分を「○：標準オプション機能」に修正にしていただきたい。
原則としてレセプト管理システムで実現できることが望ましい。との記載

であれば生活保護システムの対応は必須でないと考えるため。
実績なし -

当該データの用途により管理するシステムが違うのかなと考えます。国のサー

バにデータ連携することのみを想定し、「原則としてレセプト管理システムで実現

できることが望ましい。」との記載になっているのかと考えますが、効果的・効率

的な生活保護業務を実施する上で、活用できる情報が集約されていないのは

データの二次利用の観点から歓迎できない。他の項目で記載しましたが、レセプ

ト管理システム内の被保護者情報は最新でないうえに不足もあるため、仮に健

康管理の指導対象とするなど、指導を目的としたデータ活用をすることを想定す

れば、生活保護システムでの管理が必須と考えます。

保健指導情報・健診情報等について、生活保護システムで実装必須とする意見と、レセプ

ト管理システムで対応し、生活保護システム側は標準オプションとする意見が出ていま

す。

個々の機能ごとに実装区分を決めるのではなく、各システムの役割、正とするデータ、連

携項目、名寄せ・エラー時の処理及びIFを整理した上で、実装区分を決める必要があると

考えます。

- - - - - - - ◯

8. 共通・その他 8.1. 他システム連携 健康管理システム

連携

変更なし 3 3 0211919 211919 健康管理システム等から、健診情報の突合のための基本4情報を取り込みできること。

【管理項目】

・カナ氏名

・生年月日

・性別

・住所

健康管理システム等から、健診情報の突合のための基本4情報を取り込みできること。

【管理項目】

・カナ氏名

・生年月日

・性別

・住所

◎ ◎ ◎ ・2.0版において、オンライン資格確認に関する機能として、健診情

報を健康管理システムから受け取るための機能を追加。

・ネットワーク上でシステム間が連携する方法、システムから出力

されたファイルを手作業で連携する方法のいずれの運用を行うこ

とも想定している。

・出力されたファイル連携においては、標準準拠システム以外との

連携を行う運用も想定している。

・当該機能要件は、生活保護システムおよびレセプト管理システ

ムの両方に定義されており、いずれのシステムで実現することも

可能であるが、原則としてレセプト管理システムで実現できること

【2.1版】

・機能要件を変更

・連携システムの記載に誤りがあったため修正

【2.3版】

・令和7年10月31日付けで正誤表にて修正

【2.4版】

・PMOツールでの意見に基づき、機能要件、要件の考え方・

理由を修正

令和9年4月1日

3 211919 株式会社　ＩＪＣ 実装区分変更 実装区分をオプションに変更いただきたい。

「要件の考え方・理由」に「原則としてレセプト管理システムで実現できる

ことが望ましい」と記載されており、生活保護システムでは実装必須では

ない想定のため。

実績なし -

当該データの用途により管理するシステムが違うのかなと考えます。国のサー

バにデータ連携することのみを想定し、「原則としてレセプト管理システムで実現

できることが望ましい。」との記載になっているのかと考えますが、効果的・効率

的な生活保護業務を実施する上で、活用できる情報が集約されていないのは

データの二次利用の観点から歓迎できない。他の項目で記載しましたが、レセプ

ト管理システム内の被保護者情報は最新でないうえに不足もあるため、仮に健

康管理の指導対象とするなど、指導を目的としたデータ活用をすることを想定す

れば、生活保護システムでの管理が必須と考えます。

保健指導情報・健診情報等について、生活保護システムで実装必須とする意見と、レセプ

ト管理システムで対応し、生活保護システム側は標準オプションとする意見が出ていま

す。

個々の機能ごとに実装区分を決めるのではなく、各システムの役割、正とするデータ、連

携項目、名寄せ・エラー時の処理及びIFを整理した上で、実装区分を決める必要があると

考えます。

- - - - - - -

8. 共通・その他 8.1. 他システム連携 健康管理システム

連携

変更なし 3 3 0211919 0211919 健康管理システム等から、健診情報の突合のための基本4情報を取り込みできること。

【管理項目】

・カナ氏名

・生年月日

・性別

・住所

健康管理システム等から、健診情報の突合のための基本4情報を取り込みできること。

【管理項目】

・カナ氏名

・生年月日

・性別

・住所

◎ ◎ ◎ ・2.0版において、オンライン資格確認に関する機能として、健診情

報を健康管理システムから受け取るための機能を追加。

・ネットワーク上でシステム間が連携する方法、システムから出力

されたファイルを手作業で連携する方法のいずれの運用を行うこ

とも想定している。

・出力されたファイル連携においては、標準準拠システム以外との

連携を行う運用も想定している。

・当該機能要件は、生活保護システムおよびレセプト管理システ

ムの両方に定義されており、いずれのシステムで実現することも

可能であるが、原則としてレセプト管理システムで実現できること

【2.1版】

・機能要件を変更

・連携システムの記載に誤りがあったため修正

【2.3版】

・令和7年10月31日付けで正誤表にて修正

【2.4版】

・PMOツールでの意見に基づき、機能要件、要件の考え方・

理由を修正

令和9年4月1日

3 0211919 富士通Japan（株） 実装区分変更 実装区分を「○：標準オプション機能」に修正にしていただきたい。
原則としてレセプト管理システムで実現できることが望ましい。との記載

であれば生活保護システムの対応は必須でないと考えるため。
実績なし -

当該データの用途により管理するシステムが違うのかなと考えます。国のサー

バにデータ連携することのみを想定し、「原則としてレセプト管理システムで実現

できることが望ましい。」との記載になっているのかと考えますが、効果的・効率

的な生活保護業務を実施する上で、活用できる情報が集約されていないのは

データの二次利用の観点から歓迎できない。他の項目で記載しましたが、レセプ

ト管理システム内の被保護者情報は最新でないうえに不足もあるため、仮に健

康管理の指導対象とするなど、指導を目的としたデータ活用をすることを想定す

れば、生活保護システムでの管理が必須と考えます。

保健指導情報・健診情報等について、生活保護システムで実装必須とする意見と、レセプ

ト管理システムで対応し、生活保護システム側は標準オプションとする意見が出ていま

す。

個々の機能ごとに実装区分を決めるのではなく、各システムの役割、正とするデータ、連

携項目、名寄せ・エラー時の処理及びIFを整理した上で、実装区分を決める必要があると

考えます。

- - - - - - - ◯

4. 共通・その他 4.11. 他システム連携 健康管理システム

連携他システムから

のデータ取り込み

修正 5 5 0213041 0211998 健康管理システムから、保健指導情報の突合のための宛名番号を取り込みできること。 健康管理システムから、保健指導情報の突合のための宛名番号を取り込みできること。 ◎ ◎ ◎ ・保健指導情報を健康管理システムから受け取るための機能

・当機能要件は、保健指導情報の管理に関する機能要件である。

・参照すべき通知は今後改正の上、通知発出を想定している。

　現時点で参照できる通知は、令和6年3月27日付け社援発 0327

第 25 号における「健康保険法施行規則等の一部を改正する省令

の交付について」となる。

【2.3版】

・法制度改正に基づき、機能要件を追加

【2.4版】

・令和8年3月30日付けで正誤表にて修正

令和9年4月1日

5 0213041 富士通Japan（株） 実装区分変更 実装区分を「○：標準オプション機能」に修正にしていただきたい。
原則としてレセプト管理システムで実現できることが望ましい。との記載

であれば生活保護システムの対応は必須でないと考えるため。
実績なし -

当該データの用途により管理するシステムが違うのかなと考えます。国のサー

バにデータ連携することのみを想定し、「原則としてレセプト管理システムで実現

できることが望ましい。」との記載になっているのかと考えますが、効果的・効率

的な生活保護業務を実施する上で、活用できる情報が集約されていないのは

データの二次利用の観点から歓迎できない。他の項目で記載しましたが、レセプ

ト管理システム内の被保護者情報は最新でないうえに不足もあるため、仮に健

康管理の指導対象とするなど、指導を目的としたデータ活用をすることを想定す

保健指導情報・健診情報等について、生活保護システムで実装必須とする意見と、レセプ

ト管理システムで対応し、生活保護システム側は標準オプションとする意見が出ていま

す。

個々の機能ごとに実装区分を決めるのではなく、各システムの役割、正とするデータ、連

携項目、名寄せ・エラー時の処理及びIFを整理した上で、実装区分を決める必要があると

考えます。

- - - - - - - ◯

4. 共通・その他 4.11. 他システム連携 健康管理システム

連携他システムから

のデータ取り込み

修正 5 5 0213041 211998 健康管理システムから、保健指導情報の突合のための宛名番号を取り込みできること。 健康管理システムから、保健指導情報の突合のための宛名番号を取り込みできること。 ◎ ◎ ◎ ・保健指導情報を健康管理システムから受け取るための機能

・当機能要件は、保健指導情報の管理に関する機能要件である。

・参照すべき通知は今後改正の上、通知発出を想定している。

　現時点で参照できる通知は、令和6年3月27日付け社援発 0327

第 25 号における「健康保険法施行規則等の一部を改正する省令

の交付について」となる。

【2.3版】

・法制度改正に基づき、機能要件を追加

【2.4版】

・令和8年3月30日付けで正誤表にて修正

令和9年4月1日

5 213041 株式会社　ＩＪＣ その他

①健康管理システムから連携される対象データのインターフェイス仕様

書を定義していただきたい。

②実装区分をオプションに変更いただきたい。

①自治体様毎に異なるレイアウトでの取込を実装することとなり、自治体

様毎にカスタマイズが発生する可能性があるため。

②健診情報と同等の取扱いになり、原則レセプト管理システムで実現す

る機能であり、生活保護システムでは実装必須ではない想定のため。

実績なし -

当該データの用途により管理するシステムが違うのかなと考えます。国のサー

バにデータ連携することのみを想定し、「原則としてレセプト管理システムで実現

できることが望ましい。」との記載になっているのかと考えますが、効果的・効率

的な生活保護業務を実施する上で、活用できる情報が集約されていないのは

データの二次利用の観点から歓迎できない。他の項目で記載しましたが、レセプ

ト管理システム内の被保護者情報は最新でないうえに不足もあるため、仮に健

康管理の指導対象とするなど、指導を目的としたデータ活用をすることを想定す

保健指導情報・健診情報等について、生活保護システムで実装必須とする意見と、レセプ

ト管理システムで対応し、生活保護システム側は標準オプションとする意見が出ていま

す。

個々の機能ごとに実装区分を決めるのではなく、各システムの役割、正とするデータ、連

携項目、名寄せ・エラー時の処理及びIFを整理した上で、実装区分を決める必要があると

考えます。

- - - - - - -

4. 共通・その他 4.11. 他システム連携 健康管理システム

連携他システムから

のデータ取り込み

修正 6 6 0213042 0211999 健康管理システムから、保健指導情報の突合のための基本4情報を取り込みできること。

【管理項目】

・カナ氏名

・生年月日

・性別

・住所

健康管理システムから、保健指導情報の突合のための基本4情報を取り込みできること。

【管理項目】

・カナ氏名

・生年月日

・性別

・住所

◎ ◎ ◎ ・保健指導時の4情報を健康管理システムから受け取るための機

能

・当機能要件は、保健指導情報の管理に関する機能要件である。

・参照すべき通知は今後改正の上、通知発出を想定している。

　現時点で参照できる通知は、令和6年3月27日付け社援発 0327

第 25 号における「健康保険法施行規則等の一部を改正する省令

の交付について」となる。

【2.3版】

・法制度改正に基づき、機能要件を追加

【2.4版】

・令和8年3月30日付けで正誤表にて修正

令和9年4月1日

6 0213042 富士通Japan（株） 実装区分変更 実装区分を「○：標準オプション機能」に修正にしていただきたい。
原則としてレセプト管理システムで実現できることが望ましい。との記載

であれば生活保護システムの対応は必須でないと考えるため。
実績なし -

当該データの用途により管理するシステムが違うのかなと考えます。国のサー

バにデータ連携することのみを想定し、「原則としてレセプト管理システムで実現

できることが望ましい。」との記載になっているのかと考えますが、効果的・効率

的な生活保護業務を実施する上で、活用できる情報が集約されていないのは

データの二次利用の観点から歓迎できない。他の項目で記載しましたが、レセプ

ト管理システム内の被保護者情報は最新でないうえに不足もあるため、仮に健

康管理の指導対象とするなど、指導を目的としたデータ活用をすることを想定す

れば、生活保護システムでの管理が必須と考えます。

保健指導情報・健診情報等について、生活保護システムで実装必須とする意見と、レセプ

ト管理システムで対応し、生活保護システム側は標準オプションとする意見が出ていま

す。

個々の機能ごとに実装区分を決めるのではなく、各システムの役割、正とするデータ、連

携項目、名寄せ・エラー時の処理及びIFを整理した上で、実装区分を決める必要があると

考えます。

- - - - - - - ◯

4. 共通・その他 4.11. 他システム連携 健康管理システム

連携他システムから

のデータ取り込み

修正 6 6 0213042 211999 健康管理システムから、保健指導情報の突合のための基本4情報を取り込みできること。

【管理項目】

・カナ氏名

・生年月日

・性別

・住所

健康管理システムから、保健指導情報の突合のための基本4情報を取り込みできること。

【管理項目】

・カナ氏名

・生年月日

・性別

・住所

◎ ◎ ◎ ・保健指導時の4情報を健康管理システムから受け取るための機

能

・当機能要件は、保健指導情報の管理に関する機能要件である。

・参照すべき通知は今後改正の上、通知発出を想定している。

　現時点で参照できる通知は、令和6年3月27日付け社援発 0327

第 25 号における「健康保険法施行規則等の一部を改正する省令

の交付について」となる。

【2.3版】

・法制度改正に基づき、機能要件を追加

【2.4版】

・令和8年3月30日付けで正誤表にて修正

令和9年4月1日

6 213042 株式会社　ＩＪＣ その他

①健康管理システムから連携される対象データのインターフェイス仕様

書を定義していただきたい。

②実装区分をオプションに変更いただきたい。

①自治体様毎に異なるレイアウトでの取込を実装することとなり、自治体

様毎にカスタマイズが発生する可能性があるため。

②健診情報と同等の取扱いになり、原則レセプト管理システムで実現す

る機能であり、生活保護システムでは実装必須ではない想定のため。

実績なし -

当該データの用途により管理するシステムが違うのかなと考えます。国のサー

バにデータ連携することのみを想定し、「原則としてレセプト管理システムで実現

できることが望ましい。」との記載になっているのかと考えますが、効果的・効率

的な生活保護業務を実施する上で、活用できる情報が集約されていないのは

データの二次利用の観点から歓迎できない。他の項目で記載しましたが、レセプ

ト管理システム内の被保護者情報は最新でないうえに不足もあるため、仮に健

康管理の指導対象とするなど、指導を目的としたデータ活用をすることを想定す

れば、生活保護システムでの管理が必須と考えます。

保健指導情報・健診情報等について、生活保護システムで実装必須とする意見と、レセプ

ト管理システムで対応し、生活保護システム側は標準オプションとする意見が出ていま

す。

個々の機能ごとに実装区分を決めるのではなく、各システムの役割、正とするデータ、連

携項目、名寄せ・エラー時の処理及びIFを整理した上で、実装区分を決める必要があると

考えます。

- - - - - - -

8. 共通・その他 8.1. 他システム連携 固定資産税システ

ム連携

変更なし 1 1 0211928 0211928 固定資産税システム等に、固定資産税情報を照会できること。

※1 共通基盤等との連携を含む

※2 データの参照、取り込み（サブセット化）は問わず、本システムで利用できること

※3 連携頻度は日次・月次等とする

※4 各事業の対象者及び関係者の異動者及び異動内容をＥＵＣ機能等により確認できること

固定資産税システム等に、固定資産税情報を照会できること。

※1 共通基盤等との連携を含む

※2 データの参照、取り込み（サブセット化）は問わず、本システムで利用できること

※3 連携頻度は日次・月次等とする

※4 各事業の対象者及び関係者の異動者及び異動内容をＥＵＣ機能等により確認できること

◎ ◎ ◎ ・連携項目は、機能別連携仕様（生活保護）に定めるとおりとす

る。

・ネットワーク上でシステム間が連携する方法、システムから出力

されたファイルを手作業で連携する方法のいずれの運用を行うこ

とも想定している。

・出力されたファイル連携においては、標準準拠システム以外との

連携を行う運用も想定している。

【2.3版】

・令和7年10月31日付けで正誤表にて修正

令和8年4月1日

1 0211928 北九州市 機能修正

固定資産税システムから土地・家屋の共有名義の情報を連携するた

め、機能別連携仕様（固定資産税）_Outputの【連携ID：012o002 共有管

理情報】の連携先に生活保護を追加し、機能別連携仕様（生活保護）

_Inputに同連携IDを追加していただきたい。

現状、【連携ID：012o012 土地基本情報】、【012o013 土地評価情報】、

【012o014 家屋基本情報】、【012o015 家屋評価情報】を固定資産税シ

ステムから連携しているが、固定資産税システムのデータ構造上、単独

名義の場合は連携されるものの、共有名義の場合に共有構成員の情報

が連携されない。

固定資産税システムの所管課及びベンダーから、共有構成員の情報を

連携するためには【連携ID：012o002 共有管理情報】の連携が必要との

説明があった。機能別連携仕様の整合性についてご確認いただき、不足

があるのであれば追加していただきたい。

実績あり - - - - - - - - - -

8. 共通・その他 8.1. 他システム連携 システム連携規則 修正 6 6 0212015 212015 被保護者の健診情報を特定健診等データ収集システム（医療情報基盤・診療報酬審査支払機構所管）に対して健康増進法に基づく健診情報とし

て登録できること。

詳細は「医療扶助のオンライン資格確認の導入に関する福祉事務所向け技術解説書」および、

（仮）「特定健康診査・特定保健指導の電子的な標準様式の仕様に関する資料」を参照のこと

被保護者の健診情報を特定健診等データ収集システム（医療情報基盤・診療報酬審査支払機構所管）に対して健康増進法に基づく健診情報とし

て登録できること。

詳細は「医療扶助のオンライン資格確認の導入に関する福祉事務所向け技術解説書」および、

（仮）「特定健康診査・特定保健指導の電子的な標準様式の仕様に関する資料」を参照のこと

◎ ◎ ◎ ・インターフェイスファイルとは、随時登録用データとNDB連携用

データを指している。

・当該機能要件は、生活保護システムおよびレセプト管理システ

ムの両方に定義されており、いずれのシステムで実現することも

可能であるが、原則としてレセプト管理システムで実現できること

が望ましい。

【2.3版】

・第5回全国意見照会の意見に基づき、要件の考え方・理由

を追記

・令和7年度の「医療法等の一部を改正する法律」の公布及

び一部施行についてにおける法制度改正を踏まえて、「社会

保険診療報酬支払基金」の名称を「医療情報基盤・診療報

酬審査支払機構」に変更

令和9年4月1日

6 212015 株式会社　ＩＪＣ 実装区分変更 実装区分をオプションに変更いただきたい。

「要件の考え方・理由」に「原則としてレセプト管理システムで実現できる

ことが望ましい」と記載されており、生活保護システムでは実装必須では

ない想定のため。

実績なし -

当該データの用途により管理するシステムが違うのかなと考えます。国のサー

バにデータ連携することのみを想定し、「原則としてレセプト管理システムで実現

できることが望ましい。」との記載になっているのかと考えますが、効果的・効率

的な生活保護業務を実施する上で、活用できる情報が集約されていないのは

データの二次利用の観点から歓迎できない。他の項目で記載しましたが、レセプ

ト管理システム内の被保護者情報は最新でないうえに不足もあるため、仮に健

康管理の指導対象とするなど、指導を目的としたデータ活用をすることを想定す

れば、生活保護システムでの管理が必須と考えます。

保健指導情報・健診情報等について、生活保護システムで実装必須とする意見と、レセプ

ト管理システムで対応し、生活保護システム側は標準オプションとする意見が出ていま

す。

個々の機能ごとに実装区分を決めるのではなく、各システムの役割、正とするデータ、連

携項目、名寄せ・エラー時の処理及びIFを整理した上で、実装区分を決める必要があると

考えます。

- - - - - - -

8. 共通・その他 8.1. 他システム連携 システム連携規則 修正 6 6 0212015 0212015 被保護者の健診情報を特定健診等データ収集システム（医療情報基盤・診療報酬審査支払機構所管）に対して健康増進法に基づく健診情報とし

て登録できること。

詳細は「医療扶助のオンライン資格確認の導入に関する福祉事務所向け技術解説書」および、

（仮）「特定健康診査・特定保健指導の電子的な標準様式の仕様に関する資料」を参照のこと

被保護者の健診情報を特定健診等データ収集システム（医療情報基盤・診療報酬審査支払機構所管）に対して健康増進法に基づく健診情報とし

て登録できること。

詳細は「医療扶助のオンライン資格確認の導入に関する福祉事務所向け技術解説書」および、

（仮）「特定健康診査・特定保健指導の電子的な標準様式の仕様に関する資料」を参照のこと

◎ ◎ ◎ ・インターフェイスファイルとは、随時登録用データとNDB連携用

データを指している。

・当該機能要件は、生活保護システムおよびレセプト管理システ

ムの両方に定義されており、いずれのシステムで実現することも

可能であるが、原則としてレセプト管理システムで実現できること

が望ましい。

【2.3版】

・第5回全国意見照会の意見に基づき、要件の考え方・理由

を追記

・令和7年度の「医療法等の一部を改正する法律」の公布及

び一部施行についてにおける法制度改正を踏まえて、「社会

保険診療報酬支払基金」の名称を「医療情報基盤・診療報

酬審査支払機構」に変更

令和9年4月1日

6 0212015 富士通Japan（株） 実装区分変更 実装区分を「○：標準オプション機能」に修正にしていただきたい。
原則としてレセプト管理システムで実現できることが望ましい。との記載

であれば生活保護システムの対応は必須でないと考えるため。
実績なし -

当該データの用途により管理するシステムが違うのかなと考えます。国のサー

バにデータ連携することのみを想定し、「原則としてレセプト管理システムで実現

できることが望ましい。」との記載になっているのかと考えますが、効果的・効率

的な生活保護業務を実施する上で、活用できる情報が集約されていないのは

データの二次利用の観点から歓迎できない。他の項目で記載しましたが、レセプ

ト管理システム内の被保護者情報は最新でないうえに不足もあるため、仮に健

康管理の指導対象とするなど、指導を目的としたデータ活用をすることを想定す

れば、生活保護システムでの管理が必須と考えます。

保健指導情報・健診情報等について、生活保護システムで実装必須とする意見と、レセプ

ト管理システムで対応し、生活保護システム側は標準オプションとする意見が出ていま

す。

個々の機能ごとに実装区分を決めるのではなく、各システムの役割、正とするデータ、連

携項目、名寄せ・エラー時の処理及びIFを整理した上で、実装区分を決める必要があると

考えます。

- - - - - - - ◯

8. 共通・その他 8.1. 他システム連携 システム連携規則 変更なし 7 7 0212016 0212016 被保護者の健診情報を特定健診等データ収集システム（医療情報基盤・診療報酬審査支払機構所管）に対して、健診情報を登録・修正・削除す

るためのインターフェイスファイルを作成できること。

詳細は「医療扶助のオンライン資格確認の導入に関する福祉事務所向け技術解説書」、

「2024年度以降に実施した特定健康診査・特定保健指導の電子的な標準様式の仕様に関する資料」および「健康増進法に基づく健診情報の登

録に係る周知資料」を参照のこと

また、インターフェイスファイルの詳細については、令和6年1月25日発出の社援発0125第1号における「福祉事務所等が社会保険診療報酬支払

基金に随時提出する被保護者の特定健康診査に相当する健康診査情報等について」、令和6年1月25日発出の社援発0125第２号における「福

祉事務所等が社会保険診療報酬支払基金に提出する令和６年度以降に実施した被保護者の特定健康診査に相当する健康診査の実施状況に

関する結果について」を参照のこと

被保護者の健診情報を特定健診等データ収集システム（医療情報基盤・診療報酬審査支払機構所管）に対して、健診情報を登録・修正・削除す

るためのインターフェイスファイルを作成できること。

詳細は「医療扶助のオンライン資格確認の導入に関する福祉事務所向け技術解説書」、

「2024年度以降に実施した特定健康診査・特定保健指導の電子的な標準様式の仕様に関する資料」および「健康増進法に基づく健診情報の登

録に係る周知資料」を参照のこと

また、インターフェイスファイルの詳細については、令和6年1月25日発出の社援発0125第1号における「福祉事務所等が社会保険診療報酬支払

基金に随時提出する被保護者の特定健康診査に相当する健康診査情報等について」、令和6年1月25日発出の社援発0125第２号における「福

祉事務所等が社会保険診療報酬支払基金に提出する令和６年度以降に実施した被保護者の特定健康診査に相当する健康診査の実施状況に

関する結果について」を参照のこと

◎ ◎ ◎ ・2.0版において、オンライン資格確認に関する機能を追加。

・インターフェースファイルを作成する機能は、生活保護システム

およびレセプト管理システムにおいて実装区分を必須とする。自治

体は運用の実情に応じて、インターフェースファイルの作成にあた

り、生活保護システムもしくはレセプト管理システムを用いるかを

選択できるものとする。

・当該機能要件は、生活保護システムおよびレセプト管理システ

ムの両方に定義されており、いずれのシステムで実現することも

可能であるが、原則としてレセプト管理システムで実現できること

が望ましい。

【2.3版】

・令和7年度の「医療法等の一部を改正する法律」の公布及

び一部施行についてにおける法制度改正を踏まえて、「社会

保険診療報酬支払基金」の名称を「医療情報基盤・診療報

酬審査支払機構」に変更

【2.4版】

・PMOツールでの意見に基づき、機能要件の考え方、理由を

修正

令和9年4月1日

7 0212016 富士通Japan（株） 実装区分変更 実装区分を「○：標準オプション機能」に修正にしていただきたい。
原則としてレセプト管理システムで実現できることが望ましい。との記載

であれば生活保護システムの対応は必須でないと考えるため。
実績なし -

当該データの用途により管理するシステムが違うのかなと考えます。国のサー

バにデータ連携することのみを想定し、「原則としてレセプト管理システムで実現

できることが望ましい。」との記載になっているのかと考えますが、効果的・効率

的な生活保護業務を実施する上で、活用できる情報が集約されていないのは

データの二次利用の観点から歓迎できない。他の項目で記載しましたが、レセプ

ト管理システム内の被保護者情報は最新でないうえに不足もあるため、仮に健

康管理の指導対象とするなど、指導を目的としたデータ活用をすることを想定す

れば、生活保護システムでの管理が必須と考えます。

保健指導情報・健診情報等について、生活保護システムで実装必須とする意見と、レセプ

ト管理システムで対応し、生活保護システム側は標準オプションとする意見が出ていま

す。

個々の機能ごとに実装区分を決めるのではなく、各システムの役割、正とするデータ、連

携項目、名寄せ・エラー時の処理及びIFを整理した上で、実装区分を決める必要があると

考えます。

- - - - - - - ◯

茨城県県央福

祉事務所

8.1. 他システム連携 システム連携規則 変更なし 7 7 0212016 212016 被保護者の健診情報を特定健診等データ収集システム（医療情報基盤・診療報酬審査支払機構所管）に対して、健診情報を登録・修正・削除す

るためのインターフェイスファイルを作成できること。

詳細は「医療扶助のオンライン資格確認の導入に関する福祉事務所向け技術解説書」、

「2024年度以降に実施した特定健康診査・特定保健指導の電子的な標準様式の仕様に関する資料」および「健康増進法に基づく健診情報の登

録に係る周知資料」を参照のこと

また、インターフェイスファイルの詳細については、令和6年1月25日発出の社援発0125第1号における「福祉事務所等が社会保険診療報酬支払

基金に随時提出する被保護者の特定健康診査に相当する健康診査情報等について」、令和6年1月25日発出の社援発0125第２号における「福

祉事務所等が社会保険診療報酬支払基金に提出する令和６年度以降に実施した被保護者の特定健康診査に相当する健康診査の実施状況に

関する結果について」を参照のこと

被保護者の健診情報を特定健診等データ収集システム（医療情報基盤・診療報酬審査支払機構所管）に対して、健診情報を登録・修正・削除す

るためのインターフェイスファイルを作成できること。

詳細は「医療扶助のオンライン資格確認の導入に関する福祉事務所向け技術解説書」、

「2024年度以降に実施した特定健康診査・特定保健指導の電子的な標準様式の仕様に関する資料」および「健康増進法に基づく健診情報の登

録に係る周知資料」を参照のこと

また、インターフェイスファイルの詳細については、令和6年1月25日発出の社援発0125第1号における「福祉事務所等が社会保険診療報酬支払

基金に随時提出する被保護者の特定健康診査に相当する健康診査情報等について」、令和6年1月25日発出の社援発0125第２号における「福

祉事務所等が社会保険診療報酬支払基金に提出する令和６年度以降に実施した被保護者の特定健康診査に相当する健康診査の実施状況に

関する結果について」を参照のこと

◎ ◎ ◎ ・2.0版において、オンライン資格確認に関する機能を追加。

・インターフェースファイルを作成する機能は、生活保護システム

およびレセプト管理システムにおいて実装区分を必須とする。自治

体は運用の実情に応じて、インターフェースファイルの作成にあた

り、生活保護システムもしくはレセプト管理システムを用いるかを

選択できるものとする。

・当該機能要件は、生活保護システムおよびレセプト管理システ

ムの両方に定義されており、いずれのシステムで実現することも

可能であるが、原則としてレセプト管理システムで実現できること

が望ましい。

【2.3版】

・令和7年度の「医療法等の一部を改正する法律」の公布及

び一部施行についてにおける法制度改正を踏まえて、「社会

保険診療報酬支払基金」の名称を「医療情報基盤・診療報

酬審査支払機構」に変更

【2.4版】

・PMOツールでの意見に基づき、機能要件の考え方、理由を

修正

令和9年4月1日

7 212016 株式会社　ＩＪＣ 実装区分変更 実装区分をオプションに変更いただきたい。

「要件の考え方・理由」に「原則としてレセプト管理システムで実現できる

ことが望ましい」と記載されており、生活保護システムでは実装必須では

ない想定のため。

実績なし -

当該データの用途により管理するシステムが違うのかなと考えます。国のサー

バにデータ連携することのみを想定し、「原則としてレセプト管理システムで実現

できることが望ましい。」との記載になっているのかと考えますが、効果的・効率

的な生活保護業務を実施する上で、活用できる情報が集約されていないのは

データの二次利用の観点から歓迎できない。他の項目で記載しましたが、レセプ

ト管理システム内の被保護者情報は最新でないうえに不足もあるため、仮に健

康管理の指導対象とするなど、指導を目的としたデータ活用をすることを想定す

れば、生活保護システムでの管理が必須と考えます。

保健指導情報・健診情報等について、生活保護システムで実装必須とする意見と、レセプ

ト管理システムで対応し、生活保護システム側は標準オプションとする意見が出ていま

す。

個々の機能ごとに実装区分を決めるのではなく、各システムの役割、正とするデータ、連

携項目、名寄せ・エラー時の処理及びIFを整理した上で、実装区分を決める必要があると

考えます。

- - - - - - -

8. 共通・その他 8.1. 他システム連携 システム連携規則 修正 8 8 0211572 211572 被保護者の健診情報について、他福祉事務所が登録した健診情報の引継ぎ結果ファイルの管理ができること。

詳細は「医療扶助のオンライン資格確認の導入に関する福祉事務所向け技術解説書」、

「2024年度以降に実施した特定健康診査・特定保健指導の電子的な標準様式の仕様に関する資料」および「健康増進法に基づく健診情報の登

録に係る周知資料」を参照のこと

また、インターフェイスファイルの詳細については、令和6年1月25日発出の社援発0125第1号における「福祉事務所等が社会保険診療報酬支払

基金に随時提出する被保護者の特定健康診査に相当する健康診査情報等について」、令和6年1月25日発出の社援発0125第２号における「福

祉事務所等が社会保険診療報酬支払基金に提出する令和６年度以降に実施した被保護者の特定健康診査に相当する健康診査の実施状況に

関する結果について」を参照のこと

被保護者の健診情報について、他福祉事務所が登録した健診情報の引継ぎ結果ファイルの管理ができること。

詳細は「医療扶助のオンライン資格確認の導入に関する福祉事務所向け技術解説書」、

「2024年度以降に実施した特定健康診査・特定保健指導の電子的な標準様式の仕様に関する資料」および「健康増進法に基づく健診情報の登

録に係る周知資料」を参照のこと

また、インターフェイスファイルの詳細については、令和6年1月25日発出の社援発0125第1号における「福祉事務所等が社会保険診療報酬支払

基金に随時提出する被保護者の特定健康診査に相当する健康診査情報等について」、令和6年1月25日発出の社援発0125第２号における「福

祉事務所等が社会保険診療報酬支払基金に提出する令和６年度以降に実施した被保護者の特定健康診査に相当する健康診査の実施状況に

関する結果について」を参照のこと

◎ ◎ ◎ ・2.0版において、オンライン資格確認に関する機能を追加。

・福祉事務所間の引継ぎにおいて、インターフェースファイルを取り

込むための機能は、生活保護システムおよびレセプト管理システ

ムにおいて実装区分を必須とする。自治体は運用の実情に応じ

て、インターフェースファイルの取り込みにあたり、生活保護システ

ムもしくはレセプト管理システムを用いるかを選択できるものとす

る。

・当該機能要件は、生活保護システムおよびレセプト管理システ

ムの両方に定義されており、いずれのシステムで実現することも

可能であるが、原則としてレセプト管理システムで実現できること

が望ましい。

【2.4版】

・PMOツールでの意見に基づき、機能要件の考え方、理由を

修正

令和9年4月1日

8 211572 株式会社　ＩＪＣ 実装区分変更 実装区分をオプションに変更いただきたい。

「要件の考え方・理由」に「原則としてレセプト管理システムで実現できる

ことが望ましい」と記載されており、生活保護システムでは実装必須では

ない想定のため。

実績なし -

当該データの用途により管理するシステムが違うのかなと考えます。国のサー

バにデータ連携することのみを想定し、「原則としてレセプト管理システムで実現

できることが望ましい。」との記載になっているのかと考えますが、効果的・効率

的な生活保護業務を実施する上で、活用できる情報が集約されていないのは

データの二次利用の観点から歓迎できない。他の項目で記載しましたが、レセプ

ト管理システム内の被保護者情報は最新でないうえに不足もあるため、仮に健

康管理の指導対象とするなど、指導を目的としたデータ活用をすることを想定す

れば、生活保護システムでの管理が必須と考えます。

保健指導情報・健診情報等について、生活保護システムで実装必須とする意見と、レセプ

ト管理システムで対応し、生活保護システム側は標準オプションとする意見が出ていま

す。

個々の機能ごとに実装区分を決めるのではなく、各システムの役割、正とするデータ、連

携項目、名寄せ・エラー時の処理及びIFを整理した上で、実装区分を決める必要があると

考えます。

- - - - - - - ◯

8. 共通・その他 8.1. 他システム連携 システム連携規則 修正 8 8 0211572 0211572 被保護者の健診情報について、他福祉事務所が登録した健診情報の引継ぎ結果ファイルの管理ができること。

詳細は「医療扶助のオンライン資格確認の導入に関する福祉事務所向け技術解説書」、

「2024年度以降に実施した特定健康診査・特定保健指導の電子的な標準様式の仕様に関する資料」および「健康増進法に基づく健診情報の登

録に係る周知資料」を参照のこと

また、インターフェイスファイルの詳細については、令和6年1月25日発出の社援発0125第1号における「福祉事務所等が社会保険診療報酬支払

基金に随時提出する被保護者の特定健康診査に相当する健康診査情報等について」、令和6年1月25日発出の社援発0125第２号における「福

祉事務所等が社会保険診療報酬支払基金に提出する令和６年度以降に実施した被保護者の特定健康診査に相当する健康診査の実施状況に

関する結果について」を参照のこと

被保護者の健診情報について、他福祉事務所が登録した健診情報の引継ぎ結果ファイルの管理ができること。

詳細は「医療扶助のオンライン資格確認の導入に関する福祉事務所向け技術解説書」、

「2024年度以降に実施した特定健康診査・特定保健指導の電子的な標準様式の仕様に関する資料」および「健康増進法に基づく健診情報の登

録に係る周知資料」を参照のこと

また、インターフェイスファイルの詳細については、令和6年1月25日発出の社援発0125第1号における「福祉事務所等が社会保険診療報酬支払

基金に随時提出する被保護者の特定健康診査に相当する健康診査情報等について」、令和6年1月25日発出の社援発0125第２号における「福

祉事務所等が社会保険診療報酬支払基金に提出する令和６年度以降に実施した被保護者の特定健康診査に相当する健康診査の実施状況に

関する結果について」を参照のこと

◎ ◎ ◎ ・2.0版において、オンライン資格確認に関する機能を追加。

・福祉事務所間の引継ぎにおいて、インターフェースファイルを取り

込むための機能は、生活保護システムおよびレセプト管理システ

ムにおいて実装区分を必須とする。自治体は運用の実情に応じ

て、インターフェースファイルの取り込みにあたり、生活保護システ

ムもしくはレセプト管理システムを用いるかを選択できるものとす

る。

・当該機能要件は、生活保護システムおよびレセプト管理システ

ムの両方に定義されており、いずれのシステムで実現することも

可能であるが、原則としてレセプト管理システムで実現できること

が望ましい。

【2.4版】

・PMOツールでの意見に基づき、機能要件の考え方、理由を

修正

令和9年4月1日

8 0211572 富士通Japan（株） 「要件の考え方・理由」に「原則としてレセプト管理システムで実現できることが望ましい」と記載されており、生活保護システムでは実装必須ではない想定のため。実装区分を「○：標準オプション機能」に修正にしていただきたい。
原則としてレセプト管理システムで実現できることが望ましい。との記載

であれば生活保護システムの対応は必須でないと考えるため。
実績なし -

当該データの用途により管理するシステムが違うのかなと考えます。国のサー

バにデータ連携することのみを想定し、「原則としてレセプト管理システムで実現

できることが望ましい。」との記載になっているのかと考えますが、効果的・効率

的な生活保護業務を実施する上で、活用できる情報が集約されていないのは

データの二次利用の観点から歓迎できない。他の項目で記載しましたが、レセプ

ト管理システム内の被保護者情報は最新でないうえに不足もあるため、仮に健

康管理の指導対象とするなど、指導を目的としたデータ活用をすることを想定す

れば、生活保護システムでの管理が必須と考えます。

保健指導情報・健診情報等について、生活保護システムで実装必須とする意見と、レセプ

ト管理システムで対応し、生活保護システム側は標準オプションとする意見が出ていま

す。

個々の機能ごとに実装区分を決めるのではなく、各システムの役割、正とするデータ、連

携項目、名寄せ・エラー時の処理及びIFを整理した上で、実装区分を決める必要があると

考えます。

- - - - - - - ◯

8. 共通・その他 8.2. マスタ・データ管理機

能

マスタ・データ管理

機能

変更なし 2 2 0211971 0211971 住民記録システム等に、支援措置対象者情報を照会できること。

※1 共通基盤等との連携を含む

※2 データの参照、取り込み（サブセット化）は問わず、本システムで利用できること

※3 連携頻度は随時・日次・月次等とする

※4 個人番号も連携できること

住民記録システム等に、支援措置対象者情報を照会できること。

※1 共通基盤等との連携を含む

※2 データの参照、取り込み（サブセット化）は問わず、本システムで利用できること

※3 連携頻度は随時・日次・月次等とする

※4 個人番号も連携できること

○ ◎ ◎ ・ネットワーク上でシステム間が連携する方法、システムから出力

されたファイルを手作業で連携する方法のいずれの運用を行うこ

とも想定している。

・出力されたファイル連携においては、標準準拠システム以外との

連携を行う運用も想定している。

【2.3版】

・令和7年10月31日付けで正誤表にて修正

令和9年4月1日

2 0211971 葛飾区 誤記・整合性

※4 個人番号も連携できること について、データ・連携要件仕様書生活

保護各論6.0版データ項目ID021-03658～021-03669の支援措置対象

者情報に個人番号が含まれていないが誤記載ではないか。

誤記と思われるため。 実績なし - - - - - - - - - -

8. 共通・その他 8.2. マスタ・データ管理機

能

マスタ・データ管理

機能

修正 91 91 0211597 211597 被保護者の健診情報について、登録・修正・削除・照会できること。 被保護者の健診情報について、登録・修正・削除・照会できること。 ◎ ◎ ◎ ・2.0版において、オンライン資格確認に関する機能を追加。

・当該機能要件は、生活保護システムおよびレセプト管理システ

ムの両方に定義されており、いずれのシステムで実現することも

可能であるが、原則としてレセプト管理システムで実現できること

が望ましい。

【2.4版】

・PMOツールでの意見に基づき、機能要件の考え方、理由を

修正

令和9年4月1日

91 211597 株式会社　ＩＪＣ 実装区分変更 実装区分をオプションに変更いただきたい。

「要件の考え方・理由」に「原則としてレセプト管理システムで実現できる

ことが望ましい」と記載されており、生活保護システムでは実装必須では

ない想定のため。

実績なし -

当該データの用途により管理するシステムが違うのかなと考えます。国のサー

バにデータ連携することのみを想定し、「原則としてレセプト管理システムで実現

できることが望ましい。」との記載になっているのかと考えますが、効果的・効率

的な生活保護業務を実施する上で、活用できる情報が集約されていないのは

データの二次利用の観点から歓迎できない。他の項目で記載しましたが、レセプ

ト管理システム内の被保護者情報は最新でないうえに不足もあるため、仮に健

康管理の指導対象とするなど、指導を目的としたデータ活用をすることを想定す

保健指導情報・健診情報等について、生活保護システムで実装必須とする意見と、レセプ

ト管理システムで対応し、生活保護システム側は標準オプションとする意見が出ていま

す。

個々の機能ごとに実装区分を決めるのではなく、各システムの役割、正とするデータ、連

携項目、名寄せ・エラー時の処理及びIFを整理した上で、実装区分を決める必要があると

考えます。

- - - - - - - ◯

8. 共通・その他 8.2. マスタ・データ管理機

能

マスタ・データ管理

機能

修正 91 91 0211597 0211597 被保護者の健診情報について、登録・修正・削除・照会できること。 被保護者の健診情報について、登録・修正・削除・照会できること。 ◎ ◎ ◎ ・2.0版において、オンライン資格確認に関する機能を追加。

・当該機能要件は、生活保護システムおよびレセプト管理システ

ムの両方に定義されており、いずれのシステムで実現することも

可能であるが、原則としてレセプト管理システムで実現できること

が望ましい。

【2.4版】

・PMOツールでの意見に基づき、機能要件の考え方、理由を

修正

令和9年4月1日

91 0211597 富士通Japan（株） 実装区分変更 実装区分を「○：標準オプション機能」に修正にしていただきたい。
原則としてレセプト管理システムで実現できることが望ましい。との記載

であれば生活保護システムの対応は必須でないと考えるため。
実績なし -

当該データの用途により管理するシステムが違うのかなと考えます。国のサー

バにデータ連携することのみを想定し、「原則としてレセプト管理システムで実現

できることが望ましい。」との記載になっているのかと考えますが、効果的・効率

的な生活保護業務を実施する上で、活用できる情報が集約されていないのは

データの二次利用の観点から歓迎できない。他の項目で記載しましたが、レセプ

ト管理システム内の被保護者情報は最新でないうえに不足もあるため、仮に健

康管理の指導対象とするなど、指導を目的としたデータ活用をすることを想定す

保健指導情報・健診情報等について、生活保護システムで実装必須とする意見と、レセプ

ト管理システムで対応し、生活保護システム側は標準オプションとする意見が出ていま

す。

個々の機能ごとに実装区分を決めるのではなく、各システムの役割、正とするデータ、連

携項目、名寄せ・エラー時の処理及びIFを整理した上で、実装区分を決める必要があると

考えます。

- - - - - - - ◯

8. 共通・その他 8.5. 帳票出力機能 帳票出力機能 変更なし 8 8 0210940 0210940 29条調査関連の帳票について、地区担当員氏名を印字する場合、選択した地区担当員の氏名を印字できること。 29条調査関連の帳票について、地区担当員氏名を印字する場合、選択した地区担当員の氏名を印字できること。 ◎ ◎ ◎ 令和8年4月1日

8 0210940 岩手県 機能追加
29条照会の通知に記載される担当者名をフルネームではなく苗字のみ

にしてほしい。
カスハラ対策のため 実績なし - - - - - - - - - -

8. 共通・その他 8.9. 決裁機能 決裁機能 変更なし 12 12 0211695 0211695 決裁後は権限者によってのみ決裁の取消が行えること。 決裁後は権限者によってのみ決裁の取消が行えること。 ○ ○ ○ 令和8年4月1日

12 211695 熊谷市 機能修正 「決裁」のみ取り消せるようにしたい。

現状、「決定」も（決裁であるためか）取り消せる状態となっており、「決

定」を取り消してしまった場合、保護費の支給額に影響が出ると思われる

ため、「決裁」の中でも「決定」となったものについては、エラーメッセージ

が出るようにしてほしい。

実績なし - - - - - - - - - -

・具体的にどのような要望か、確認させていただけますと幸いです。

　決裁処理のうち、保護費の支払処理に係る決定についても、取り消し

処理ができる状況のため、保護費の支払処理に係る決定を取り消す前

には、アラートを表示してもらいたい、という意見の趣旨で相違ありません

でしょうか。

　決裁処理のうち、保護費の支払処理に係る決定についても、取り消し

処理ができる状況のため、保護費の支払処理に係る決定を取り消す前

には、アラートを表示してもらいたい、という意見の趣旨で相違ありません

でしょうか。→アラートが出る仕組みだとありがたいです。ステータ

スが「決定」となっているものを「未決済」に解除してしまうと経理

上の問題が生じてしまうため、解除処理をする際にステータスが



自治体からの意見内容 重要な意見と判断した理由・根拠 事務局作業欄

①質問自治
体名

記入必須

②帳票名
記入必須

意見対象
③該当箇所
記入必須

④意見のカテ
ゴリ

記入必須

⑤ご意見等内容
記入必須

⑥ご意見等の理由・経緯
記入必須

⑦解釈案・代替案
（修正後の要件文

案）

⑧過去意見照会に
おける意見実績

記入必須

⑨帳票サンプルの
提供

⑩意見根拠（法
令・通知等）

横浜市意見 東大阪市意見 新宿区意見 横須賀市意見 中野区意見 豊後大野市意見 武蔵野市意見 柏市意見 仙台市意見 群馬県意見
2.4版の改版内容に関する意
見該否(◯が2.4版の改版内容

に関する意見）
意見に対する追加確認事項 追加確認事項に対する回答

明石市 4.資産申告書

帳票詳細要件に対する意見

世帯主氏名 機能追加 ・世帯主氏名をどこかに表示させてほしい。叶うので
あれば左上に郵便番号、住所、世帯主氏名を表示さ
せ、窓あき封筒対応としてほしい。

・二次元コード・バーコードにより対象者への紐づけが可能と
なっているが、氏名が表示されないため誤送付の恐れが高
く、機能が使用できないため。

実績なし - - - - - - - - - -

和泉市 4.資産申告書

帳票レイアウトに対する意見

欄外 機能追加 ケース番号とともに氏名も記載してほしい、一括印刷
時のデフォルトの出力順にケース番号順も追加して
ほしい

封入誤りを防ぐため 実績あり - - - - - - - - - -

春日井市 4.資産申告書

帳票レイアウトに対する意見

ケース番号 その他 該当箇所を表題（文書件名）の左記部分（文書左上
により、窓あき封筒封入後でも確認できるよう）に移
動してほしい。

当該文書に際し、印刷、封入、発送を業務委託しており、
個々に送付する複数文書を突合管理するうえで必須となる
ため。

実績なし - - ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

- - - - - - -

明石市 6.収入申告書

帳票詳細要件に対する意見

世帯主氏名 機能追加 ・世帯主氏名をどこかに表示させてほしい。叶うので
あれば左上に郵便番号、住所、世帯主氏名を表示さ
せ、窓あき封筒対応としてほしい。

・二次元コード・バーコードにより対象者への紐づけが可能と
なっているが、氏名が表示されないため誤送付の恐れが高
く、機能が使用できないため。

実績なし - - - - - - - - - -

和泉市 6.収入申告書
帳票レイアウトに対する意見

欄外 機能追加 ケース番号とともに氏名も記載してほしい、一括印刷
時のデフォルトの出力順にケース番号順も追加して
ほしい

封入誤りを防ぐため 実績あり - - - - - - - - - -

春日井市 6.収入申告書

帳票レイアウトに対する意見

ケース番号 その他 該当箇所を表題（文書件名）の左記部分（文書左上
により、窓あき封筒封入後でも確認できるよう）に移
動してほしい。

当該文書に際し、印刷、封入、発送を業務委託しており、
個々に送付する複数文書を突合管理するうえで必須となる
ため。

実績なし - - ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

- - - - - - -

茨城県県央福祉
事務所

11.同意書

帳票詳細要件に対する意見

13　注意事項 その他 金融機関によって（ゆうちょ銀行、東京UFJ銀行な
ど）、調査書以下の文言が印字されない仕様となっ
ているため、印字されるように変更いただきたい。
・調査の際に同意書写しを調査先に送付しない場
合、「※　調査対象者である要保護者（被保護者で
あったもの、扶養義務者を含む）の調査への同意に
ついては、書面（同意書）を徴取の上、当福祉事務
所において当該書面を保管している旨を申し添えま
す。また、当該書面の提供依頼があった場合は、そ
の写しを速やかに提供いたします。」を印字する

・「書面（同意書）を徴取の上、当福祉事務所において保管し
ている旨」記載がないと、金融機関から回答を得ることがで
きないため

実績なし - - - - - - - - - -

青森県 13.面接記録票

帳票詳細要件に対する意見

1.1面接相談 機能修正 ・面接記録票に「保護のしおり」の配布の有無を追加
してほしい。

システム上入力する項目はあるが、印刷した際、帳票内に
当該項目がないため。

実績なし - 管理している項目なら印字する方が利点は多いと考える。 - - - - - - - -

◯

アイネス 13.面接記録票

帳票レイアウトに対する意見

DV情報等 その他 「13_帳票レイアウト_面接記録票_20260608_01.pptx」
の項目「DV情報等」に赤枠が記載されていますが、
帳票詳細要件の変更はありません。これは単に出力
項目を示す枠が記載されていなかった為、枠を記載
したのみの修正という理解でよろしいでしょうか。

赤枠の記載説明がないため 実績なし - - - - - - - - - -

◯

旭川市 13.面接記録票
帳票レイアウトに対する意見

「要保護者」欄 誤記・整合性 「世帯主」と表記した方が適切ではないか。 要保護者となれば、世帯員の誰でも良くなるが、ここはやは
り世帯主が表記されるべきだと思います。

世帯主 実績なし - 一理ある。事務局の考え方を聞きたいと考えます。 - - - - - - - -
◯

旭川市 13.面接記録票
帳票レイアウトに対する意見

「世帯構成」中「国籍」「在
留資格」

機能削除 多くの場合、日本人または日本国籍なので専用欄
は不要と思う。

むしろ夫と妻等で携帯電話を持つ場合、それぞれの欄があ
る方が重要。

電話
（国籍と在留資格は、「備考」
で対応。

実績なし - - - - - - - - - -
◯

旭川市 13.面接記録票

帳票レイアウトに対する意見

「世帯構成」中「他法」 機能削除 内容が分からない。 内容が分からなければ、意味がない。そもそも他法がある
かどうかは、申請を受けるかどうかと関係がない。

電話 実績なし - - - - - - - - - -

◯

「内容が分からない。」のご意見について、帳票に記載する
べき内容が分からないという趣旨か、当該項目を設定する
意味が分からないという趣旨かお伺いさせていただけますと
幸いです。

　他法について、印刷したときに「有」だけでは、何の役にも
立ちません。入力された全てが印字されるか、それとも全て
を印字するのがレイアウト上無理ならば、削除してください。

旭川市 13.面接記録票
帳票レイアウトに対する意見

「保護歴の有無」 機能削除 不要 「保護歴」欄に入力があれば、それは有ということだから、わ
ざわざ１行設ける必要はない。

他の情報を。 実績なし - 帳票としてはそうだが、データとしてはフラグがあっていいかも。 - - - - - - - -
◯

旭川市 13.面接記録票
帳票レイアウトに対する意見

「保護歴1」｢保護歴2｣｢保
護歴3｣

機能削除 面接段階では、１行だけで十分。 そもそも、過去の保護歴は申請とは関係なし。強いて言え
ば、過去の廃止理由があった方が有益。

他の情報を。 実績なし - - - - - - - - - -
◯

旭川市 13.面接記録票

帳票レイアウトに対する意見

「相談経路／内容／理由
等｣

機能修正 内容は別紙に表示されるため、ここには不要。 「【相談内容】別紙もしくは画面参照」と表記されるだけなら、
重複するので無駄。

他の情報を。 実績なし - - - - - - - - - -

◯

旭川市 13.面接記録票
帳票レイアウトに対する意見

「相談経路／内容／理由
等｣

誤記・整合性 「～等」となっているが、「等」はない。 インターフェースに「等」の入力欄がない。 「等」を削除 実績なし - - - - - - - - - -
◯

旭川市 13.面接記録票

帳票レイアウトに対する意見

「住居　住居種別／家賃
／地代等｣

誤記・整合性 「～等」となっているが、「等」はない。 インターフェースに「等」の入力欄がない。 「等」を削除 実績なし - - - - - - - - - -

◯

旭川市 13.面接記録票

帳票レイアウトに対する意見

「住居　住居種別／家賃
／地代等｣

機能追加 面接段階で「共益費」「平米数」は不要。むしろ別居
単身（主は自宅で妻が施設等）のため「主」と「副」の
2行の方が有益。

合計家賃額の表記では、個別の家賃が分からない。 「主住居種別」「主家賃」「副1
住居種別」「副1家賃」「副2住
居種別」「副2家賃」「地代」
（家賃を住宅費として、地代と
兼ねる手法もあり。）

実績なし - - - - - - - - - -

◯

旭川市 13.面接記録票

帳票レイアウトに対する意見

「扶養義務者｣表 機能修正 面接段階で「氏名」等は不要。むしろ「どんな続柄の
者が何人いるか」の方が重要。

現行では「続柄」の入力インターフェースがないし、３行では
不足。

「誰の子が何人」「誰の兄が何
人」「誰の姉が何人」等

実績なし - - - - - - - - - -

◯

旭川市 13.面接記録票

帳票レイアウトに対する意見

「資産｣表 誤記・整合性 「預貯金」欄は不要。 実施要領では「現金、施設預け金、預貯金」を合わせて「手
持金」としている。

「手持ち金」を「手持金」とし
て、「預貯金」欄を削除。

実績なし - - - - - - - - - -

◯

旭川市 13.面接記録票
帳票レイアウトに対する意見

「資産｣表 機能修正 金額は不要。 不動産や生命保険等を円で表現するのは意味がない。 「有」の表示のみ。（詳細は別
紙に表示される。）

実績なし - - - - - - - - - -
◯

旭川市 13.面接記録票

帳票レイアウトに対する意見

「負債｣表 機能修正 桁が足りない。 法人のために個人的に借金した場合、10,000,000円以上の
負債も珍しくない。

借入金と住宅ローンの桁数は
増やす。

実績なし - - - - - - - - - -

◯

ご意見中で示されている桁とは、システムに入力可能な金
額の桁数を指しているのか、お伺いさせていただきたいで
す。
もし、システム内部で管理する金額のデータの桁数のことを
意図している場合は、その旨をご教示ください。

　ファイルレイアウトと帳票レイアウトの両方です。もしくは、１
千万円以上の場合、どのように入力すれば良いかご教示く
ださい。

旭川市 13.面接記録票
帳票レイアウトに対する意見

「制度の説明」欄 機能修正 「説明は未実施だが、資料は配付した」場合が表示
されない。

来庁者から「説明は不要」と言われたが、一応資料は配付し
た場合、何もしなかったような表示しかされない。

「実施」のほかに「資料の配
付」「資料未配布」が必要。

実績なし - 一理ある。事務局の考え方を聞きたいと考えます。 - - - - - - - -
◯

旭川市 13.面接記録票

帳票レイアウトに対する意見

「制度の説明」欄 機能削除 「申請権の教示」の実施・未実施が表示されない。 実際にはしおり等に記述されていることから不要と思われ
る。なお、入力させるなら、ここへの表示が必要。

実績なし - 一理ある。事務局の考え方を聞きたいと考えます。 - - - - - - - -

◯

旭川市 13.面接記録票
帳票レイアウトに対する意見

「交付書類」欄 機能修正 「確認書」「給与証明書」「求職活動状況報告書」は
不要。

すべて新規申請時に提出を求めるべきものではなく、特に
「求職活動状況報告書」は申請後に必要な書類であって、
新規申請時には不要と考える。

実績なし - - - - - - - - - -
◯

旭川市 13.面接記録票

帳票レイアウトに対する意見

「急迫状態の判断」欄 機能追加 もっとも重要な手持金（預貯金と現金と施設預け金と
それらの合計）の項目がない。

すべて新規申請時に提出を求めるべきものではなく、特に
「求職活動状況報告書」は申請後に必要な書類であって、
新規申請時には不要と考える。

実績なし - 一つ一つに記載しませんでしたが、旭川市さんからの面接記録票に対する
ここまでの項目に関する意見は、そのままでもよいのではと考える項目が
多い気がしています。

- - - - - - - -

◯

伊東市 13.面接記録票

帳票詳細要件に対する意見

47続柄 誤記・整合性 具体的に「要保護者から見た続柄」と定義していた
だきたい。

当市システムにおいて住民基本台帳における世帯主から見
た続柄となっており、意味をなしていないが、現行仕様書と
矛盾しないため。

実績なし - - - -

- - - - - - ◯

新潟県 15.検診依頼書

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし 内閣府において見直しが検討されている部分であり、該当
帳票については印は不要と思われるため。
https://www8.cao.go.jp/kisei-
kaikaku/kisei/imprint/i_index.html

対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

新潟県 17.検診命令書
帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし - 対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -
- - - - - -

倉敷市 19.検診料請求書

帳票詳細要件に対する意見

9医療機関の所在地
10医療機関の名称
11銀行名
12支店名
13口座番号
14金融機関コード
15口座名義フリガナ
16口座名義

機能修正 請求先の医療機関に関する項目は、印字有無を選
択可能としてほしい。

医療機関によっては受診先が検診料の請求元にならない場
合や、振込先口座を事業別に指定している場合があり、同じ
医療機関でも請求元情報が常に同じではないことがあるた
め。

該当箇所について印字有無を
選択可能とする。

実績なし - 11から16については、医療機関が記載する内容と考えられるため、システ
ム印字は不要ではないか。9・1に関しては印刷した際、どこの医療機関宛
てに印刷した帳票なのかが文書番号を調べないと白紙の帳票を見ただけ
では不明になる（誤封入の可能性もある）ので、本来は必須にすべきとこ
ろと考えます。

- - - - - - - -

◯

みやま市 19.検診料請求書

帳票詳細要件に対する意見

請求額 その他 請求額の欄であるが、点数のみ記載になっている。
自由診療分もあるので円の記載ができるフォーマッ
トが欲しい

医療機関より、一般診断書は自由診療分なる円の記載がな
くなり請求額を記載が難しくなった

実績なし - 文書料については、診療報酬上の点数にはなく、自由診療である「円」記
載が正しいと考えます。　文書料の横の標記は点ではなく、円に修正いた
だきたいです。

- - - - - - - -

◯

江戸川区 19.検診料請求書

帳票レイアウトに対する意見

検査名簿 誤記・整合性 検査名簿となっているが検査名等ではないか 過去のPMOツール公開版レコード番号：4320にて、厚労省
からの回答で修正しますといった記載があるため

実績あり - 検診名簿及び検診名等の標記がみつけられません。
別件ですいません。診断書等作成日を記載することになっていますが、本
来、請求時効の観点からは、文書を本人に手渡した（直接担当課へ送付し
たなら送付した）日の翌日が請求の時効の起点となると考えられます。こ
のことから、作成日ではなく、交付日に修正したほうがいいのではないかと
おもうのですが、厚労省さまにもご相談いただけないでしょうか。

- -

- - - - - - ◯

東大阪市 19.検診料請求書

帳票レイアウトに対する意見

診断書等作成日 機能修正 診断書等作成日を記載することになっていますが、
本来、請求時効の観点からは、文書を本人に手渡し
た（直接担当課へ送付したなら送付した）日の翌日
が請求の時効の起点となると考えられます。このこと
から、作成日ではなく、交付日に修正したほうがいい
のではないかとおもうのですが、厚労省さまにもご相
談いただけないでしょうか。

- - - -

- - - - - - ◯

アイネス 19.検診料請求書

帳票レイアウトに対する意見

医療機関の所在地
医療機関の名称

誤記・整合性 「19_帳票レイアウト_検診料請求書
_20260519_01.pptx」のみでは修正箇所が把握でき
ません。帳票詳細要件の記載、および2.3版のレイア
ウトを確認する事で、項目「医療機関の所在地」「医
医療機関の名称」の位置が入れ替わっている事が
把握できました。変更箇所が把握できるように赤枠
で記載できないでしょうか。

レイアウトで変更箇所が把握できないため。
他の帳票レイアウト（110_帳票レイアウト_治療材料券・治療
材料費請求明細書_20260608_01.pptxの「治療材料」）では
変更箇所が赤枠で記載されているため、記載方法の統一が
されていないと思われるため

実績なし - - - - - - - - - -

◯

横須賀市 19.検診料請求書

帳票レイアウトに対する意見

ケース番号・世帯員番号 実装区分変更 ケース番号、世帯員番号の実装要件を「必須」として
欲しい。

請求書到着後のシステム入力等に際し、これらの情報を使
用して検索するのが一番速く、正確であり、業務効率上支障
が出ているため、本件については「必須」を希望する。

実績なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

- - - - - - -

◯

横須賀市 19.検診料請求書

帳票レイアウトに対する意見

医療機関の所在地及び
名称
院 （ 所 ） 長

機能追加 いわゆる「印」の文字を追加して欲しい（社印・代表
者印を押印するためのもの）。
また、医療機関所在地及び名称欄に、電話番号欄を
追加して欲しい。

検診料請求書の会計支出上、社印等の押印がないと会計
処理ができず、業務効率上支障が出ているため。
電話番号欄の追加については、請求書に不備があった際に
連絡先の記載がなく、都度調べなければならない状況であ
り、業務に支障が出ているため。

実績なし - - - - - - - - - -

◯

伊東市 19.検診料請求書

帳票レイアウトに対する意見

医療機関の所在地及び
医療機関の名称

機能修正 印字しないか印字有無を選択できるしようとしていた
だきたい。

請求書は医療機関から提出されるべきものであるためあら
かじめ印刷されていると請求書として成立しない可能性があ
るため。

実績なし - - - -

- - - - -

-

◯

加東市 20.29条調査依頼書（共通）
帳票詳細要件に対する意見

1 機能修正 他様式で調査するときに、「調査への同意について
は、書面（同意書）を聴取の上～速やかに提供いた
します。」の分を調査書に印字するようにしてほしい。

他様式では、同意書についての文言がないため、同意書の
写しを添付する必要があるため

実績なし - - - - - - - - - -

加東市 20.29条調査依頼書（共通）
帳票詳細要件に対する意見

1 機能修正 国様式の備考欄に前住所や旧姓等の情報が印字で
きるようにしてほしい。

国様式の備考欄等に前住所等の情報が反映されないため、
正確な調査が行えない可能性があるため。

実績なし - - - - - - - - - -



自治体からの意見内容 重要な意見と判断した理由・根拠 事務局作業欄

①質問自治
体名

記入必須

②帳票名
記入必須

意見対象
③該当箇所
記入必須

④意見のカテ
ゴリ

記入必須

⑤ご意見等内容
記入必須

⑥ご意見等の理由・経緯
記入必須

⑦解釈案・代替案
（修正後の要件文

案）

⑧過去意見照会に
おける意見実績

記入必須

⑨帳票サンプルの
提供

⑩意見根拠（法
令・通知等）

横浜市意見 東大阪市意見 新宿区意見 横須賀市意見 中野区意見 豊後大野市意見 武蔵野市意見 柏市意見 仙台市意見 群馬県意見
2.4版の改版内容に関する意
見該否(◯が2.4版の改版内容

に関する意見）
意見に対する追加確認事項 追加確認事項に対する回答

新潟県 20.29条調査依頼書（共通）

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし 内閣府において見直しが検討されている部分であり、該当
帳票については印は不要と思われるため。
https://www8.cao.go.jp/kisei-
kaikaku/kisei/imprint/i_index.html

対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

新潟県 21.29条調査依頼書（銀行本店一
括）

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし 内閣府において見直しが検討されている部分であり、該当
帳票については印は不要と思われるため。
https://www8.cao.go.jp/kisei-
kaikaku/kisei/imprint/i_index.html

対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - - ◯

新潟県 25.29条調査依頼書（生命保険一
括）

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし 内閣府において見直しが検討されている部分であり、該当
帳票については印は不要と思われるため。
https://www8.cao.go.jp/kisei-
kaikaku/kisei/imprint/i_index.html

対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - - ◯

新潟県 26.29条調査依頼書（その他）

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし 内閣府において見直しが検討されている部分であり、該当
帳票については印は不要と思われるため。
https://www8.cao.go.jp/kisei-
kaikaku/kisei/imprint/i_index.html

対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

江東区 34.戸籍謄本等発行依頼書戸籍謄
本等発行依頼書（住民票の写し・住
民票の除票の写し） 帳票詳細要件に対する意見

宛先 機能追加 宛先（宛先郵便番号、宛先住所、宛先市区町村名、
敬称、郵便カスタマーバーコード）を追加してほしい

2.2版の同帳票から宛先の要件が削除されたことにより、窓
空き封筒を利用して同帳票単体で公用請求することができ
なくなったため。

標準仕様書第2.1版の帳票詳
細要件及び帳票レイアウトを
参照

実績なし なし - マスタメンテナンスは必要になるものの、事務の効率化やご発送防止には
効果的かなと考えます。

- - - - - - - -

◯

江東区 34.戸籍謄本等発行依頼書戸籍謄
本等発行依頼書（住民票の写し・住
民票の除票の写し）

帳票詳細要件に対する意見
文書番号及び発行者 機能追加 文書番号及び発行者（発行市区町村名、発行役職

名、発行者氏名、電子公印）を追加してほしい
2.2版の同帳票から文書番号及び発行者の要件が削除され
たことにより、公文書の要件を満たさず、同帳票単体で公用
請求することができなくなったため。

標準仕様書第2.1版の帳票詳
細要件及び帳票レイアウトを
参照

実績なし なし - 対外帳票であり、文書番号など一意の番号での発行管理は効果的だと考
えます。

- - - - - - - -
◯

江東区 34.戸籍謄本等発行依頼書戸籍謄
本等発行依頼書（住民票の写し・住
民票の除票の写し）

帳票詳細要件に対する意見

請求の種別 機能追加 請求の種別欄の記載項目（個人／世帯全員、請求
通数、世帯主・続柄の記載あり／なし、戸籍の表示
の記載あり／なし、国籍・地域の記載あり／なし、特
別永住者・中長期滞在者等の区分あり／なし、その
他の記載事項、住民票の除票）を選択または入力で
きるようにしてほしい

記載の有無を何ら選択しない場合、原則単身かつ省略され
た証明書が交付されることから、扶養調査等に支障がある
ため。

実績なし なし - 生活保護業務担当課よりも戸籍担当課にとって業務が効率化できるので
はないでしょうか。

- - - - - - - -

◯

みやま市 34.戸籍謄本等発行依頼書戸籍謄
本等発行依頼書（住民票の写し・住
民票の除票の写し）

帳票詳細要件に対する意見
送付先住所 その他 ・戸籍調査の、調査先の自治体への送付書が出な

いので、標準で送付書が作成できるように改めて欲
しい

送付先自治体名の住所を確認する作業、別途送付書を作成
する必要があるため、事務に支障が出ている

実績なし 自主作成分あり - 宛先機能とどちらかがあってもよいとは考える。 - - - - - - - -
◯

新潟県 34.戸籍謄本等発行依頼書戸籍謄
本等発行依頼書（住民票の写し・住
民票の除票の写し）

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし 内閣府において見直しが検討されている部分であり、該当
帳票については印は不要と思われるため。
https://www8.cao.go.jp/kisei-
kaikaku/kisei/imprint/i_index.html

対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - - ◯

戸田市 34.戸籍謄本等発行依頼書戸籍謄
本等発行依頼書（住民票の写し・住
民票の除票の写し）

帳票レイアウトに対する意見
帳票全体 その他 第２．１版のように他機関宛の依頼文書を出力でき

るようにしてほしい。また、郵送するための宛名を記
載してほしい。

戸籍謄本等は郵送で請求する場合があるが、現行の依頼
書では郵送に対応していないため。

第２．１版のように他機関宛の
依頼文書を出力する。

実績なし 別添のとおり提供あり - 宛先機能とどちらかがあってもよいとは考える。 - - - - - - - -
◯

江東区 34.戸籍謄本等発行依頼書戸籍謄
本等発行依頼書（戸籍の附票の写
し・戸籍の附票の除票の写し）

帳票詳細要件に対する意見
宛先 機能追加 宛先（宛先郵便番号、宛先住所、宛先市区町村名、

敬称、郵便カスタマーバーコード）を追加してほしい
2.2版の同帳票から宛先の要件が削除されたことにより、窓
空き封筒を利用して同帳票単体で公用請求することができ
なくなったため。

標準仕様書第2.1版の帳票詳
細要件及び帳票レイアウトを
参照

実績なし なし - 宛先機能とどちらかがあってもよいとは考える。 - - - - - - - -
◯

江東区 34.戸籍謄本等発行依頼書戸籍謄
本等発行依頼書（戸籍の附票の写
し・戸籍の附票の除票の写し）

帳票詳細要件に対する意見
文書番号及び発行者 機能追加 文書番号及び発行者（発行市区町村名、発行役職

名、発行者氏名、電子公印）を追加してほしい
2.2版の同帳票から文書番号及び発行者の要件が削除され
たことにより、公文書の要件を満たさず、同帳票単体で公用
請求することができなくなったため。

標準仕様書第2.1版の帳票詳
細要件及び帳票レイアウトを
参照

実績なし なし - 対外帳票であり、文書番号など一意の番号での発行管理は効果的だと考
えます。

- - - - - - - -
◯

江東区 34.戸籍謄本等発行依頼書戸籍謄
本等発行依頼書（戸籍の附票の写
し・戸籍の附票の除票の写し） 帳票詳細要件に対する意見

請求の種別 機能追加 請求の種別欄の記載項目（全部証明／一部証明、
請求通数、戸籍の表示の記載あり／なし、現在／改
製原戸籍の附票、その他の記載事項、除票）を選択
または入力できるようにしてほしい

記載の有無を何ら選択しない場合、原則現在の一部証明か
つ省略された証明書が交付されることから、扶養調査等に
支障があるため。

実績なし なし - 宛先機能とどちらかがあってもよいとは考える。 - - - - - - - -

◯

江戸川区 34.戸籍謄本等発行依頼書戸籍謄
本等発行依頼書（戸籍の附票の写
し・戸籍の附票の除票の写し）

帳票詳細要件に対する意見

ファイル名および帳票名
称

誤記・整合性 （戸籍の附票の写し・戸籍の附票の除票の写し）とあ
るが、帳票レイアウトには（住民票の写し・住民票の
除票の写し）が存在している。後者の間違いではな
いか。

（住民票の写し・住民票の除票の写し）の帳票詳細要件がな
かったため

実績あり - - - - - - - - - -

◯

新潟県 34.戸籍謄本等発行依頼書戸籍謄
本等発行依頼書（戸籍の附票の写
し・戸籍の附票の除票の写し）

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし 内閣府において見直しが検討されている部分であり、該当
帳票については印は不要と思われるため。
https://www8.cao.go.jp/kisei-
kaikaku/kisei/imprint/i_index.html

対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - - ◯

戸田市 34.戸籍謄本等発行依頼書戸籍謄
本等発行依頼書（戸籍の附票の写
し・戸籍の附票の除票の写し）

帳票レイアウトに対する意見

帳票全体 その他 第２．１版のように他機関宛の依頼文書を出力でき
るようにしてほしい。また、郵送するための宛名を記
載してほしい。

戸籍謄本等は郵送で請求する場合があるが、現行の依頼
書では郵送に対応していないため。

第２．１版のように他機関宛の
依頼文書を出力する。

実績なし 別添のとおり提供あり - 宛先機能とどちらかがあってもよいとは考える。 - - - - - - - -

◯

江東区 34.戸籍謄本等発行依頼書戸籍謄
本等発行依頼書（戸籍・原戸籍・除
籍）

帳票詳細要件に対する意見

宛先 機能追加 宛先（宛先郵便番号、宛先住所、宛先市区町村名、
敬称、郵便カスタマーバーコード）を追加してほしい

2.2版の同帳票から宛先の要件が削除されたことにより、窓
空き封筒を利用して同帳票単体で公用請求することができ
なくなったため。

標準仕様書第2.1版の帳票詳
細要件及び帳票レイアウトを
参照

実績なし なし - 宛先機能とどちらかがあってもよいとは考える。 - - - - - - - -

◯

江東区 34.戸籍謄本等発行依頼書戸籍謄
本等発行依頼書（戸籍・原戸籍・除
籍） 帳票詳細要件に対する意見

請求の種別 機能追加 請求の種別欄の請求する証明書、必要な事項、請
求通数を選択または入力できるようにしてほしい

請求する証明書等を何ら指定しない場合、請求先の市区町
村から問合せがある場合があり、円滑な公用請求や扶養調
査等に支障があるため。

実績なし なし - 宛先機能とどちらかがあってもよいとは考える。 - - - - - - - -

◯

新潟県 34.戸籍謄本等発行依頼書戸籍謄
本等発行依頼書（戸籍・原戸籍・除
籍）

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし 内閣府において見直しが検討されている部分であり、該当
帳票については印は不要と思われるため。
https://www8.cao.go.jp/kisei-
kaikaku/kisei/imprint/i_index.html

対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - - ◯

江戸川区 34.戸籍謄本等発行依頼書戸籍謄
本等発行依頼書（戸籍・原戸籍・除
籍） 帳票レイアウトに対する意見

請求の種別 機能修正 法務省で標準レイアウトを定めたことは承知している
が、この種別で戸籍の附票は相手方は発行できる
のか分からない。

戸籍の附票に対する記載が見当たらなかったため。 実績あり - - - -

- - - - - - ◯

戸田市 34.戸籍謄本等発行依頼書戸籍謄
本等発行依頼書（戸籍・原戸籍・除
籍） 帳票レイアウトに対する意見

帳票全体 その他 第２．１版のように他機関宛の依頼文書を出力でき
るようにしてほしい。また、郵送するための宛名を記
載してほしい。

戸籍謄本等は郵送で請求する場合があるが、現行の依頼
書では郵送に対応していないため。

第２．１版のように他機関宛の
依頼文書を出力する。

実績なし 別添のとおり提供あり - 宛先機能とどちらかがあってもよいとは考える。 - - - - - - - -

◯

新潟県 39.扶養義務調査依頼書

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし 内閣府において見直しが検討されている部分であり、該当
帳票については印は不要と思われるため。
https://www8.cao.go.jp/kisei-
kaikaku/kisei/imprint/i_index.html

対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

新潟県 39.扶養義務調査依頼書

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし 内閣府において見直しが検討されている部分であり、該当
帳票については印は不要と思われるため。
https://www8.cao.go.jp/kisei-
kaikaku/kisei/imprint/i_index.html

対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

加東市 40.扶養届書

帳票レイアウトに対する意見

機能追加 扶養届書に連絡先（電話番号）の欄を作ってほしい。 回答が返ってきて、扶養を行ったり、危篤等を伝えたくても
連絡先がなく、電話連絡ができない。

実績なし - - - - - - - - - -

広島県府中市 40.扶養届書

帳票レイアウトに対する意見

扶養義務者の住所、氏名
欄

その他 ・扶養届書の右上の住所、氏名の下に電話番号を
記載する欄を追加してほしい。

扶養義務者の電話番号は生活保護業務（扶養調査）におい
て必須であるため。

住所
氏名
TEL

- - - - - - - - - -

横須賀市 40.扶養届書

帳票レイアウトに対する意見

住所・氏名記載欄 機能追加 届出書の住所・氏名記載欄に、電話番号欄を追加し
て欲しい。

現在の仕様書だと、精神的援助が必要な方のみしか扶養義
務者の電話番号の記載欄がなく、これらの方以外であって
も、被保護者を支援していく上で電話番号を把握できないの
は支障が生じるため。

住所・氏名記載欄の下段に、
「電話」を追加

実績なし - - - - - - - - - -

新潟県 46.境界層該当証明書

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし - 対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

船橋市 46.境界層該当証明書

帳票レイアウトに対する意見

添付書類 その他 ・（添付書類）に記載されている境界層該当措置の
内容のうち、金額の部分を最新のものに変更してほ
しい。

・昨年度標準化した際にシステムベンダが標準レイアウトの
金額のまま導入しそうになったこともあり、誤った金額で通知
することを防ぐため。

実績なし 境界層該当者の取扱いに
ついて（平成17年9月21日
社援保発第0921001号）

- - - - - - - - - -

横須賀市 49.保護決定通知書

帳票詳細要件に対する意見

48支給方法 機能追加 ・「措置年月日毎に正しい支給方法が明記されるこ
と。」という要件を追加して欲しい。

措置年月日毎に支給方法が異なる場合があるが、本市の
決定通知書では措置年月日毎に正しい支給方法が明示さ
れる機能がなく、誤った記載になっていることから、左記の
内容を追加すべきと考える。

実績なし - - - - - - - - - -

長崎県 49.保護決定通知書

帳票詳細要件に対する意見

支給日 機能追加 ・支給方法の窓口と口座によって、支給日の日付を
分けられるようにしてほしい。

・当福祉事務所では窓口支給と口座支給の日付が異なるた
め、それぞれの支給日が入力されるようになる必要がある
ため。

実績なし - - - 措置年月日により、定例支給の場合と随時支給の
場合がある、支給日が異なる場合は一般的かと思
われるが、現在の仕様ではこれらに対応できる仕
様になっていない。今後の在り方を検討すべき。

- - - - - -

鳥取県　北栄町 49.保護決定通知書

帳票レイアウトに対する意見

(備考) 機能修正 教示文の文字の大きさを大きくして欲しい。 文字が小さく、読みにくいため。 実績なし - - - - - - - - - -

鳥取県　北栄町 49.保護決定通知書

帳票レイアウトに対する意見

決定した理由 機能修正 ４行以上になると、決定した理由が裏面又は別紙に
印字になるため、決定した理由欄の高さを広げ、1
ページでまとまるようにして欲しい。

決定した理由のみ、裏面及び別紙に印字されるため、被保
護者が理解しにくい通知になっているため。

実績なし - - - - - - - - - -

新潟県 49.保護決定通知書

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし - 対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

加東市 49.保護決定通知書

帳票レイアウトに対する意見

３．支給日、支給方法、実
際に支払われる金額及
び返還額

機能修正 「３．支給日、支給方法、実際に支払われる金額及
び返還額」の別紙（項番４）に記載ではなく、1枚の通
知書に収まるようにしてほしい。

保護受給者がわかりにくい。通知書が2枚になり、印刷が多
くなる。ペーパーレスが図れない。

実績なし - - - - - - - - - -

広島県府中市 49.保護決定通知書

帳票レイアウトに対する意見

3.支給日、支給方法、実
際に支払われる金額及
び返還額

機能修正 遡っての保護費変更決定を行い、本人充当、繰越が
出たとき等、計算結果と表示金額が一致するように
してほしい。

遡っての保護費変更決定を行い、本人充当、繰越が出たと
き等、計算結果と表示金額が異なる

- ちょっと意図が分かりませんが、業務上のミスを呼ぶような記載になってい
るのであればそれを防止するような機能要件の記述は必要かもしれませ
ん。

- -

- - - - - -

春日井市 49.保護決定通知書

帳票レイアウトに対する意見

ケース番号 その他 該当箇所を表題（文書件名）の左記部分（文書左上
により、窓あき封筒封入後でも確認できるよう）に移
動してほしい。

当該文書に際し、印刷、封入、発送を業務委託しており、
個々に送付する複数文書を突合管理するうえで必須となる
ため。

実績なし - - ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

- - - - - - -

北九州市 49.保護決定通知書
帳票レイアウトに対する意見

2.	あなたの最低生活費及
び保護の程度（今回決定
した額）

機能修正 収入充当額だけでなく、収入認定額とその内訳（就
労収入、就労外収入（年金・手当等））を印字してほ
しい。

受給者にとって、よりわかりやすい決定通知書とするため。
福祉事務所への問い合わせ削減による事務効率化も見込
める。

実績あり - - - -
- - - - - -

北九州市 49.保護決定通知書

帳票レイアウトに対する意見

2.	あなたの最低生活費及
び保護の程度（今回決定
した額）

機能修正 （収入認定額を印字したうえで、）本人支払額の算出
式を表示してほしい。

本人支払額の算出式（収入認定額－最低生活費）を明示す
ることで、受給者にとって、よりわかりやすい決定通知書とす
るため。福祉事務所への問い合わせ削減による事務効率化
も見込める。

実績あり - - - -

- - - - - -

北九州市 49.保護決定通知書

帳票レイアウトに対する意見

2.	あなたの最低生活費及
び保護の程度（今回決定
した額）

機能修正 （収入認定額を印字したうえで、）救護施設の施設事
務費及び収入充当額を表示してほしい。

現行レイアウトでは、収入認定額及び救護施設の施設事務
費が表示されないため、収入の一部が施設事務費に充当さ
れていることが決定通知書に表現されず、受給者にとってわ
かりにくいため。

（例）
最低生活費：6万円
収入認定額：10万円
施設事務費：18万円　の場合、
実際は4万円（10万円-6万円）が施設事務費に充当され、そ
の結果、本人支払額が0円になるが、現行レイアウトでは、
最低生活費：6万円
収入充当額：6万円
本人支払額：0円
と表示されるため、収入のうち4万円が施設事務費に充当さ
れていることがわからない。

実績あり - - - -

- - - - - -

北広島市 49.保護決定通知書
145.生活保護費支給通知書

帳票レイアウトに対する意見

その他 ・保護変更決定通知書に対する追給支給額・過支給
額の算出方法の明示。
・生活保護費支給通知書の内訳の詳細化（冬季加
算、追加支給、収入充当など）

被保護者より、どのような計算がなされて、追給または過支
給となっているのか分からないとの問い合わせが多数あり、
個別の対応・説明に時間がかかり業務に支障をきたしてい
るため。

比較月の最低生活費及び収
入額の記載、収入額の詳細の
記載等。

- 通知書の様式に正解はないので、どのような様式にしてもが説明を求めら
れることと思うが、被保護者への分かりやすさを念頭に置いた機能要件の
記述は必要かもしれません。

- - - - - - - -

鳥取県　北栄町 50.保護決定調書

帳票レイアウトに対する意見

支給額内訳欄 機能修正 定例支給時の支給金額の欄に支給金額が表示され
ず、「主たる支払先」と表示される。支給される金額
が表示されるようにして欲しい。また、充当額が反映
された支給額が表示され、支給額が一目で分かるよ
うにして欲しい。

支給額が一目で分からず、充当額がある際は、手計算を行
い、手書きしている状況であるため。

実績なし - - - - - - - - - -

横須賀市 50.保護決定調書

帳票詳細要件に対する意見

57収入認定内訳欄 機能追加 「収入種別については、被保護者１人あたりの入力
制限なく入力が可能となるようにすること」という要件
を追加して欲しい。

標準化移行以前から、現在利用しているシステムでは被保
護者１人に対し、４件までしか収入種別の入力が出来ず、複
数の収入種別がある被保護者の入力に支障が生じている
ため。

実績なし - - - - - - - - - -

和泉市 50.保護決定調書

帳票レイアウトに対する意見

収入欄 機能修正 ５種類以上の収入がある場合もすべての収入を表
示させるように欄数を増やしてほしい

口頭説明等する場合の計算誤りを防ぐため 実績あり - - - - - - - - - -



自治体からの意見内容 重要な意見と判断した理由・根拠 事務局作業欄

①質問自治
体名

記入必須

②帳票名
記入必須

意見対象
③該当箇所
記入必須

④意見のカテ
ゴリ

記入必須

⑤ご意見等内容
記入必須

⑥ご意見等の理由・経緯
記入必須

⑦解釈案・代替案
（修正後の要件文

案）

⑧過去意見照会に
おける意見実績

記入必須

⑨帳票サンプルの
提供

⑩意見根拠（法
令・通知等）

横浜市意見 東大阪市意見 新宿区意見 横須賀市意見 中野区意見 豊後大野市意見 武蔵野市意見 柏市意見 仙台市意見 群馬県意見
2.4版の改版内容に関する意
見該否(◯が2.4版の改版内容

に関する意見）
意見に対する追加確認事項 追加確認事項に対する回答

草津市 50.保護決定調書

帳票レイアウトに対する意見

その他 機能追加 保護決定（変更）で支払区分について、債権管理を
選択した際に保護決定調書上で費用徴収額と表示
されるが、その金額も表示されるようにしてほしい。

・現状、保護決定調書上で費用徴収額の金額が表示されな
いため、確認者が保護決定（変更）データを確認するという
手間が生じている。保護決定調書上に表示されれば、業務
効率化、事務処理の適正化が図れるため。

・保護決定調書上の支給区分
に費用徴収額の項目を追加
し、その金額を記載する。費用
徴収額が無い場合は０円と記
載する。

実績なし なし - - - - - - - - - -

新潟県 51.保護申請却下通知書

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし - 対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

旭川市 51.保護申請却下通知書

帳票レイアウトに対する意見

教示分の位置 誤記・整合性 ・該当箇所の位置を「２ この通知が申請書受理後１
４日を経過した事由」の下に移動してほしい。

・他の決定通知では一番下に記載されており、当該通知の
み通知内容の途中に教示文が掲載されている。
・当該様式は本市の「旭川市生活保護法施行細則」で定め
る必要があるが、本市の他の条例規則で、通知内容の途中
に教示文が掲載される例がなく、対応に苦慮している。

実績なし - - - - - - - - - -

和泉市 52.保護台帳

帳票レイアウトに対する意見

入力欄 機能修正 入力したすべての項目が出力されるようレイアウトを
変更してほしい

確認もれを防ぐため 実績あり - - - - - - - - - -

甲賀市 52.保護台帳

帳票レイアウトに対する意見

扶養義務者の登録 機能追加 ・保護台帳のなかに扶養義務者一覧を追加してほし
い。

・当市では、標準化前は保護台帳で扶養義務者や緊急連絡
先等を管理していた。保護台帳で基本情報を管理したいた
め、扶養義務者情報を保護台帳に追加してほしい。

・保護台帳のなかに扶養義務
者一覧を追加する。

実績なし なし なし - - - - - - - - - -

新潟県 53.民生委員通知書

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし - 対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

新潟県 57.過払金収入充当通知書

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし - 対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

広島県府中市 57.過払金収入充当通知書

帳票レイアウトに対する意見

過払金収入充当予定額 その他 過払金収入充当予定額の金額に「円」を追加してほ
しい。

金額の単位の記載は必須であるため。
他の決定通知書には「円」が記載されているが過払金収入
充当通知書だけ「円」がない。

〇〇〇〇円 - - - -

- - - - - -

春日井市 63.収入申告書（保護継続中・月額
給与記載用）

帳票レイアウトに対する意見

ケース番号 その他 該当箇所を表題（文書件名）の左記部分（文書左上
により、窓あき封筒封入後でも確認できるよう）に移
動してほしい。

当該文書に際し、印刷、封入、発送を業務委託しており、
個々に送付する複数文書を突合管理するうえで必須となる
ため。

実績なし - - ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

- - - - - - -

春日井市 64.収入申告書（保護継続中・日額
給与記載用）

帳票レイアウトに対する意見

ケース番号 その他 該当箇所を表題（文書件名）の左記部分（文書左上
により、窓あき封筒封入後でも確認できるよう）に移
動してほしい。

当該文書に際し、印刷、封入、発送を業務委託しており、
個々に送付する複数文書を突合管理するうえで必須となる
ため。

実績なし - - ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

- - - - - - -

新潟県 66.進学・就職準備給付金支給（不
支給）決定通知書

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし - 対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

新潟県 68.弁明通知書

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし - 対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

新潟県 70.保護廃止（停止）通知書

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし - 対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - - ◯

新潟県 72.就労自立給付金決定通知書

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし - 対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

富士通Japan（株） 78.個人票A

帳票詳細要件に対する意見

受給者番号 その他 受給者番号はケース番号をの認識でよろしいでしょ
うか。

実績なし - - - - - - - - - -

◯

兵庫県 86.保護変更申請書（傷病届）様式
第12号

帳票レイアウトに対する意見

備考 機能追加 「希望する指定医療機関名称」と「「希望する指定医
療機関住所」を印字できるようにしてほしい。

医療機関名と住所を手書きで記入しており業務に支障をき
たすため。

医療機関名及び住所を印字で
きるようにする

実績なし - - - - - - - - - -

◯

船橋市 87.保護変更申請書（傷病届）様式
第17号

帳票詳細要件に対する意見

3訪問看護・訪問リハビリ
テーション事業者

実装区分変更 オプション項目ではなく、必須項目として実装してほ
しい。

・標準化以前は訪問看護事業者の名称を印字のうえ、各医
療機関へ意見書の記入を依頼していたが、Ver.1.1時の帳票
ではオプション項目とされたためシステムベンダーによって
は現在も非対応の状況が続いている。そのため対象外事業
者への医療券送付誤りなどが発生しており、市の信用失墜
にもつながってしまっているため。

もともと標準化以前から搭載さ
れていた機能については「必
須項目」として対応していただ
きたい（他帳票に実装済みの
項目であれば猶更）。

実績なし - 市の信用失墜につながるという気持ちはすごく同感できます。帳票にどこ
の事業所かをシステム入力しているにもかかわらず記載が必須でないこと
が理解できません。枠外にレイアウトするのではなく、実施が適当と思わ
れる訪問看護事業所欄に、所在地と名称をシステムで印字することを必須
と変更してください。
また、レイアウト上の訪問看護・訪問リハビリテーション事業所と記載ありま
すが、法律上、訪問リハビリテーション事業所というものはありませんので
記載が不要です。

- - - - - - - -

船橋市 87.保護変更申請書（傷病届）様式
第17号

帳票詳細要件に対する意見

20ケース番号 実装区分変更 オプション項目ではなく、必須項目として実装してほ
しい。

・本市では、Ver1.1時の帳票で実装しており、印字の有無に
ついてはオプション項目とされている。福祉事務所へ返送さ
れた後のシステム入力時にケース番号があれば容易になる
ため（送付書等は必須項目なのに、意見書がオプション項目
なのは違和感が生じる）。

もともと標準化以前から搭載さ
れていた機能については「必
須項目」として対応していただ
きたい（他帳票に実装済みの
項目であれば猶更）。

実績なし - 市の信用失墜につながるという気持ちはすごく同感できます。帳票にどこ
の事業所かをシステム入力しているにもかかわらず記載が必須でないこと
が理解できません。枠外にレイアウトするのではなく、実施が適当と思わ
れる訪問看護事業所欄に、所在地と名称をシステムで印字することを必須
と変更してください。
また、レイアウト上の訪問看護・訪問リハビリテーション事業所と記載ありま
すが、法律上、訪問リハビリテーション事業所というものはありませんので
記載が不要です。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

本市だけでなく、複数自治体が本件について不便
を感じているという点を考慮していただきたい。

- - - - - -

船橋市 87.保護変更申請書（傷病届）様式
第17号

帳票詳細要件に対する意見

21世帯員番号 実装区分変更 オプション項目ではなく、必須項目として実装してほ
しい。

・本市では、Ver1.1時の帳票で実装しており、印字の有無に
ついてはオプション項目とされている。福祉事務所へ返送さ
れた後のシステム入力時に世帯員番号があれば容易にな
るため（送付書等は必須項目なのに、意見書がオプション項
目なのは違和感が生じる）。

もともと標準化以前から搭載さ
れていた機能については「必
須項目」として対応していただ
きたい（他帳票に実装済みの
項目であれば猶更）。

実績なし - 市の信用失墜につながるという気持ちはすごく同感できます。帳票にどこ
の事業所かをシステム入力しているにもかかわらず記載が必須でないこと
が理解できません。枠外にレイアウトするのではなく、実施が適当と思わ
れる訪問看護事業所欄に、所在地と名称をシステムで印字することを必須
と変更してください。
また、レイアウト上の訪問看護・訪問リハビリテーション事業所と記載ありま
すが、法律上、訪問リハビリテーション事業所というものはありませんので
記載が不要です。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

本市だけでなく、複数自治体が本件について不便
を感じているという点を考慮していただきたい。

- - - - - -

川崎市 87.保護変更申請書（傷病届）様式
第17号

帳票レイアウトに対する意見

ケース番号
世帯員番号
二次元コード・バーコード

実装区分変更 オプションから必須への変更 訪問看護要否意見書の受理登録や医療券の発券業務にお
いてケース番号、世帯員番号及び二次元コード・バーコード
は業務効率化の観点から必須である。オプション対応となっ
ていることで、導入できない可能性があり、導入できなけれ
ば医療券発券業務において多大な時間と労力を要し、市民
サービスに影響が出る可能性が高いため。

実績なし なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。
バーコード印字に関しても、大量の帳票を回収登録するうえで、誤認定なく
管理していくためには必須と考えます。システム内から出力した帳票であ
れば、より効率よく回収登録できるための対応をすることでシステム印字
するメリットを発揮できると考えます。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

本市だけでなく、複数自治体が本件について不便
を感じているという点を考慮していただきたい。

- - - - - -

横須賀市 87.保護変更申請書（傷病届）様式
第17号

帳票レイアウトに対する意見

ケース番号・世帯員番号 実装区分変更 ケース番号、世帯員番号、二次元コード・バーコード
の実装要件を「必須」として欲しい。

要否意見書到着後のシステム入力等に際し、ケース番号等
を使用して検索するのが一番速く、正確である。またバー
コードについては、要否意見書の情報を一括でシステムに
取り込むことができる。
これらの機能が必須でないことで、業務効率上支障が出て
いるため、本件については「必須」を希望する。

実績なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

本市だけでなく、複数自治体が本件について不便
を感じているという点を考慮していただきたい。

- - - - - -

船橋市 88.医療要否意見書

帳票詳細要件に対する意見

5ケース番号 実装区分変更 オプション項目ではなく、必須項目として実装してほ
しい。

・本市では、Ver1.1時の帳票で実装しており、印字の有無に
ついてはオプション項目とされている。福祉事務所へ返送さ
れた後のシステム入力時にケース番号があれば容易になる
ため（送付書等は必須項目なのに、意見書がオプション項目
なのは違和感が生じる）。

もともと標準化以前から搭載さ
れていた機能については「必
須項目」として対応していただ
きたい（他帳票に実装済みの
項目であれば猶更）。

実績なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

本市だけでなく、複数自治体が本件について不便
を感じているという点を考慮していただきたい。

- - - - - -

船橋市 88.医療要否意見書

帳票詳細要件に対する意見

6世帯員番号 実装区分変更 オプション項目ではなく、必須項目として実装してほ
しい。

・本市では、Ver1.1時の帳票で実装しており、印字の有無に
ついてはオプション項目とされている。福祉事務所へ返送さ
れた後のシステム入力時に世帯員番号があれば容易にな
るため（送付書等は必須項目なのに、意見書がオプション項
目なのは違和感が生じる）。

もともと標準化以前から搭載さ
れていた機能については「必
須項目」として対応していただ
きたい（他帳票に実装済みの
項目であれば猶更）。

実績なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

本市だけでなく、複数自治体が本件について不便
を感じているという点を考慮していただきたい。

- - - - - -

長崎県大村市 88.医療要否意見書

帳票詳細要件に対する意見

機能追加 決裁欄を追加してほしい。 ・以前のふれあいシステムでは意見書に決裁欄があった
が、標準化ではなく、ゴム印で対応しており、業務が増えて
いる。

実績なし - 決裁欄については、以前より東大阪市としても意見させていただいており
ました。医療要否意見書だけでなく、各種すべての意見書においてご対応
をご検討ください。大阪府下の実施機関にお声がけしたところ、確認した実
施機関は実装済でした。早急なご対応をお願いします。

- - - - - - - -

新潟県 88.医療要否意見書

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし 内閣府において見直しが検討されている部分であり、該当
帳票については印は不要と思われるため。
https://www8.cao.go.jp/kisei-
kaikaku/kisei/imprint/i_index.html

対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

常総市 88.医療要否意見書

帳票レイアウトに対する意見

主要症状及び今後の診
療見込

機能追加 ・従来のレイアウトと同様に，「主要症状及び今後の
診療見込」欄内に稼働能力確認欄を設けてほしい。

・就労支援を行う上で，必要な情報であるため。 実績なし - 今後医療扶助と健康管理の会議で検討される内容かと思いますが、要否
意見書以外の方法で稼働能力について聴取しないといけない現状は医療
機関様含めて現場に混乱が生じると考えています。標準化したことで医療
機関様にご迷惑をおかけすることがないようにご対応のご検討を考えてい
ただきたいです。

- -

- - - - - -

川崎市 88.医療要否意見書

帳票レイアウトに対する意見

ケース番号
世帯員番号
二次元コード・バーコード

実装区分変更 オプションから必須への変更 要否意見書の受理登録や医療券の発券業務においてケー
ス番号、世帯員番号及び二次元コード・バーコードは業務効
率化の観点から必須である。オプション対応となっていること
で、導入できない可能性があり、導入できなければ医療券
発券業務において多大な時間と労力を要し、市民サービス
に影響が出る可能性が高いため。

実績なし なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

本市だけでなく、複数自治体が本件について不便
を感じているという点を考慮していただきたい。

- - - - - -

横須賀市 88.医療要否意見書

帳票レイアウトに対する意見

ケース番号・世帯員番号 実装区分変更 ケース番号、世帯員番号、二次元コード・バーコード
の実装要件を「必須」として欲しい。

要否意見書到着後のシステム入力等に際し、ケース番号等
を使用して検索するのが一番速く、正確である。またバー
コードについては、要否意見書の情報を一括でシステムに
取り込むことができる。
これらの機能が必須でないことで、業務効率上支障が出て
いるため、本件については「必須」を希望する。

実績なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

本市だけでなく、複数自治体が本件について不便
を感じているという点を考慮していただきたい。

- - - - - -

近江八幡市 88.医療要否意見書

帳票レイアウトに対する意見

稼働能力の有無 機能追加 項目追加してほしい。 被保護者への就労指導を行う際に参考としているため。 実績なし - 今後医療扶助と健康管理の会議で検討される内容かと思いますが、要否
意見書以外の方法で稼働能力について聴取しないといけない現状は医療
機関様含めて現場に混乱が生じると考えています。標準化したことで医療
機関様にご迷惑をおかけすることがないようにご対応のご検討を考えてい
ただきたいです。

- - - - - - - -

鹿児島市 88.医療要否意見書

帳票レイアウトに対する意見

現在なし 機能追加 医療要否意見書について、「一般」と「精神」の区別
をできるようにしていただきたい。

標準化前は、医療要否意見書に「一般」「精神」を区別でき
るようにできていたが標準化後区別できなくなった。
医療要否意見書を確認する嘱託医は、「一般」か「精神」か
次第で違うため、どちらなのか判別ができない状況となり、
事務負担が増えてしまっている。

実績なし なし なし - 医療扶助の統計や毎年の監査資料として、医療扶助人員数を一般と精神
病に分けて抽出する必要があり、医療券が一般メインなのか、精神病メイ
ンなのかを利用して統計を取ります。医療券認定時に一般か精神かを判
断して入力するのですがその際に必要という意見かと思います。要否意見
書に基づいて医療券を認定するため、要否意見書の管理項目として必要
という意見だと考えます。システムの作り方という側面もありますが、機能
要件にないことで排除されるのであれば、必要性が高いと判断します。

- - - - - - - - ・貴市の標準準拠生活保護システムにおいては、医療要否
意見書の診療種別の印字項目に何が出力されるようになっ
ているか、お伺いさせていただきたいです。

医療要否意見書の診療種別の印字項目（レイアウト左上の
地区名称下の項目）に医療機関区分である医科・歯科・調
剤・訪問看護ステーションの4種類が印字されております。
また標準化前、「一般」「精神」を区別できるように印字して
いた内容についてはシステム登録上では「病類」の項目で
あり、精神・結核・その他の3種類が印字され医療要否意見
書を確認する嘱託医が区別ができるものとなっていました。

長崎県 88.医療要否意見書
帳票レイアウトに対する意見

主要症状及び今後の診
療見込

機能修正 ・該当箇所の記入欄のスペースを大きくしてほしい。 ・該当箇所の記入欄は医療審査の際に嘱託医が目を通す
部分であり、文字が小さく、読めないとの意見が出ているた
め。

記入欄のスペースを広くする。 実績なし - レイアウトの問題は、最終的にはベンダーだと思います。が、レイアウト上
で常識範囲の狭さであることは否めません。

- - - - - - - -

伊東市 88.医療要否意見書
帳票レイアウトに対する意見

傷病名又は部位 機能追加 記載欄が狭い 医療機関より書ききれないという意見がある。 実績なし - - - -
- - - - -

-

伊東市 88.医療要否意見書
帳票レイアウトに対する意見

新設 機能追加 就労の可否 18歳～64歳までの就労指導対象者の指導の参考にするた
め。

実績なし - - - -
- - - - -

-

伊東市 88.医療要否意見書
帳票レイアウトに対する意見

嘱託医の意見 機能修正 1：承認　2：不承認　3：本庁協議
期間　等の記入欄　の必要性

嘱託医より意見書の限られた情報のみで記載・判断するこ
とが難儀であると言う意見があるため。

実績なし - - - -
- - - - -

-

船橋市 89.精神疾患入院要否意見書

帳票詳細要件に対する意見

4ケース番号 実装区分変更 オプション項目ではなく、必須項目として実装してほ
しい。

・本市では、Ver1.1時の帳票で実装しており、印字の有無に
ついてはオプション項目とされている。福祉事務所へ返送さ
れた後のシステム入力時にケース番号があれば容易になる
ため（送付書等は必須項目なのに、意見書がオプション項目
なのは違和感が生じる）。

もともと標準化以前から搭載さ
れていた機能については「必
須項目」として対応していただ
きたい（他帳票に実装済みの
項目であれば猶更）。

実績なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

本市だけでなく、複数自治体が本件について不便
を感じているという点を考慮していただきたい。

- - - - - -

船橋市 89.精神疾患入院要否意見書

帳票詳細要件に対する意見

5世帯員番号 実装区分変更 オプション項目ではなく、必須項目として実装してほ
しい。

・本市では、Ver1.1時の帳票で実装しており、印字の有無に
ついてはオプション項目とされている。福祉事務所へ返送さ
れた後のシステム入力時に世帯員番号があれば容易にな
るため（送付書等は必須項目なのに、意見書がオプション項
目なのは違和感が生じる）。

もともと標準化以前から搭載さ
れていた機能については「必
須項目」として対応していただ
きたい（他帳票に実装済みの
項目であれば猶更）。

実績なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

本市だけでなく、複数自治体が本件について不便
を感じているという点を考慮していただきたい。

- - - - - -



自治体からの意見内容 重要な意見と判断した理由・根拠 事務局作業欄

①質問自治
体名

記入必須

②帳票名
記入必須

意見対象
③該当箇所
記入必須

④意見のカテ
ゴリ

記入必須

⑤ご意見等内容
記入必須

⑥ご意見等の理由・経緯
記入必須

⑦解釈案・代替案
（修正後の要件文

案）

⑧過去意見照会に
おける意見実績

記入必須

⑨帳票サンプルの
提供

⑩意見根拠（法
令・通知等）

横浜市意見 東大阪市意見 新宿区意見 横須賀市意見 中野区意見 豊後大野市意見 武蔵野市意見 柏市意見 仙台市意見 群馬県意見
2.4版の改版内容に関する意
見該否(◯が2.4版の改版内容

に関する意見）
意見に対する追加確認事項 追加確認事項に対する回答

新潟県 89.精神疾患入院要否意見書

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし 内閣府において見直しが検討されている部分であり、該当
帳票については印は不要と思われるため。
https://www8.cao.go.jp/kisei-
kaikaku/kisei/imprint/i_index.html

対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

川崎市 89.精神疾患入院要否意見書

帳票レイアウトに対する意見

ケース番号
世帯員番号
二次元コード・バーコード

実装区分変更 オプションから必須への変更 要否意見書の受理登録や医療券の発券業務においてケー
ス番号、世帯員番号及び二次元コード・バーコードは業務効
率化の観点から必須である。オプション対応となっていること
で、導入できない可能性があり、導入できなければ医療券
発券業務において多大な時間と労力を要し、市民サービス
に影響が出る可能性が高いため。

実績なし なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。
バーコード印字に関しても、大量の帳票を回収登録するうえで、誤認定なく
管理していくためには必須と考えます。システム内から出力した帳票であ
れば、より効率よく回収登録できるための対応をすることでシステム印字
するメリットを発揮できると考えます。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

本市だけでなく、複数自治体が本件について不便
を感じているという点を考慮していただきたい。

- - - - - -

横須賀市 89.精神疾患入院要否意見書

帳票レイアウトに対する意見

ケース番号・世帯員番号 実装区分変更 ケース番号、世帯員番号、二次元コード・バーコード
の実装要件を「必須」として欲しい。

要否意見書到着後のシステム入力等に際し、ケース番号等
を使用して検索するのが一番速く、正確である。またバー
コードについては、要否意見書の情報を一括でシステムに
取り込むことができる。
これらの機能が必須でないことで、業務効率上支障が出て
いるため、本件については「必須」を希望する。

実績なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

本市だけでなく、複数自治体が本件について不便
を感じているという点を考慮していただきたい。

- - - - - -

みやま市 90.生活保護法 医療要否意見書・
給付券要否意見書送付書 帳票詳細要件に対する意見

傷病名又は部位 その他 ・傷病名及び部位名、主要症状及び今後の診療見
込みの欄が狭い

医療機関の医師より、記載欄が狭く、詳細な病状を記載した
いが、記載がしにくくなったのでスペースを広げるように改善
要望が出ている

実績なし - レイアウトの問題は、最終的にはベンダーだと思います。が、レイアウト上
で常識の範囲を超えた狭さであることは否めません。

- - - - - - - -

みやま市 90.生活保護法 医療要否意見書・
給付券要否意見書送付書

帳票詳細要件に対する意見

帳票（上部） その他 医科と精神は別に要否意見書が出力されるように 県の監査で、医科と精神の要否意見書の提出数の集計が
求められている為

実績なし - 医療扶助の統計や毎年の監査資料として、医療扶助人員数を一般と精神
病に分けて抽出する必要があり、医療券が一般メインなのか、精神病メイ
ンなのかを利用して統計を取ります。医療券認定時に一般か精神かを判
断して入力するのですがその際に必要という意見かと思います。要否意見
書に基づいて医療券を認定するため、要否意見書の管理項目として必要
という意見だと考えます。システムの作り方という側面もありますが、機能
要件にないことで排除されるのであれば、必要性が高いと判断します。

- - - - - - - -

新潟県 93.診療依頼書（入院外）

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし 内閣府において見直しが検討されている部分であり、該当
帳票については印は不要と思われるため。
https://www8.cao.go.jp/kisei-
kaikaku/kisei/imprint/i_index.html

対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

新潟県 94.生活保護法医療券・調剤券

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし 内閣府において見直しが検討されている部分であり、該当
帳票については印は不要と思われるため。
https://www8.cao.go.jp/kisei-
kaikaku/kisei/imprint/i_index.html

対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - - ◯

船橋市 96.医療券送付書

帳票詳細要件に対する意見

12返送依頼の文言 その他 「印字の有無を選択できる」については、実装必須
機能とし、各システムベンダーにて早急に対応・改善
できるようにしてほしい。

・本市では、Ver1.1時の帳票で実装しており、印字の有無に
ついては言及されていないため、印字状態がデフォルトに
なってしまっている。そのため、医療機関等からの問い合わ
せが増大し医療券の発行業務自体に支障をきたしており、
業務の見直しを図らなければならなかったため。
また、オン資実装済医療機関が対象の場合紙の医療券をそ
もそも交付しないため、「返送するもの」が存在しないため、
不都合が生じるのではないか。

印字の有無については実装時
に必ず制御できるようにし、各
自治体とベンダーの間で運用
に即した形で導入できる形が
望ましいと考える。また、導入
済みの場合、早急にバージョ
ンアップができるようにしないと
後発実装自治体との差が生じ
て、結局のところ「標準化」の
定義が崩れてしまうのではな
いか。

実績なし - 実施要領上の運用では、受領書を送付し、受領印を本人に病院で押印い
ただいたものを病院が返送することになっている。現行の実施要領上は正
しい帳票といえる。ただし、形骸化している実施機関が多いためこのような
意見となっていると推測する。オンライン資格確認の実施に伴い、本当に
受領書の運用を継続する必要性があるのかという点から、検討しなければ
変更できない案件と考える。ぜひ、厚労省にもご確認いただきたい。

- - - - - - - - 標準仕様書2.2版以降で、「返送依頼の文言」については、
印字編集条件において、印字有無を選択できる仕様となっ
ております。
貴市に導入している生活保護システムのベンダー名と、ベン
ダーから説明を受けている今後のアップデートのスケジュー
ルについて、可能な範囲でお伺いさせていただきたいです。

ベンダー名：富士通Japan株式会社
今後のアップデートスケジュール：特に説明なし

標準仕様書2.2版まではそもそも帳票詳細要件にも定義づけ
されておらず、文言の「削除」は当然ながら「修正・変更」に
ついても「対応不可」とされて1.1版での実装（適用：令和８年
２月）に至ってます。

熊谷市 96.医療券送付書

帳票詳細要件に対する意見

医療券・調剤券の送付書 機能修正 医療券・調剤券の印刷時、送付書もまとめて印刷で
きるようにしてほしい(医療券・調剤券+送付書がひと
つのPDFファイルにまとまってほしい)

印刷をするとき別個で操作をしなくてはならないため不便。 - 標準化において、このような便利機能とされるものがすべて排除されてい
る仕様書になっていると考えます。システム導入して制御しているので効
率化を求めるのは当たり前だと思います。今回の改定でこの項目だけ追
加するのではなく、このような機能の対応方針について、まとめて議論で
きる場があればいいと考えています。

- - - - - - - -

長崎県 96.医療券送付書

帳票詳細要件に対する意見

12下記のとおり医療券を
送付しますので、ご確認
の上返送願います。とい
う文言

機能修正 ・該当箇所の文言は表示しないよう選択できるよう
にしてほしい。

・当福祉事務所では受領書の返送を求めていないが、医療
機関から返送が必要かとの問い合わせが絶えないため。

実績なし - 実施要領上の運用では、受領書を送付し、受領印を本人に病院で押印い
ただいたものを病院が返送することになっている。現行の実施要領上は正
しい帳票といえる。ただし、形骸化している実施機関が多いためこのような
意見となっていると推測する。オンライン資格確認の実施に伴い、本当に
受領書の運用を継続する必要性があるのかという点から、検討しなければ
変更できない案件と考える。ぜひ、厚労省にもご確認いただきたい。

- - - - - - - -

川崎市 96.医療券送付書

帳票レイアウトに対する意見

全体 実装区分変更 標準オプション帳票から実装必須帳票への変更 医療券送付書は医療機関への書類送付業務にいて必須で
ある。オプション対応となっていることで、導入できない可能
性があり、導入できなければ誤送付の発生などが想定さ
れ、市民サービスの低下や重大個人情報の流出が想定さ
れる、

実績なし なし - 一括発送時に、医療券だけでなく、各種意見書も同封して発送します。送
付書がなければどのようにまとめて一括発送するのかという点では、必須
化に賛同します。また、東大阪市としては発送する医療機関につき１枚で
医療券、各種意見書が何枚かを記載した送付状のお話をご検討いただき
たい旨伝えておりますが、こちらについても、現行では、送付書と送付状が
選べて必須化という仕様書にご変更いただきたく意見します。

- - - - - - - -

鹿児島市 96.医療券送付書

帳票レイアウトに対する意見

現在なし 機能追加 医療券送付書にオンライン資格確認対象者の判別
できるサインを表示させるようにしていただきたい。
表示できないことで医療機関・自治体の大きな事務
負担となっているため対応を強く要望する。

標準化前は、医療券送付書・受領書にオンライン資格確認
対象者の判別できるサインが表示されていたが、標準化後
表示されなくなった。
そのことで、医療機関からの対象者が医療券送付書に載っ
ていない理由（オンライン資格確認の対象者なのか）につい
て電話での問い合わせが多くなり事務負担が大きく増えた。
※現在は、連名簿に表示されていない方はオンライン対象
者として案内しているが、相手方も見比べないと判断できな
いので、人数が多い場合は確認が困難

実績なし なし なし - 標準化において、このような便利機能とされるものがすべて排除されてい
る仕様書になっていると考えます。システム導入して制御しているので効
率化を求めるのは当たり前だと思います。今回の改定でこの項目だけ追
加するのではなく、このような機能の対応方針について、まとめて議論で
きる場があればいいと考えています。
加えて、オンライン資格確認については、医療部会で検討されたものを追
記頂いていた経過がありますが、検討会ではほとんと協議がされていませ
ん。標準化と平行して進められている以上、システム仕様書として必要な
機能を満たしているかなど、踏み込んだ協議や確認が必要だと考えます。

- - - - - - - -

長崎県 96.医療券送付書

帳票レイアウトに対する意見

備考 機能追加 ・要否意見書の発行がされている場合は、備考欄に
「要否」と記すなど、要否意見書が添付されているか
否か分かるようにしてほしい。

・きちんと要否意見書が添付されているかについても医療券
送付時の確認項目であり、記載がない場合チェックができな
いため。

実績なし - 発送する医療機関につき１枚で医療券、各種意見書が何枚かを記載した
送付状のお話とも連携するかと思いますが、現行では、この封筒に何枚
入っていたら、正解かを示す資料がありません。各団体がそれぞれ主張し
ている内容を少しずつ反映するのではなく、踏襲した形で一番いいものを
作成し、責任をもって送付作業が実施できるよう改善を求めます。

- - - - - - - -

伊東市 96.医療券送付書
帳票レイアウトに対する意見

医療券・調剤券・介護券
送付書・受領書

機能修正 紙面上の掲載人数が少ないため　より多くの人数を
掲載できるようにしてもらいたい。

大量の人数分を送付する際何枚も枚数が必要となり嵩んで
しまうため。

実績なし - - - -
- - - - -

-

横須賀市 97.医療券受領書

帳票レイアウトに対する意見

ケース番号 機能追加 ケース番号等の記載欄に「世帯員番号」を追加して
欲しい。

医療券受領書到着後、備考欄に記載されている内容（次月
以降医療券不要　等）をもとにシステム入力を行っている
が、医療券については個々人で管理されているものであり、
世帯員番号が入っていない事で、業務効率上支障が出てい
るため。

実績なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

- - - - - - -

◯

近江八幡市 97.医療券受領書

帳票レイアウトに対する意見

指定医療機関名称 機能追加 印字された状態で印刷するようにしてほしい。 当市で利用しているシステムの旧機能では印字項目として
設定されていたため、現行の帳票では何も記入せず受領書
を返送する医療機関が多数あり、確認作業に支障があるた
め。

実績なし - 帳票にどこの医療機関宛てかをシステム入力があるにもかかわらず記載
がないことが理解できません。場合によっては誤送付にもつながります。
医療機関名と医療機関コードを印字できるようにご検討いただきたいで
す。

- - - - - - - -

◯

鹿児島市 97.医療券受領書

帳票レイアウトに対する意見

現在なし 機能追加 医療券受領書にオンライン資格確認対象者の判別
できるサインを表示させるようにしていただきたい。
表示できないことで医療機関・自治体の大きな事務
負担となっているため対応を強く要望する。

標準化前は、医療券送付書・受領書にオンライン資格確認
対象者の判別できるサインが表示されていたが、標準化後
表示されなくなった。
そのことで、医療機関からの対象者が医療券送付書に載っ
ていない理由（オンライン資格確認の対象者なのか）につい
て電話での問い合わせが多くなり事務負担が大きく増えた。
※現在は、連名簿に表示されていない方はオンライン対象
者として案内しているが、相手方も見比べないと判断できな
いので、人数が多い場合は確認が困難

実績なし 別添（シート：医療券受領書
（標準化前））のとおり提供
あり

なし - 標準化において、このような便利機能とされるものがすべて排除されてい
る仕様書になっていると考えます。システム導入して制御しているので効
率化を求めるのは当たり前だと思います。今回の改定でこの項目だけ追
加するのではなく、このような機能の対応方針について、まとめて議論で
きる場があればいいと考えています。
加えて、オンライン資格確認については、医療部会で検討されたものを追
記頂いていた経過がありますが、検討会ではほとんと協議がされていませ
ん。標準化と平行して進められている以上、システム仕様書として必要な
機能を満たしているかなど、踏み込んだ協議や確認が必要だと考えます。

- - - - - - - -

◯

船橋市 106.調剤券送付書

帳票詳細要件に対する意見

12返送依頼の文言 その他 「印字の有無を選択できる」については、実装必須
機能とし、各システムベンダーにて早急に対応・改善
できるようにしてほしい。

・本市では、Ver1.1時の帳票で実装しており、印字の有無に
ついては言及されていないため、印字状態がデフォルトに
なってしまっている。そのため、医療機関等からの問い合わ
せが増大し医療券の発行業務自体に支障をきたしており、
業務の見直しを図らなければならなかったため。
また、オン資実装済医療機関が対象の場合紙の医療券をそ
もそも交付しないため、「返送するもの」が存在しないため、
不都合が生じるのではないか。

印字の有無については実装時
に必ず制御できるようにし、各
自治体とベンダーの間で運用
に即した形で導入できる形が
望ましいと考える。また、導入
済みの場合、早急にバージョ
ンアップができるようにしないと
後発実装自治体との差が生じ
て、結局のところ「標準化」の
定義が崩れてしまうのではな
いか。

実績なし - 実施要領上の運用では、受領書を送付し、受領印を本人に病院で押印い
ただいたものを病院が返送することになっている。現行の実施要領上は正
しい帳票といえる。ただし、形骸化している実施機関が多いためこのような
意見となっていると推測する。オンライン資格確認の実施に伴い、本当に
受領書の運用を継続する必要性があるのかという点から、検討しなければ
変更できない案件と考える。ぜひ、厚労省にもご確認いただきたい。

- - - - - - - -

◯

標準仕様書2.2版以降で、「返送依頼の文言」については、
印字編集条件において、印字有無を選択できる仕様となっ
ております。
貴市に導入している生活保護システムのベンダー名と、ベン
ダーから説明を受けている今後のアップデートのスケジュー
ルについて、可能な範囲でお伺いさせていただきたいです。

ベンダー名：富士通Japan株式会社
今後のアップデートスケジュール：特に説明なし

標準仕様書2.2版まではそもそも帳票詳細要件にも定義づけ
されておらず、文言の「削除」は当然ながら「修正・変更」に
ついても「対応不可」とされて1.1版での実装（適用：令和８年
２月）に至ってます。

熊谷市 106.調剤券送付書

帳票詳細要件に対する意見

システム印字項目 機能修正 返送依頼の文言を削除してほしい。（医療券等も同
様）

福祉事務所側の受領書発行の負担と医療機関側の受領書
返送および郵送代の負担を軽減するため。

実績なし - 実施要領上の運用では、受領書を送付し、受領印を本人に病院で押印い
ただいたものを病院が返送することになっている。現行の実施要領上は正
しい帳票といえる。ただし、形骸化している実施機関が多いためこのような
意見となっていると推測する。オンライン資格確認の実施に伴い、本当に
受領書の運用を継続する必要性があるのかという点から、検討しなければ
変更できない案件と考える。ぜひ、厚労省にもご確認いただきたい。

- - - - - - - -

◯

長崎県 106.調剤券送付書

帳票詳細要件に対する意見

12下記のとおり調剤券を
送付しますので、ご確認
の上返送願います。とい
う文言

機能修正 ・該当箇所の文言は表示しないよう選択できるよう
にしてほしい。

・当福祉事務所では受領書の返送を求めていないが、薬局
から返送が必要かとの問い合わせが絶えないため。

実績なし - 実施要領上の運用では、受領書を送付し、受領印を本人に病院で押印い
ただいたものを病院が返送することになっている。現行の実施要領上は正
しい帳票といえる。ただし、形骸化している実施機関が多いためこのような
意見となっていると推測する。オンライン資格確認の実施に伴い、本当に
受領書の運用を継続する必要性があるのかという点から、検討しなければ
変更できない案件と考える。ぜひ、厚労省にもご確認いただきたい。

- - - - - - - -

◯

川崎市 106.調剤券送付書

帳票レイアウトに対する意見

全体 実装区分変更 標準オプション帳票から実装必須帳票への変更 調剤券送付書は医療機関への書類送付業務にいて必須で
ある。オプション対応となっていることで、導入できない可能
性があり、導入できなければ誤送付の発生などが想定さ
れ、市民サービスの低下や重大個人情報の流出が想定さ
れる、

実績なし なし - 一括発送時に、１つの調剤薬局に調剤券が何枚同封するのが正解かを確
認して発送します。送付書がなければどのようにまとめて一括発送するの
かという点では、必須化に賛同します。

- - - - - - - -

◯

東大阪市 106.調剤券送付書

帳票レイアウトに対する意見

全体 機能追加 発送する調剤薬局につき１枚で調剤券が何枚かを
記載した送付状のお話をご検討いただきたい旨伝え
ておりますが、こちらについても、現行では、送付書
と送付状が選べて必須化という仕様書にご変更いた
だきたく意見します。

- - - - - - - - - -

◯

兵庫県 107.調剤券受領書

帳票レイアウトに対する意見

指定医療機関名 機能追加 「指定医療機関名」を印字できるようにしてほしい。 医療機関名を手書きで記入しており業務に支障をきたすた
め。

医療機関名を印字できるよう
にする

実績なし - どこの医療機関宛てかをシステム入力するにもかかわらず、システムに記
載がないことについて明確な意図があるのならば教えていただきたい。こ
のままでは誤送付にもつながる可能性があります。医療機関名と医療機
関コードを印字できるようにご検討いただきたいです。

- - - - - - - -

◯

近江八幡市 107.調剤券受領書

帳票レイアウトに対する意見

指定医療機関名称 機能追加 印字された状態で印刷するようにしてほしい。 当市で利用しているシステムの旧機能では印字項目として
設定されていたため、現行の帳票では何も記入せず受領書
を返送する医療機関が多数あり、確認作業に支障があるた
め。

実績なし - どこの医療機関宛てかをシステム入力するにもかかわらず、システムに記
載がないことについて明確な意図があるのならば教えていただきたい。こ
のままでは誤送付にもつながる可能性があります。医療機関名と医療機
関コードを印字できるようにご検討いただきたいです。

- - - - - - - -

◯

船橋市 109.医療要否意見書（所要経費概
算見積書）

帳票詳細要件に対する意見

該当箇所なし 機能追加 送付先医療機関名称・医療機関コードの追加をして
ほしい。

・基本的に本意見書は被保護者が医療機関へ持参すること
を前提に仕様を決めていると思うが、施設入所者や在宅でも
要支援・要介護者にあっては持参することが難しいケースが
あり、本市では各医療機関へ郵送している。その際に誤封
入を防ぐため、受領側医療機関としても担保として用いても
らうため、医療機関名称・医療機関コードの記載が必要と考
えている。

もともと標準化以前から搭載さ
れていた機能については「必
須項目」として対応していただ
きたい。

実績なし - 帳票にどこの医療機関宛てかをシステム入力があるにもかかわらず記載
がないことが理解できません。場合によっては誤送付にもつながります。
医療機関名と医療機関コードを印字できるようにご検討いただきたいで
す。

- - - - - - - -

船橋市 109.医療要否意見書（所要経費概
算見積書）

帳票詳細要件に対する意見

27ケース番号 実装区分変更 オプション項目ではなく、必須項目として実装してほ
しい。

・本市では、Ver1.1時の帳票で実装しており、印字の有無に
ついてはオプション項目とされている。福祉事務所へ返送さ
れた後のシステム入力時にケース番号があれば容易になる
ため（送付書等は必須項目なのに、意見書がオプション項目
なのは違和感が生じる）。

もともと標準化以前から搭載さ
れていた機能については「必
須項目」として対応していただ
きたい（他帳票に実装済みの
項目であれば猶更）。

実績なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

本市だけでなく、複数自治体が本件について不便
を感じているという点を考慮していただきたい。

- - - - - -

船橋市 109.医療要否意見書（所要経費概
算見積書）

帳票詳細要件に対する意見

28世帯員番号 実装区分変更 オプション項目ではなく、必須項目として実装してほ
しい。

・本市では、Ver1.1時の帳票で実装しており、印字の有無に
ついてはオプション項目とされている。福祉事務所へ返送さ
れた後のシステム入力時に世帯員番号があれば容易にな
るため（送付書等は必須項目なのに、意見書がオプション項
目なのは違和感が生じる）。

もともと標準化以前から搭載さ
れていた機能については「必
須項目」として対応していただ
きたい（他帳票に実装済みの
項目であれば猶更）。

実績なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

本市だけでなく、複数自治体が本件について不便
を感じているという点を考慮していただきたい。

- - - - - -

葛飾区 109.医療要否意見書（所要経費概
算見積書）

帳票レイアウトに対する意見

所要経費概算見積（取扱
業者記載欄）

誤記・整合性 治療材料表内の斜線の位置に誤りがあるため、修
正をお願いいたします。
具体的には、本来は合計欄のみを消すべきところ、
斜線が「購入」および「貸与・修理」欄にまたがってい
る状態となっています。つきましては、合計欄のみが
消えるように修正をお願いいたします。

移動されないと「購入」および「貸与・修理」欄を記入しなくて
もよいと誤解を招き、業務に支障が出るため。

斜線を下に移動し合計欄のみ
が消えるようにする。

実績なし 提供有 - ズレだと思いますが、同じ意見で修正をお願いしたいです。 - -

- - - - - - ◯

川崎市 109.医療要否意見書（所要経費概
算見積書）

帳票レイアウトに対する意見

ケース番号
世帯員番号
二次元コード・バーコード

実装区分変更 オプションから必須への変更 給付要否意見書の受理登録や医療券の発券業務において
ケース番号、世帯員番号及び二次元コード・バーコードは業
務効率化の観点から必須である。オプション対応となってい
ることで、導入できない可能性があり、導入できなければ医
療券発券業務において多大な時間と労力を要し、市民サー
ビスに影響が出る可能性が高いため。

実績なし なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。
バーコード印字に関しても、大量の帳票を回収登録するうえで、誤認定なく
管理していくためには必須と考えます。システム内から出力した帳票であ
れば、より効率よく回収登録できるための対応をすることでシステム印字
するメリットを発揮できると考えます。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

本市だけでなく、複数自治体が本件について不便
を感じているという点を考慮していただきたい。

- - - - - -

◯

横須賀市 109.医療要否意見書（所要経費概
算見積書）

帳票レイアウトに対する意見

ケース番号・世帯員番号 実装区分変更 ケース番号、世帯員番号、二次元コード・バーコード
の実装要件を「必須」として欲しい。

要否意見書到着後のシステム入力等に際し、ケース番号等
を使用して検索するのが一番速く、正確である。またバー
コードについては、要否意見書の情報を一括でシステムに
取り込むことができる。
これらの機能が必須でないことで、業務効率上支障が出て
いるため、本件については「必須」を希望する。

実績なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

本市だけでなく、複数自治体が本件について不便
を感じているという点を考慮していただきたい。

- - - - - -

◯

船橋市 113.給付要否意見書（あん摩・マッ
サージ、はり・きゅう）

帳票詳細要件に対する意見

3ケース番号 実装区分変更 オプション項目ではなく、必須項目として実装してほ
しい。

・本市では、Ver1.1時の帳票で実装しており、印字の有無に
ついてはオプション項目とされている。福祉事務所へ返送さ
れた後のシステム入力時にケース番号があれば容易になる
ため（送付書等は必須項目なのに、意見書がオプション項目
なのは違和感が生じる）。

もともと標準化以前から搭載さ
れていた機能については「必
須項目」として対応していただ
きたい（他帳票に実装済みの
項目であれば猶更）。

実績なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

本市だけでなく、複数自治体が本件について不便
を感じているという点を考慮していただきたい。

- - - - - -



自治体からの意見内容 重要な意見と判断した理由・根拠 事務局作業欄

①質問自治
体名

記入必須

②帳票名
記入必須

意見対象
③該当箇所
記入必須

④意見のカテ
ゴリ

記入必須

⑤ご意見等内容
記入必須

⑥ご意見等の理由・経緯
記入必須

⑦解釈案・代替案
（修正後の要件文

案）

⑧過去意見照会に
おける意見実績

記入必須

⑨帳票サンプルの
提供

⑩意見根拠（法
令・通知等）

横浜市意見 東大阪市意見 新宿区意見 横須賀市意見 中野区意見 豊後大野市意見 武蔵野市意見 柏市意見 仙台市意見 群馬県意見
2.4版の改版内容に関する意
見該否(◯が2.4版の改版内容

に関する意見）
意見に対する追加確認事項 追加確認事項に対する回答

船橋市 113.給付要否意見書（あん摩・マッ
サージ、はり・きゅう）

帳票詳細要件に対する意見

4世帯員番号 実装区分変更 オプション項目ではなく、必須項目として実装してほ
しい。

・本市では、Ver1.1時の帳票で実装しており、印字の有無に
ついてはオプション項目とされている。福祉事務所へ返送さ
れた後のシステム入力時に世帯員番号があれば容易にな
るため（送付書等は必須項目なのに、意見書がオプション項
目なのは違和感が生じる）。

もともと標準化以前から搭載さ
れていた機能については「必
須項目」として対応していただ
きたい（他帳票に実装済みの
項目であれば猶更）。

実績なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

本市だけでなく、複数自治体が本件について不便
を感じているという点を考慮していただきたい。

- - - - - -

川崎市 113.給付要否意見書（あん摩・マッ
サージ、はり・きゅう）

帳票レイアウトに対する意見

ケース番号
世帯員番号
二次元コード・バーコード

実装区分変更 オプションから必須への変更 施術要否意見書の受理登録や医療券の発券業務において
ケース番号、世帯員番号及び二次元コード・バーコードは業
務効率化の観点から必須である。オプション対応となってい
ることで、導入できない可能性があり、導入できなければ医
療券発券業務において多大な時間と労力を要し、市民サー
ビスに影響が出る可能性が高いため。

実績なし なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。
バーコード印字に関しても、大量の帳票を回収登録するうえで、誤認定なく
管理していくためには必須と考えます。システム内から出力した帳票であ
れば、より効率よく回収登録できるための対応をすることでシステム印字
するメリットを発揮できると考えます。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

本市だけでなく、複数自治体が本件について不便
を感じているという点を考慮していただきたい。

- - - - - -

横須賀市 113.給付要否意見書（あん摩・マッ
サージ、はり・きゅう）

帳票レイアウトに対する意見

ケース番号・世帯員番号 実装区分変更 ケース番号、世帯員番号、二次元コード・バーコード
の実装要件を「必須」として欲しい。

要否意見書到着後のシステム入力等に際し、ケース番号等
を使用して検索するのが一番速く、正確である。またバー
コードについては、要否意見書の情報を一括でシステムに
取り込むことができる。
これらの機能が必須でないことで、業務効率上支障が出て
いるため、本件については「必須」を希望する。

実績なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。
バーコード印字に関しても、大量の帳票を回収登録するうえで、誤認定なく
管理していくためには必須と考えます。システム内から出力した帳票であ
れば、より効率よく回収登録できるための対応をすることでシステム印字
するメリットを発揮できると考えます。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

本市だけでなく、複数自治体が本件について不便
を感じているという点を考慮していただきたい。

- - - - - -

船橋市 114.給付要否意見書（柔道整復）

帳票詳細要件に対する意見

3ケース番号 実装区分変更 オプション項目ではなく、必須項目として実装してほ
しい。

・本市では、Ver1.1時の帳票で実装しており、印字の有無に
ついてはオプション項目とされている。福祉事務所へ返送さ
れた後のシステム入力時にケース番号があれば容易になる
ため（送付書等は必須項目なのに、意見書がオプション項目
なのは違和感が生じる）。

もともと標準化以前から搭載さ
れていた機能については「必
須項目」として対応していただ
きたい（他帳票に実装済みの
項目であれば猶更）。

実績なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

本市だけでなく、複数自治体が本件について不便
を感じているという点を考慮していただきたい。

- - - - - -

船橋市 114.給付要否意見書（柔道整復）

帳票詳細要件に対する意見

4世帯員番号 実装区分変更 オプション項目ではなく、必須項目として実装してほ
しい。

・本市では、Ver1.1時の帳票で実装しており、印字の有無に
ついてはオプション項目とされている。福祉事務所へ返送さ
れた後のシステム入力時に世帯員番号があれば容易にな
るため（送付書等は必須項目なのに、意見書がオプション項
目なのは違和感が生じる）。

もともと標準化以前から搭載さ
れていた機能については「必
須項目」として対応していただ
きたい（他帳票に実装済みの
項目であれば猶更）。

実績なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

本市だけでなく、複数自治体が本件について不便
を感じているという点を考慮していただきたい。

- - - - - -

川崎市 114.給付要否意見書（柔道整復）

帳票レイアウトに対する意見

ケース番号
世帯員番号
二次元コード・バーコード

実装区分変更 オプションから必須への変更 施術要否意見書の受理登録や医療券の発券業務において
ケース番号、世帯員番号及び二次元コード・バーコードは業
務効率化の観点から必須である。オプション対応となってい
ることで、導入できない可能性があり、導入できなければ医
療券発券業務において多大な時間と労力を要し、市民サー
ビスに影響が出る可能性が高いため。

実績なし なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。
バーコード印字に関しても、大量の帳票を回収登録するうえで、誤認定なく
管理していくためには必須と考えます。システム内から出力した帳票であ
れば、より効率よく回収登録できるための対応をすることでシステム印字
するメリットを発揮できると考えます。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

本市だけでなく、複数自治体が本件について不便
を感じているという点を考慮していただきたい。

- - - - - -

横須賀市 114.給付要否意見書（柔道整復）

帳票レイアウトに対する意見

ケース番号・世帯員番号 実装区分変更 ケース番号、世帯員番号、二次元コード・バーコード
の実装要件を「必須」として欲しい。

要否意見書到着後のシステム入力等に際し、ケース番号等
を使用して検索するのが一番速く、正確である。またバー
コードについては、要否意見書の情報を一括でシステムに
取り込むことができる。
これらの機能が必須でないことで、業務効率上支障が出て
いるため、本件については「必須」を希望する。

実績なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。
バーコード印字に関しても、大量の帳票を回収登録するうえで、誤認定なく
管理していくためには必須と考えます。システム内から出力した帳票であ
れば、より効率よく回収登録できるための対応をすることでシステム印字
するメリットを発揮できると考えます。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

本市だけでなく、複数自治体が本件について不便
を感じているという点を考慮していただきたい。

- - - - - -

横須賀市 115.施術券（あん摩・マッサージ）

帳票レイアウトに対する意見

ケース番号・世帯員番号 実装区分変更 ケース番号、世帯員番号、二次元コード・バーコード
の実装要件を「必須」として欲しい。

請求明細書到着後のシステム入力等に際し、ケース番号等
を使用して検索するのが一番速く、正確である。またバー
コードについては、要否意見書の情報を一括でシステムに
取り込むことができる。
これらの機能が必須でないことで、業務効率上支障が出て
いるため、本件については「必須」を希望する。

実績なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。
バーコードについては、発行した帳票について請求が来ているか回収登
録を日っすとする場合は必要だと考えるが、支払するだけという考え方な
のであれば重要性はないと考えています。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

- - - - - - -

◯

横須賀市 115.施術券（あん摩・マッサージ）

帳票レイアウトに対する意見

住所
指定施術者
氏名

機能追加 いわゆる「印」の文字を追加して欲しい（社印・代表
者印を押印するためのもの）。
また、指定施術者住所氏名欄に、電話番号欄を追加
して欲しい。

請求明細書の会計支出上、社印等の押印がないと会計処
理ができず、業務効率上支障が出ているため。
電話番号欄の追加については、請求書に不備があった際に
連絡先の記載がなく、都度調べなければならない状況であ
り、業務に支障が出ているため。

実績なし - 柔道整復には電話番号欄があるので、電話番号欄を設けていただきたい
のは同じ意見です。が、この件については、厚生労働省で様式の変更をご
検討いただきたいです。システム印字する必要性は薄いかもしれません。

- - - - - - - -

◯

横須賀市 116.施術券及び施術報酬請求明細
書（柔道整復）

帳票レイアウトに対する意見

ケース番号・世帯員番号 実装区分変更 ケース番号、世帯員番号、二次元コード・バーコード
の実装要件を「必須」として欲しい。

請求明細書到着後のシステム入力等に際し、ケース番号等
を使用して検索するのが一番速く、正確である。またバー
コードについては、要否意見書の情報を一括でシステムに
取り込むことができる。
これらの機能が必須でないことで、業務効率上支障が出て
いるため、本件については「必須」を希望する。

実績なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。
バーコードについては、発行した帳票について請求が来ているか回収登
録を日っすとする場合は必要だと考えるが、支払するだけという考え方な
のであれば重要性はないと考えています。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

- - - - - - -

◯

横須賀市 116.施術券及び施術報酬請求明細
書（柔道整復） 帳票レイアウトに対する意見

住所
指定施術者
氏名

機能追加 いわゆる「印」の文字を追加して欲しい（社印・代表
者印を押印するためのもの）。

請求明細書の会計支出上、社印等の押印がないと会計処
理ができず、業務効率上支障が出ているため。

実績なし - - - - - - - - - -
◯

横須賀市 117.施術券及び施術報酬請求明細
書（はり・きゅう）

帳票レイアウトに対する意見

ケース番号・世帯員番号 実装区分変更 ケース番号、世帯員番号、二次元コード・バーコード
の実装要件を「必須」として欲しい。

請求明細書到着後のシステム入力等に際し、ケース番号等
を使用して検索するのが一番速く、正確である。またバー
コードについては、要否意見書の情報を一括でシステムに
取り込むことができる。
これらの機能が必須でないことで、業務効率上支障が出て
いるため、本件については「必須」を希望する。

実績なし - システムから印刷した帳票を返送、提出いただき、システム内で回収登録
など含めて管理する場合、生活保護の固有の個人を特定する番号であ
る、ケース番号、員番号は全帳票において、必須とすることを今一度ご検
討いただきたいです。
バーコードについては、発行した帳票について請求が来ているか回収登
録を日っすとする場合は必要だと考えるが、支払するだけという考え方な
のであれば重要性はないと考えています。

ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

- - - - - - -

横須賀市 117.施術券及び施術報酬請求明細
書（はり・きゅう）

帳票レイアウトに対する意見

住所
はり・きゅう師
氏名

機能追加 いわゆる「印」の文字を追加して欲しい（社印・代表
者印を押印するためのもの）。
また、はり・きゅう師住所氏名欄に、電話番号欄を追
加して欲しい。

請求明細書の会計支出上、社印等の押印がないと会計処
理ができず、業務効率上支障が出ているため。
電話番号欄の追加については、請求書に不備があった際に
連絡先の記載がなく、都度調べなければならない状況であ
り、業務に支障が出ているため。

実績なし - 柔道整復には電話番号欄があるので、電話番号欄を設けていただきたい
のは同じ意見です。が、この件については、厚生労働省で様式の変更をご
検討いただきたいです。システム印字する必要性は薄いかもしれません。

- - - - - - - -

富士通Japan（株） 128.ジェネリック通知書

帳票詳細要件に対する意見

全体 機能削除 本帳票の出力はレセプト管理システムでの対応とし
ていただきたい。

ジェネリック情報をレセプト管理システムにて管理しているの
であれば、わざわざ生活保護システムにデータを取り込んで
出力せずとも、レセプト管理システムにて出力する方が効率
的だと考えるため、削除いただきたい。
また、機能・帳票要件に実装区分が必須で同帳票を出力で
きることとという要件があるので、そらちについても見直しい
ただきたい。

実績なし - 生活保護業務における、被保護者への通知には担当CWの印字が必須と
考えていますが、レセプト管理システムでは担当者の管理項目がありませ
ん。また、レセプト管理システムには２カ月まえのレセプトと突合するための
被保護者データを連携しているため、最新の被保護者情報が保持されて
いない以上、転居等があれば誤発送の原因となります。
この項目にかぎりませんが、情報が古く必要な情報に不足があるレセプト
管理システムだけでできることは生活保護業務において極めて少ないと強
く考えています。

- - - - - - - -

◯

新潟県 136.生活保護法介護券

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし 内閣府において見直しが検討されている部分であり、該当
帳票については印は不要と思われるため。
https://www8.cao.go.jp/kisei-
kaikaku/kisei/imprint/i_index.html

対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

船橋市 138.生活保護法介護券送付書

帳票詳細要件に対する意見

12返送依頼の文言 その他 「印字の有無を選択できる」については、実装必須
機能とし、各システムベンダーにて早急に対応・改善
できるようにしてほしい。

・本市では、Ver1.1時の帳票で実装しており、印字の有無に
ついては言及されていないため、印字状態がデフォルトに
なってしまっている。そのため、医療機関等からの問い合わ
せが増大し医療券の発行業務自体に支障をきたしており、
業務の見直しを図らなければならなかったため。
また、オン資実装済医療機関が対象の場合紙の医療券をそ
もそも交付しないため、「返送するもの」が存在しないため、
不都合が生じるのではないか。

印字の有無については実装時
に必ず制御できるようにし、各
自治体とベンダーの間で運用
に即した形で導入できる形が
望ましいと考える。また、導入
済みの場合、早急にバージョ
ンアップができるようにしないと
後発実装自治体との差が生じ
て、結局のところ「標準化」の
定義が崩れてしまうのではな
いか。

実績なし - 実施要領上の運用では、受領書を送付し、受領印を本人に病院で押印い
ただいたものを病院が返送することになっている。現行の実施要領上は正
しい帳票といえる。ただし、形骸化している実施機関が多いためこのような
意見となっていると推測する。本当に受領書の運用を継続する必要性があ
るのかという点から、検討しなければ変更できない案件と考える。ぜひ、厚
労省にもご確認いただきたい。

- - - - - - - -

◯

標準仕様書2.2版以降で、「返送依頼の文言」については、
印字編集条件において、印字有無を選択できる仕様となっ
ております。
貴市に導入している生活保護システムのベンダー名と、ベン
ダーから説明を受けている今後のアップデートのスケジュー
ルについて、可能な範囲でお伺いさせていただきたいです。

ベンダー名：富士通Japan株式会社
今後のアップデートスケジュール：特に説明なし

標準仕様書2.2版まではそもそも帳票詳細要件にも定義づけ
されておらず、文言の「削除」は当然ながら「修正・変更」に
ついても「対応不可」とされて1.1版での実装（適用：令和８年
２月）に至ってます。

近江八幡市 139.介護券受領書

帳票レイアウトに対する意見

指定医療機関名称 機能追加 印字された状態で印刷するようにしてほしい。 当市で利用しているシステムの旧機能では印字項目として
設定されていたため、現行の帳票では何も記入せず受領書
を返送する医療機関が多数あり、確認作業に支障があるた
め。

実績なし - どこの医療機関宛てかをシステム入力するにもかかわらず、システムに記
載がないことについて明確な意図があるのならば教えていただきたい。こ
のままでは誤送付にもつながる可能性があります。介護機関名と介護事
業者コードを印字できるようにご検討いただきたいです。

- - - - - - - -

◯

草津市 145.生活保護費支給通知書

帳票詳細要件に対する意見

その他 機能追加 ・宛先郵便番号、宛先住所、宛先氏名、支給保護費
合計金額等をcsvファイル等でデータ出力ができるよ
うにしてほしい。

・標準化システムでは、領収証の帳票がないことから、別
途、領収証を作成するにあたり、現在は直接入力をしている
状況である。左記項目が加工可能なデータとして出力できる
ことで、ミスの軽減、事務の効率化につながるため。

実績なし なし - - - - - - - - - -

新潟県 145.生活保護費支給通知書

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし - 対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

春日井市 145.生活保護費支給通知書

帳票レイアウトに対する意見

ケース番号 その他 該当箇所を表題（文書件名）の左記部分（文書左上
により、窓あき封筒封入後でも確認できるよう）に移
動してほしい。

当該文書に際し、印刷、封入、発送を業務委託しており、
個々に送付する複数文書を突合管理するうえで必須となる
ため。

実績なし - - ケース番号・世帯員番号は、返送後の対象者確認や検索に使用する項目とし
て、必須化を検討してよいと思います。
一方、二次元コード・バーコードについては、何を格納し、読取り後にどこまで処
理するのかが、意見内容からは読み取れません。対象者の検索だけなのか、発
行履歴を特定するのか、受理登録や医療券発行まで行うのかによって仕様が変
わります。
この点を明確にした上で、必須とする帳票や機能の範囲を決める必要があると考
えます。

- - - - - - -

宮城県 145.生活保護費支給通知書

帳票レイアウトに対する意見

電子公印 機能修正 ・電子公印が印字されない。 ・窓口支給が必要な被保護世帯宛てに交付する必要がある
が、電子公印が印字されない。

実績なし 別添のとおり提供あり - - - -

- - - - - -

草津市 145.生活保護費支給通知書

帳票レイアウトに対する意見

その他 機能追加 ・宛先郵便番号、宛先住所、宛先氏名、支給保護費
合計金額等をcsvファイル等でデータ出力ができるよ
うにしてほしい。

・標準化システムでは、領収証の帳票がないことから、別
途、領収証を作成するにあたり、現在は直接入力をしている
状況である。左記項目が加工可能なデータとして出力できる
ことで、ミスの軽減、事務の効率化につながるため。

実績なし なし - - - - - - - - - -

横浜市 150.納入通知書（納付書）（カク公）

帳票レイアウトに対する意見

用紙サイズ その他 ・帳票のサイズを指定いただけますでしょうか。 ・仕様書において「上端から6mm」「下端から20mm」「右端か
ら35mm」といった位置指定が複数記載されておりますが、用
紙サイズが未指定のため、これらの指定をどの座標系で解
釈すべきかが明確ではありません。

・そのため、実装ベンダごとにレイアウト解釈が異なる可能
性があり、結果として帳票レイアウトにばらつきが生じる可能
性があります。

・自治体ごとの運用差を考慮し、少なくとも想定する標準サイ
ズ（例：A4縦等）または許容範囲を参考値としてご提示いた
だけると、ベンダ間の解釈差を防止し、帳票レイアウトの統
一性確保に資すると考えます。

実績なし 本市があげた意見ため、同一の理由となりますが、
・仕様書において「上端から6mm」「下端から2mm」「右端
から35mm」といった位置指定が複数記載されております
が、用紙サイズが未指定のため、これらの指定をどの座標
系で解釈すべきかが明確ではありません。

・そのため、実装ベンダごとにレイアウト解釈が異なる可能
性があり、結果として帳票レイアウトにばらつきが生じる可
能性があります。

・自治体ごとの運用差を考慮し、少なくとも想定する標準サ
イズ（例：A4縦等）または許容範囲を参考値としてご提示い
ただけると、ベンダ間の解釈差を防止し、帳票レイアウトの
統一性確保に資すると考えます。

- - - - - - - - -

横浜市 150.納入通知書（納付書）（マル
公）

帳票レイアウトに対する意見

用紙サイズ その他 ・帳票のサイズを指定いただけますでしょうか。 ・仕様書において「上端から6mm」「下端から20mm」「右端か
ら35mm」といった位置指定が複数記載されておりますが、用
紙サイズが未指定のため、これらの指定をどの座標系で解
釈すべきかが明確ではありません。

・そのため、実装ベンダごとにレイアウト解釈が異なる可能
性があり、結果として帳票レイアウトにばらつきが生じる可能
性があります。

・自治体ごとの運用差を考慮し、少なくとも想定する標準サイ
ズ（例：A4縦等）または許容範囲を参考値としてご提示いた
だけると、ベンダ間の解釈差を防止し、帳票レイアウトの統
一性確保に資すると考えます。

実績なし 本市があげた意見ため、同一の理由となりますが、
・仕様書において「上端から6mm」「下端から2mm」「右端
から35mm」といった位置指定が複数記載されております
が、用紙サイズが未指定のため、これらの指定をどの座標
系で解釈すべきかが明確ではありません。

・そのため、実装ベンダごとにレイアウト解釈が異なる可能
性があり、結果として帳票レイアウトにばらつきが生じる可
能性があります。

・自治体ごとの運用差を考慮し、少なくとも想定する標準サ
イズ（例：A4縦等）または許容範囲を参考値としてご提示い
ただけると、ベンダ間の解釈差を防止し、帳票レイアウトの
統一性確保に資すると考えます。

- - - - - - - - -

新潟県 156.63条返還金決定通知書

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし - 対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

新潟県 157.77条徴収金決定通知書
帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし - 対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -
- - - - - -

新潟県 158.77条の2徴収金決定通知書

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし - 対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

新潟県 159.78条徴収金決定通知書

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし - 対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -



自治体からの意見内容 重要な意見と判断した理由・根拠 事務局作業欄

①質問自治
体名

記入必須

②帳票名
記入必須

意見対象
③該当箇所
記入必須

④意見のカテ
ゴリ

記入必須

⑤ご意見等内容
記入必須

⑥ご意見等の理由・経緯
記入必須

⑦解釈案・代替案
（修正後の要件文

案）

⑧過去意見照会に
おける意見実績

記入必須

⑨帳票サンプルの
提供

⑩意見根拠（法
令・通知等）

横浜市意見 東大阪市意見 新宿区意見 横須賀市意見 中野区意見 豊後大野市意見 武蔵野市意見 柏市意見 仙台市意見 群馬県意見
2.4版の改版内容に関する意
見該否(◯が2.4版の改版内容

に関する意見）
意見に対する追加確認事項 追加確認事項に対する回答

新潟県 168.履行延期（分割延納）承認通
知書

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし - 対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

新潟県 169.分割納付承認通知書
帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし - 対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -
- - - - - -

新潟県 171.返還金督促状
帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし - 対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -
- - - - - - ◯

新潟県 172.返還金催告書

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし - 対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

新潟県 181.27条指導指示書

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし - 対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

葛飾区 181.27条指導指示書
帳票レイアウトに対する意見

生活保護法（抜粋） 誤記・整合性 根拠として記載されている生活保護法60条の文言
が誤っています。（平成25年改正以前の文言になっ
ている。）

誤記と思われるため。 記載内容を修正する。 実績なし 提供有 - - - -
- - - - - -

葛飾区 181.27条指導指示書

帳票レイアウトに対する意見

生活保護法（抜粋） その他 本帳票の本文には６０条は言及されていませんが、
法60条が記載されているのはなぜでしょうか。（68.
弁明通知書にも記載されていません。）
不要であれば削除すべきかと思います。

法60条を掲載する意図を把握できないため。 実績なし 提供有 - - - -

- - - - - -

常総市 181.27条指導指示書

帳票レイアウトに対する意見

1.指示事項・内容 機能修正 ・従来のレイアウトと比較すると，「1.指示事項・内
容」欄が縮小されているため，「生活保護法（抜粋）」
欄を表面ではなく裏面に記載する等の修正を行い，
「1.指示事項・内容」欄を広げてほしい。

27条指導指示書においては，指導対象者に対して，指示事
項・内容を協調したいため。

実績なし - - - -

- - - - - -

世羅町 181.27条指導指示書

帳票レイアウトに対する意見

第62条 誤記・整合性 第62条第３項に前２項との記入があるが、第62条第
２項の記載が省略されている。

被保護者より、指導書に第62条第３項の前２項が記載され
ていないと指摘を受け、指導指示の観点から支障がある。

第62条第２項の追加 実績なし - - - - - - - - - -

新潟県 182.生活保護受給証明書

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし - 対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

和泉市 182.生活保護受給証明書

帳票レイアウトに対する意見

停止期間の追加 機能追加 保護停止期間を追加してほしい 保護停止期間を現状手書きして証明しているため自動表示
させてほしい

実績あり - - - - - - - - - -

北九州市 183.生活保護受給証明書発行申請
書

帳票レイアウトに対する意見

提出先、使用目的 機能修正 「提出先」、「使用目的」をシステム印字項目とし、ブ
ランク可としてほしい。

「提出先」、「使用目的」は、生活保護受給証明書ではシステ
ム印字項目になっているが、発行申請書ではシステム印字
項目になっていない。
①窓口で受給者が申請書に記入→②福祉事務所がシステ
ムに入力→③受給証明書を出力、というプロセスを想定した
仕様と思われるが、受給者から「提出先」、「使用目的」を聞
き取りシステム入力後、申請書（印字済み）を出力できるよう
にすることで、受給者の利便性及び福祉事務所の業務効率
の向上が見込まれるため。

実績あり - - - -

- - - - - -

葛飾区 184.介護扶助決定通知書

帳票詳細要件に対する意見

その他 機能追加 被保険者番号を追加してほしい。 みなし２号の方の介護保険証の代替となる資料であるため
必要な項目なのではないか。

実績なし 提供有 - 介護扶助実施要領第５－２（６）より決定通知には要介護状態又は要支援
状態の区分を記載するとあることから、不要と考えます。
あくまでも、２号みなしには介護扶助実施要領上に１号２号被保険者同様
の介護保険証の変わりとなるものは規定されておらず、「指定居宅介護支
援事業者等への情報提供および居宅介護支援計画等の写しの交付を求
める際の手続きについて（平12.3.13社援保第1号）」通知並びに、介護扶
助実施要領第４－３（３）より、被保護者異動連絡票（指定居宅介護支援事
業者）ならびに、指定居宅介護支援事業者に介護券を発行して委託するこ
とで事足りることと考えます。

- - - - - - - -

葛飾区 184.介護扶助決定通知書

帳票詳細要件に対する意見

その他 機能追加 判定年月日を追加してほしい。 みなし２号の方の介護保険証の代替となる資料であるため
必要な項目なのではないか。

実績なし 提供有 - ２号みなしには介護扶助実施要領上に１号２号被保険者同様の介護保険
証の変わりとなるものは規定されておらず、「指定居宅介護支援事業者等
への情報提供および居宅介護支援計画等の写しの交付を求める際の手
続きについて（平12.3.13社援保第1号）」通知並びに、介護扶助実施要領
第４－３（３）より、被保護者異動連絡票（指定居宅介護支援事業者）なら
びに、指定居宅介護支援事業者に介護券を発行して委託することで事足
りることと考えます。

- - - - - - - -

新潟県 184.介護扶助決定通知書

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし - 対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

新潟県 186.境界層該当証明書(指定難病
の患者に係る特定医療費)

帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし - 対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -

- - - - - -

新潟県 187.境界層該当証明書(障害者総
合支援法施行規則) 帳票レイアウトに対する意見

印 機能修正 ・福祉事務所の押印が必要な箇所を削除してほし
い。

・押印に伴う事務負担軽減のため。 ・「印」を削除する。 実績なし 提供なし - 対外帳票のため、システムから印字する電子公印は必要であると考えま
すが、不要でも大丈夫なのか知りたいです。

- -
- - - - - -



自治体からの意見内容 重要な意見と判断した理由・根拠 事務局作業欄

①質問自治体名
記入必須

②テーマ
記入必須

③該当箇所
記入必須

④意見のカテゴリ
記入必須

⑤ご意見等内容
記入必須

⑥ご意見等の理由・経緯
記入必須

⑦解釈案・代替案
（修正後の要件文案）

⑧過去意見照会における
意見実績
記入必須

⑨意見根拠（法令・通知等） 横浜市意見 東大阪市意見 新宿区意見 横須賀市意見 中野区意見
豊後大野市

意見
武蔵野市意

見
柏市意見 仙台市意見 群馬県意見

2.4版の改版内容に関する
意見該否(◯が2.4版の改版

内容に関する意見）
意見に対する追加確認事項 追加確認事項に対する回答

佐野市 その他 保護金品支給台帳 機能追加 帳票印刷→経理→保護金品支給台帳より、支給年月日の範
囲を指定して当該期間に支給された保護費を確認しているが、
複数年度を跨いだ範囲をした場合に出力されるデータが１ペー
ジに１つの年度で出力される。年度ごとに分けて出力される機
能も必要と思われるが、複数年度を跨いだ場合に年度ごとに分
けず指定した期間に支給された保護費がまとめて確認できるよ
うにしていただきたい。

返還金等を決定する際に既支給保護費を算定しなければならな
いが、現行では出力された年度のデータをさらに手計算で合計
しなければならず事務負担がある状況。標準化以前に使用して
いたシステムでは複数年度に跨いだ金額も合計されて確認でき
ていたこともあり、現行の機能に追加を要望するものです。

実績なし

- - - - - - - - - -
システムの画面に表示される情報や表示方法、検索条件に関
するご意見という認識で相違ありませんでしょうか。

相違ないです。

佐野市 その他 指導登録 機能修正 ケースワーク→査察指導→指導登録より、ケース番号を入力し
て指導状況を検索するが、検索条件で「未登録」か「確認完了」
か「登録済み」を選択しないと検索できない。何も選択せずに空
欄で検索し当該ケースの指導登録がまとめて検索確認できる
ようにしていただきたい。

指導登録においてケースの状況を確認する際に対応区分を必
ず選択しなければならず、対応した区分で条件がなければ次の
区分を選択して再度検索をかける事務負担が生じている状況。
同検索条件において指導区分では空欄を選択して検索できるこ
ともあり、対応区分においても空欄で検索できるよう要望するも
のです。

実績なし

- - - - - - - - - -
システムの画面に表示される情報や表示方法、検索条件に関
するご意見という認識で相違ありませんでしょうか。

相違ないです。

佐野市 その他 要否意見書回収登録及びデータ抽出 機能追加 医療扶助→意見書発行→要否意見書回収登録により、発行し
た意見書（移送意見書含む）について回収年月日や要否や承
認期間（始期終期）等を入力登録できるが、当該画面では承認
期間での検索もできず、また、データ抽出機能においても出力
項目に承認期間がない。要否意見書回収登録において登録し
たデータ（特に承認期間）について、当該画面での検索及び
データ抽出機能での抽出（出力）ができるようにしていただきた
い。

移送の意見書を管理するうえで当該意見書の有効期間を確認
把握しなければならないが、現行のシステムでは要否意見書回
収登録によりデータを入力してもそれを軸に検索及びデータ抽出
ができないため、移送意見書継続発行時において各ＣＷで発行
漏れが発生する状況。他の意見書等では有効期間について検
索及びデータ抽出ができることもあり、要否意見書回収登録の
データにおいても機能追加を要望するものです。

実績なし

- - - - - - - - - -
システムの画面に表示される情報や表示方法、検索条件に関
するご意見という認識で相違ありませんでしょうか。

相違ないです。

株式会社　IJC 帳票一覧 全体 その他 修正が行われる帳票については適合基準日を未来の日付に変
更していただきたい。
もしくは第2.4版の変更内容については、「適合基準日が過去
の日付のものは令和XX年XX月XX日までに実装すること」とい
うような期限を設けていただきたい。

追加された要件に対してシステム改修を行う時間が必要となる
ため。

実績なし

- -

今回の改版に限らず、今後の改版にも共通する問題として整理し
た方がよいと考えます。
「要件の考え方・理由」の変更であっても、実際に改修が必要であ
れば、適合基準日も併せて設定する必要があります。
また、誤記修正や説明の明確化とは分けて、全体バージョン管理
や経過措置との関係を踏まえ、既に標準準拠システムを導入して
いる自治体が、改定内容にいつまでに対応するのかを明確にする
必要があると考えます。

- - - - - - -

江戸川区 機能要件 ID:211931の変更点漏れ 誤記・整合性 2.4版の案で修正してもらっているが改版説明の記載が漏れて
いる。

要件の考え方として「・本機能要件については、保護の開始申
請受付及び訪問調査においても活用出来る機能として実装する
ことを想定している。」と追加していただいている点が赤文字に
なっておらず意見照会の対象外となっていたため。

改版説明に2.4版の旨を記載する 実績あり

- - - - - - - - - -

茨城県県央福祉事務所 帳票レイアウト 精神疾患入院要否意見書 その他 ・A4で出力できるようにしてほしい。 ・医療要否意見書は、一括で出力、郵送しており、他の意見書
と大きさが異なると円滑な事務に支障が生じるため。

実績なし

-
システムのつくりのような気もしますが、実施要領上A3と定められ
ていないと確認しましたが、東大阪市でもずっとA３で印刷運用して
います。厚労省さま、定めがあるものなのでしょうか？

- - - - - - - -

茨城県県央福祉事務所 帳票詳細要件 医療要否意見書 その他 ・稼働能力を記載する欄をもうけてほしい。 ・就労指導の参考とするため 実績なし

- - - - - - - - - -

茨城県県央福祉事務所 帳票詳細要件 査察指導台帳 その他 ・査察指導台帳に地区名と担当ケースワーカー名を記載してほ
しい。

・査察指導を円滑に行うため 実績なし

- - - - - - - - - -

常陸太田市 機能要件 帳票出力機能 その他 郵便カスタマーバーコードは、必要に応じて印字する、印字しな
いが選択できるものであること。

使用する窓あき封筒によっては、内容物が移動することによって
バーコードが読み取れず、郵便局でエラーとなってしまい、バー
コードを印字しないで欲しいと依頼があったため。

実績なし

- - - - - - - - - -

仙台市 機能要件 マイナンバー連携 機能追加 保護の決定通知書をマイナポータルで確認できるようシステム
の連携をして欲しい。紙での通知と選択できるような仕組みを
想定している。

紙使用、郵送料、手数の削減のため。 実績なし

- - - - - - - - - -

伊勢原市 機能要件 8. 共通・その他→8.4. ＥＵＣ機能
※生保機能要件→債権管理→戻入・債権一覧
※メニュー画面のデータ抽出箇所

機能追加 「ビュー情報を検索する」ところの「フィルター」に基準日を追加し
て欲しい。

行政資料を作成するときに、ある時点（○年○月○日）の数値を
求められることが多いため。

実績なし

- - - - - - - - - -

伊勢原市 機能要件 8. 共通・その他→8.11画面確認機能 機能追加 メニュー画面に、現物消込の一覧が表示されるタブを追加して
欲しい。

現物払いの支払い状況を確認するとき、保護決定調書をひとつ
ずつ画面を開く作業に時間を要するため。

実績なし
- - - - - - - - - -

船橋市 その他 帳票レイアウト全般 その他 標準化VerUPの時期について ・本市ではVer1.1で標準化を実装済みであるが、令和８年現在
Ver2.3まで仕様書が提示されている中で、後発導入自治体との
差が懸念されている。そのため、先発自治体においては「○○
年度末までにVer.●●までアップデートすること」といったような
指標を提示してもらえると自治体はもとより、各システムベン
ダーも改善にむけて動きがとりやすいのではないか。

実績なし

- -

今回の改版に限らず、今後の改版にも共通する問題として整理し
た方がよいと考えます。
「要件の考え方・理由」の変更であっても、実際に改修が必要であ
れば、適合基準日も併せて設定する必要があります。
また、誤記修正や説明の明確化とは分けて、全体バージョン管理
や経過措置との関係を踏まえ、既に標準準拠システムを導入して
いる自治体が、改定内容にいつまでに対応するのかを明確にする
必要があると考えます。

- - - - - - -

和泉市 帳票レイアウト ケース番号 その他 帳票の最下段部ケース番号の右横に被保護者の氏名を印字し
てほしい。

被保護者が多数入居している老人ホーム等に郵送すると、施設
事務担当者が別人と取り違えて記入して回答する事案が発生
した。、QRコードの読み込みに支障がある。現状は住所のみ印
字されると他の施設入居者もすべて同じ住所表示となるので誰
の書類か区別がつかない。高齢者は認知症で書類が書けない
ことを想定してほしい。

実績あり

- 何の帳票かわからないが、検討必要な内容にも思われる。 - - - - - - - -

和泉市 機能要件 中間サーバーGWからの年金一括照会 機能追加 中間サーバーGWシステムを庁内で共有しておりアクセス制限
がある。業務システムから直接一括照会・一括取込・一覧確認
を行いたい

年金調査時にサーバーダウンを繰り返し庁内全体の業務に支
障が出たため

実績あり

- - - - - - - - - -
・中間サーバーGWシステムとは、マイナンバーの情報提供ネッ
トワークシステムのことであるという認識で問題ございませんで
しょうか。念のためご確認させていただけますと幸いです。

JIP製総合行政システムWizLIFE中間サーバーGWのことです。
こちらのシステムを経由して情報提供ネットワークシステムに接
続しています。言葉足らずで申し訳ございません。

和泉市 機能要件 29条調査回答詳細結果のデータ取込
※前年度生保収入に対する現年度課税データとの突合
が必要。現状現年度同士の突合になっている

機能追加 電子照会した回答データを一括取込し一覧表示させたい。前年
度生保収入と現年度課税データとの突合が必要。現状現年度
同士の突合になっている

現状せっかくの電子回答があっても目で見て手動で転記をおこ
なっており非効率であるため

実績あり

- - - - - - - - - -

和泉市 機能要件 連携データの自動転記と更新情報の一覧表示 機能追加 障害手帳情報、介護認定情報、児童手当等各種手当の受給
状況の一括登録機能がほしい

現状せっかく手帳情報などと連携しても自動転記される機能が
なく目でみて手動で入力しており非効率なため

実績あり

- - - - - - - - - -

和泉市 機能要件 決裁状況の決定情報プレビュー画面 機能追加 添付ファイルのプレビューを画面分割かタブ切替か選択できる
ようにしてほしい。

複数の添付ファイルを見比べることが多いため。 実績あり
- - - - - - - - - -

和泉市 帳票詳細要件 過支給額処理選択画面でデフォルトが「返納」となってい
るがデフォルトを「収入充当」にしてほしい

機能修正 見落としによる不必要な納付書発行を防止するため 見落としによる不必要な納付書発行を防止するため 実績あり

- - - - - - - - - -

宮城県 業務フロー 課税調査について、課税情報の取込ができない都道府
県については、マイナンバーシステムで照会する必要が
ある。

機能追加 マイナンバーシステムによる照会方法について、生活保護シス
テムから調査対象者の情報をCSV出力して、マイナンバーシス
テムで取込、照会結果を生保システムで読込むことはできない
か。

例年調査対象者が1,000人を超えており、1人ずつ手入力して照
会している。

実績なし

- - - - - - - - - -

宮城県 業務フロー 6. 返還金・債権管理について、調定、収納情報の消込
処理、不納欠損は財務会計システムと連携できない
か。

機能追加 財務会計システムから出力したCSVファイルを生活保護システ
ムで取込むことはできないか。

保護の停廃止等により必ず返還金が生じており、対象者が多数
で管理する債権の種類も複数あるため管理が煩雑である。

実績なし

- - - - - - - - - -

宮城県 業務フロー 収入・資産申告書の徴取状況について、CSVファイルで
一括一覧にできないか。

機能追加 ケース記録欄に申告書類の徴取状況が入力できるが、一覧表
等で出力できない。

申告書類の徴取状況を別途Excel管理しており、システムに項
目がありながら活用されず、事務の煩雑を招いている。

実績なし

- - - - - - - - - -

宮城県 業務フロー 資産（車、不動産、保険）の活用状況について、CSV出
力できない。

機能追加 システム上に入力欄があるにもかかわらず、帳票やCSV出力
できない。車、不動産、保険について、それぞれ別途Excelで台
帳管理している。

システムに項目がありながら、別途Excel管理する必要があり、
事務の煩雑を招いている。

実績なし

- - - - - - - - - -

宮城県 帳票レイアウト 保護金品支給台帳のタテ計合計欄を設けてほしい。 機能修正 法第63条返還金、法第78条徴収金を決定するための挙証資料
として必要であり、最大60か月（5年間）の遡及が必要であるた
め、集計誤りを減らすためにも合計欄を設けてほしい。

誤認定を防ぐため、是非設置してほしい。 実績なし

- - - - - - - - - -

富士通Japan（株） 機能要件 全般 その他 実装要件がオプションから必須に変更になった場合は、適合基
準日も合わせて変更いただきたい。

開発期間が必要となるため。 実績なし

- -

今回の改版に限らず、今後の改版にも共通する問題として整理し
た方がよいと考えます。
「要件の考え方・理由」の変更であっても、実際に改修が必要であ
れば、適合基準日も併せて設定する必要があります。
また、誤記修正や説明の明確化とは分けて、全体バージョン管理
や経過措置との関係を踏まえ、既に標準準拠システムを導入して
いる自治体が、改定内容にいつまでに対応するのかを明確にする
必要があると考えます。

- - - - - - -

富士通Japan（株） 機能要件 全般 その他 「PMOツールでの意見に基づき、機能要件、要件の考え方・理
由を修正」のみ　というような表記の場合は機能追加の意図が
読み取れないため、補足資料をいただきたい。

記載内容だけでは意図が読み取れず、有識者同士で記載内容
の意味を読み取る時間がかかるため。

実績なし

- - - - - - - - - -

海老名市 帳票一覧 標準帳票に該当なし 機能追加 標準帳票一覧の保護受給世帯各課連絡票について、世帯異
動区分の「変更」機能で、軽微な変更（転居による住所変更
等）において対応していただきたい。

住所変更等の変更については、手動で変更箇所を修正してい
る。

実績なし

- - - - - - - - - -

帳票一覧のNo47「生活保護開始・廃止等連絡票」に関するご意
見という認識で問題ありませんでしょうか。

はい。
その認識で問題ございません。

草津市 帳票レイアウト その他 誤記・整合性 帳票により、漢字表記、ひらがな表記が混在しているため、統
一を図ってほしい。

自治体細則に定める際の整合性の確保のため 実績なし
- - - - - - - - - -

近江八幡市 機能要件 1. 生活保護申請・決定 機能追加 タブレット端末において、受給者のタッチペンによる手書き申請
等を受理できること。

タブレット端末の利用及び電子化対応による効率化を図るため。 実績なし

- - - - - - - - - -

・タブレット端末で受給者のタッチペンによる手書き申請とは、ど
ういった運用を想定しているのか確認させていただきたいです。

新規相談者の生活保護申請書類一式、既存受給者の各種必
要な届け出（収入申告や資産申告等）を訪問時・窓口来所時に
タブレット端末で受領できるようにしたい。

近江八幡市 機能要件 1. 生活保護申請・決定 機能追加 一括認定処理の際、遡及処理もできるようにお願いします。一
括認定の処理に合わせて追給や過支給についても振り分けが
できるようにしてほしいです。

定例〆後に介護保険料の遡及処理が必要となったため。 実績なし

- - - - - - - - - -

近江八幡市 機能要件 1. 生活保護申請・決定 機能追加 ・「返還金納付計画表誓約書」の帳票出力機能を実装してほし
い。
　帳票内の以下の印字項目を標準仕様書に記載希望。
　　- 鏡文
　　- 分納納付期間（開始）
　　- 分納納付期間（終了）
　　- 分納納付回数
　　- 年月
　　- 予定額
　　- 納付金額
　　- 不納欠損
　　- 残金額
　　- 地区コード
　　- 地区名称
　　- 地区担当員コード
　　- 地区担当員名称
　　- ケース番号
　　- 世帯主氏名
　　- QRコード

分納誓約を行った返還金を管理するために必要な帳票のため 実績なし

- - - - - - - - - -

「返還金納付計画表誓約書」のレイアウトについてご共有いただ
くことは可能でしょうか。また、分割制約を行った返還金につい
て、システム上の管理だけでなく別途帳票を要する理由につい
てご教示ください。

"・申し訳ありませんが、標記帳票については標準化対応前に
実装されていたものとなりますので、現在では出力することがで
きず共有することはできません。

・分割納付誓約の申請を受理し、承認を行った後申請者に対し
て、承認通知と一緒に手交する想定でおります。そのためシス
テム上の管理だけでなく別途帳票が必要です。

熊谷市 帳票一覧 帳票 機能追加 現金を窓口で受け取った際の領収書の発行をシステムで行い
たい。

標準化以前のシステムでは発行ができた。 実績なし

- - - - - - - - - -

鹿児島市 機能要件 帳票出力等全般 機能追加 生活保護の決定通知書等の大量印刷が必要なＡ４サイズでは
ない帳票について、連続帳票による印刷を実装必須機能もしく
は標準オプション機能としていただくことを強く要望する。

※本要望は、「03-1_第８回全国意見照会QA集（生活保護シス
テム）_20260511_01.xlsx」　シート名；【回答票】その他　の31
行目において、既に対応済のため「対応しない」となっている
が、要望を挙げている機能は、ご回答いただいた「一括出力」と
同義ではございません。改めてご検討をお願いいたします。

本市では決定通知書や生活保護受給者証を大量印刷する際に
Ａ４サイズではない専用の連続帳票（圧着ハガキ）による印刷を
行っている。
連続帳票による印刷ができなくなった場合、発送費用の増（封
筒費用・郵送料の増）や職員の業務負担（手作業での封入作
業）の増加が見込まれる上、封筒への誤封入による情報漏洩
のリスクも生じるものである。

標準化前にできていたことが、標準化によってできなくなり、費
用・業務負担・情報漏洩リスクを自治体が負担するのは承服い
たしかねます。

実績あり なし

- - - - - - - - - -

長崎県諫早市 機能要件 保護決定処理 機能追加 救護施設等基準生活費を計上している者で、介護保険料加算
や特別徴収額が認定されている場合に警告を出してほしい。

救護施設入所後も介護保険料の特別徴収額が認定され続けて
いる事例があった。

実績なし

- - - - - - - - - -

長崎県諫早市 機能要件 保護決定処理 機能追加 調書作成時に次回支給保護費の住宅扶助額（家賃）を計算し、
扶助割れを起こしているかいないかの確認結果を警告で出して
ほしい。

現在も点検機能でチェックはできており、月に1回点検を行って
いるが、随時調書作成時に確認したいため。

実績なし

- - - - - - - - - -

大村市 機能要件 医療券転記通知書 機能追加 転帰通知書の名簿並び順を指定できるようにしてほしい。 ・医療券連名簿は名簿の並び順を指定できるが、転機通知書は
指定できないため、医療機関から揃えてほしいと要望があって
いる。

- - - - - - - - - - ◯

大村市 その他 医療券転記通知書 その他 医療券転記通知書の「未使用」欄にチェックがあったときの対
応を教えてほしい。

以前は医療券転記通知書に「未使用」欄がなかったが、標準化
後追加されており、医療機関からチェックがあったときの対応
（システムで登録が必要なのか）が分からない。

- 返戻対応と考えます。 - - - - - - - - ◯

大村市 機能要件 他法登録 機能追加 他法登録で登録できない他法がある。（療育手帳） 左記の通り
- - - - - - - - - -

大村市 機能要件 医療扶助登録 機能追加 医療扶助登録の表示件数拡大 医療扶助登録の表示件数に上限があり、一覧としての管理がし
にくい。 - - - - - - - - - -

大村市 機能要件 医療券、調剤券 機能追加 有効期間外の医療券、調剤券の発行履歴を常時見れるように
してほしい。

左記の通り
- - - - - - - - - -

大村市 機能要件 医療券、調剤券 機能追加 医療券、調剤券の有効期限を一括で延長できるようにしてほし
い。

一括で延長できないため、1件づつ手打ち作業が発生している。
特に歯科は絞り込みもできないため、1件づつ確認して有効期
限を手入力している。

- - - - - - - - - -

大村市 機能要件 検診命令 機能追加 検診命令の回収一覧画面に命令発行一覧時に入力した備考
内容を反映してほしい

検診命令の回収一覧画面に命令発行一覧時に入力した備考内
容を反映されないため、回収時の精査がしにくい - - - - - - - - - -

大村市 その他 医療オンライン資格連携 機能修正 医療オンライン資格連携が正常に連携できない 左記の通り

- - - - - - - - - -
こちらの事象は、貴自治体独自の事象である可能性がございま
すため、具体的な状況についてご教示ください。

システム変更以後、自動連携が行えていない状況（データ送信
ができていない）であったため、システム会社と調整中である。

伊東市 機能要件 ケース記録 機能追加 指定条件で抽出したケースに対して一括して同一のケース記
録を入力する機能を実装していただきたい。

担当者が変わる時の事務引継や、書類の一斉送付等による記
録を１件ずつ入力するのは非効率なため。

実績なし
- - - - - - - - - -

伊東市 機能要件 保護変更 機能追加 CSVファイル等Inputファイルを基に一括で保護決定を入力・起
案できる機能を実装していただきたい。

年金額の改訂等で多くのケースを同時期に保護決定する必要
がある場合があるが、情報連携等でバックデータを保持している
にもかかわらず、１件ずつ入力するのは非効率なため。

実績なし

- - - - - - - - - -

伊東市 機能要件 返還金・債権登録 機能追加 CSVファイル等Inputファイルを基に一括で債権者・債権の登録
をできる機能を実装していただきたい。

過去に管理していた債権データを移行する必要があるが、その
量が膨大で１件ずつの入力は不可能なため。

実績なし
- - - - - - - - - -

【回答票】その他

特定の機能や帳票に紐づけることができない標準化に対する全般の意見等がありましたら、下記に意見をご記入ください。
（特定の機能や帳票に紐づく意見につきましては、他シートの回答票に沿ってご回答ください。）
意見がない場合は記載不要です。


